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はじめに 

 

阪神・淡路大震災の後、災害救援や生活復興をはじめとする様々なボランタリー活動の

高まりを受け、国では「特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）」が平成 10 年 3 月に制定され、

兵庫県においても、「県民ボランタリー活動の促進等に関する条例」(平成 10年 12月施行)、

「県民の参画と協働の推進に関する条例」(平成 15 年 4 月施行)等に基づき、21 世紀の成

熟社会にふさわしい地域づくりを進めています。 

県内には、これまで多くのボランティアグループや市民活動団体が誕生し、県民のボラ

ンタリー活動は、その領域も従来の福祉分野に加えて、特定非営利活動促進法が定める 20 

分野を含む広範な領域へと広がりをみせるとともに、それらの活動を支える場や仕組みの

必要性も強く認識されるようになりました。 

この調査は、昭和 59 年度から定点調査として、兵庫県から委託を受けて実施しており、

今回で８回目になります。 

今回は、「ボランティア元年」と言われた阪神・淡路大震災から 20 年を迎えることから、

これまでと同様に、県民ボランタリー活動を行っている団体やグループの実態、課題、ニ

ーズ等を把握するとともに、阪神・淡路大震災から 20 年の兵庫のボランタリー活動等の取

組を評価し、今後の支援方策を検討するための基礎資料を得ることを目的として実施しま

した。 

阪神・淡路大震災を経験した兵庫県のボランタリーセクターがどのように変遷し、今後

どのように歩んでいけばよいのか、この報告書が地域のさまざまな課題解決に取り組んで

おられるボランタリー活動団体の一助となれば幸いです。 

最後になりましたが、このアンケート調査にご回答いただきましたボランタリー活動団

体の皆様、また各市区町社会福祉協議会のご協力に深く感謝申し上げますとともに、調査

票の設計、報告書案作成をご指導いただきました宮垣委員長をはじめ調査委員会の皆様に

厚くお礼申しあげます。 

 

      平成 27 年 3 月 

 

 

 

                                                兵 庫 県 社 会 福 祉 協 議 会 

ひょうごボランタリープラザ 

所 長   室 﨑  益 輝 
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        県民ボランタリー活動実態調査実施状況

調査対象数 有効回答数 有効回答率(%) 調査時期

第１回 昭和59年度 1,698 1,049 61.8 昭和60年１月

第２回 昭和63年度 2,391 1,594 66.7 昭和63年10月～11月

第３回 平成４年度 3,811 2,991 78.5 平成５年１月

第４回 平成８年度 5,196 3,859 74.3 平成９年１月～２月

第５回 平成12年度 8,208 4,829 58.8 平成12年11月～12月

第６回 平成16年度 8,785 5,547 63.1 平成16年11月

第７回 平成21年度 5,000 2,206 44.1 平成21年11月

年度

Ⅰ．調査の概要 

  

１．調査目的 
   「ボランティア元年」と言われた阪神・淡路大震災から 20 年を迎えるにあたり、県民ボ

ランタリー活動を行っている団体やグループの実態や課題、ニーズ等を把握し、これまでの

兵庫のボランタリー活動の取り組みを評価し、今後の活動の支援方策を検討するための基礎

資料とすることにより、県民ボランタリー活動を促進する。 

   本調査は、昭和 59 年度から実施し、今回で第８回目となる(前回調査は平成 21 年度)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注 1) 昭和 59 年度から平成８年度まではボランティア活動動向調査、平成 12 年度

から県民ボランタリー活動実態調査。 

(注 2) 昭和 59 年度調査では対象数は明示されていないが、県内ボランティアグル

ープ数を 1,698 としていたので、これを対象数とした。 

(注 3) 平成 21 年度調査は、調査対象の中から 5,000 団体を無作為抽出した。 

 

２．調査対象 

   県内で活動しているボランタリー活動団体から無作為抽出した 5,000 団体 

    

本調査では、「ボランタリー活動」とは、次のいずれの項目にも該当するものをいう。    

①県民が行い、又は県民のために行う活動であること 

  ②自発的で自律的な活動であること 

  ③不特定かつ多数の利益の増進に寄与する営利を目的としない活動であること 

  ④宗教活動･政治活動を主たる目的とする活動等でないこと 

   

   母集団名簿は、県内市区町社会福祉協議会への登録団体及び県内ＮＰＯ法人名簿（平成 26

年５月 16 日現在）から重複を除外して作成した(7,063 団体)。 

 

３．調査方法 

郵送によるアンケート調査(回答者へ直接送付、回答者から直接返送) 

 

４．調査時期 

平成 26 年７月 
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５．回答状況 

 

調査対象数 有効回答数 有効回答率 

5,000 団体 2,642 団体 52.8% 

 

 

 地域（県民局）別 回答のあったグループ・団体 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域別の有効回答率をみると、西播磨地域が 63.4％と高く、神戸地域が 44.9％と低くなっ

ている。 

 

                  回答状況（地域別） 

      

 

地域名 地域内市町名 調査対象数 有効回答数 有効回答率(%) 

神戸 神戸市 1,532  688  44.9  

阪神南 尼崎市 西宮市 芦屋市 533  257  48.2  

阪神北 
伊丹市 宝塚市 川西市 三田市 

猪名川町 
414  216  52.2  

東播磨 
明石市 加古川市 高砂市  

稲美町 播磨町 
306  165  53.9  

北播磨 
西脇市 三木市 小野市   

加西市 加東市 多可町 
466  286  61.4  

中播磨 姫路市 神河町 市川町 福崎町 483  268  55.5  

西播磨 

相生市 たつの市  赤穂市  

宍粟市 太子町 上郡町    

佐用町 

448  284  63.4  

但馬 
豊岡市 養父市 朝来市 香美町 

新温泉町 
408  241  59.1  

丹波 篠山市 丹波市 145  84  57.9  

淡路 洲本市 南あわじ市 淡路市 265  153  57.7  

合計 5,000  2,642  52.8  

26.0 
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Ⅱ．全体を通じての分析結果 
     ～兵庫県のボランタリー活動は多様化し、前進している～  

 

県民ボランタリー活動実態調査 

調査委員会委員長  宮垣 元 

 

 

昭和 59 年より実施してきた県民ボランタリー活動実態調査は今回で８回目となりました。 

今回の調査では、前回調査（平成 21 年度）の調査方法と調査項目を基本的に継承しつつ、

阪神・淡路大震災から 20 年を経過したということを踏まえ、とりわけ災害に対する取り組み、

震災後のボランタリー活動全体の変化やその評価に関する項目が加わっています。 

 本調査の対象は、県内の市区町社会福祉協議会の登録団体と特定非営利活動法人（以下、Ｎ

ＰＯ法人）の計 7,063 団体（重複除く）を母集団とし、その無作為に抽出された 5,000 団体で

す。有効回答は 2,642（52.8％）で、このうち実際にボランタリー活動を行っている 2,515 団

体を分析対象としています。1995 年の阪神・淡路大震災以降に設立された団体が 69.4％を占

める一方、2005 年以降に設立された団体だけでも 37.5％にのぼるなど、阪神・淡路大震災以

降 20 年が経過し、その実態にも変化が生じてきていることが考えられます。 

 以下では、この調査結果の内容について本調査委員会でとくに検討した項目を中心にまとめ

ていきます。 

 

 

１．兵庫県のボランタリー活動団体は多様化したか 

 

（１）県内のボランタリー活動の現況 

 はじめに、平成 26年現在における兵庫県のボランタリー活動の全体像を見ていきましょう。

まず活動分野については、もっとも多いのが「福祉の増進」で、ついで「子どもの健全育成」

「まちづくりの推進」、「保健・医療の増進」と続きます。「福祉の増進」と「保健・医療の増

進」をあわせた「福祉・保健・医療」分野がもっとも多いのはこれまでの傾向と変わりありま

せんが、任意団体の 63.6％が「福祉・保健・医療」分野であるのに対し、ＮＰＯ法人は 48.7％

と、法人格の有無によりその傾向が異なります。その分、「その他」の分野（たとえば「国際

協力」、「職業能力の開発又は雇用機会の拡充」、「災害救援」など）での活動を行うＮＰＯ法人

もみられます。また、団体の設立が新しいほど「福祉・保健・医療」分野以外の割合が高くな

ってきており、活動分野の広がりが確認できます。 

 活動方法については、「サービスを提供したり、人材を派遣する」、「親睦・交流などの場を

提供する」がいずれも 47.6％で、前回調査での「サービスを提供したり、人材を派遣する」が

もっとも高いという結果からの変化がみられます。 

 また、活動地域の範囲についても、「小学校区内」よりも「一つの市町内」、「複数の市区町

内」が前回調査よりも多くなっており、活動範囲の広がりがみられます。概ね新しい団体ほど、

活動範囲が広がっています。これらは、比較的広範囲で活動を行うＮＰＯ法人の増加が背景に

あると考えられます。 

 前回調査時点では、県内のボランタリー活動は「福祉・保健・医療」分野で「地域における

対人サービス分野」の比重が高いことから、活動の多様性が進んでいないことが指摘されまし

たが、今回の結果は、活動分野と方法、活動地域において多様性が進行しつつあることを示唆

するものとなっています。 
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（２）団体の担い手と運営状況 

 団体の運営に目を転じてみましょう。まず団体の規模を活動者数でみると、70.4％の団体が

「20 人以下」となっており、その割合は前回調査より 4.4 ポイント高くなっていることから、

団体あたりの活動者数が減少しています。ただし、「20 人以下」の割合が任意団体では 72.5％

であるのに対し、ＮＰＯ法人では 60.4％となっており、21 人以上の割合も任意団体より高く

なっていることから、ＮＰＯ法人と任意団体の組織規模に違いがみられます。 

 活動の中心層については、「女性中心」とする団体が 77.0％を占めているという傾向は前回

調査と同様であるものの、任意団体の 82.2％が「女性中心」、10.4％が「男性中心」であるの

に対し、ＮＰＯ法人では「女性中心」が 47.6％となり、「男性中心」は 34.0％と大きくなって

います。また、中心となる年齢層についても、全体の 85.1％の団体が「50 歳以上」としてお

り、この傾向も前回調査と同じであるものの、「65 歳以上」の割合は、前回調査の 40.7％から

54.5％と 13.8 ポイントも高くなっています。このことは、前回調査時点から活動者があまり

変わらず推移していることを示唆しています。ただし、任意団体の 59.7％が「65 歳以上」で

あるのに対し、ＮＰＯ法人では「49 歳以下」とする団体が 32.5％を占めるなどの違いが見ら

れます。 

 以上のように、性別や年齢層の全体的な構成は変わらないものの、活動の中心となる年齢層

の高齢化が考えられる一方で、ＮＰＯ法人が男性や若年層の活動の受け皿となっている様子が

うかがえます。なお、活動分野別では、「男性中心」とする団体は環境保全やまちづくりの分

野で、「49 歳以下」が中心とする団体は「子ども」、「社会教育」、「文化・スポーツ」の分野で

相対的にその割合が高くなっています。 

 こうした活動者の参加経路については、「前からいる活動者の紹介」がもっとも多く、かつ

前回調査よりもその割合が高くなっています。このことは、既に知っているという安心がある

一方で、そのネットワーク内にいない人は参加しづらい可能性を有します。新規参加者の獲得

という観点からは、このネットワークを広げていくことやネットワーク外からの参加の機会を

増やすことが課題と言えそうです。知人のネットワーク外からの参加では、任意団体は「行政

や社会福祉協議会からの紹介」が、ＮＰＯ法人は「グループ・団体の出すチラシ・会報などを

通じて」、「ホームページでの案内や情報を通じて」が相対的に高くなるなど、違いがみられま

す。 

 また、新たな参加者の獲得にもつながる「ホームページ、ブログ」があるのは 17.3％で、前

回調査とほぼ同様に少なくなっています。とくに、ＮＰＯ法人の 64.2％が使用しているのに対

し、任意団体では 9.0％にとどまっており、情報発信上の課題が見出せます。 

 

（３）財政状況 

 財政状況について、平成 25 年度の支出総額は、「10 万円未満」が 49.6％で、「10 万円以上

100万円未満」を加えると 83.6％となり、この傾向は前回調査から大きく変わりがありません。

ただし、任意団体の 92.6％が「100 万円未満」の規模であるのに対し、ＮＰＯ法人では「100

万円未満」が 33.9％、「100 万円以上 500 万円未満」(19.0％)、「500 万円以上 2,000 万円未満」

(22.8％)、「2,000 万円以上」(21.4％)と、支出規模の分散がみられます。なお、「2,000 万円

以上」とした団体の活動分野は「福祉・保健・医療」、「まちづくり」、「ボランティア支援」が

多くなっています。 

 収入の構成をみると、「事業収入（事業委託費含む）」のある団体は、27.8％とほぼ前回調査

並みですが、任意団体では 19.9％、ＮＰＯ法人は 72.5％と大きな違いがあります。「寄附金」

があるとする団体も同様で、任意団体が 11.6％、ＮＰＯ法人は 49.5％となっています。一方、

任意団体の 65.0％で「ひょうごボランタリー基金からの助成金」があり、その重要性がうかが

えます。なお、「事業収入」以外のすべての費目で「ある」とする団体は前回調査から微減し
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ています。 

 以上のように、活動の分野や方法、地域についてはやや多様化の傾向がみられる一方、活動

の中心層や参加経路では大きな変化がみられませんでした。また、活動者数もわずかながら縮

小傾向と、全体としてみると担い手側の変化をあまり見いだせません。しかし、若年層や男性

の参加はＮＰＯ法人において比較的みられることに加え、支出総額や収入構成でも任意団体と

ＮＰＯ法人の違いがみられるなど、組織形態による違いが浮き彫りとなっており、県内のボラ

ンタリー活動全体の構造の変化が示唆される結果となっています。 

 

 

２．ボランタリー活動の拡大の担い手はどのような団体か 

 

 次に、県内のボランタリー活動を規模的な変化という視点でまとめてみることにします。調

査では、活動の種類、活動者数、利用者数、総支出金額、事業収入、寄附金収入について、そ

れぞれの過去５年の変化（増減）を聞いています（図表参照）。これによれば、活動の種類、

利用者数、総支出金額、事業収入については、「増加」（「増えている」と「やや増えている」

の合計、以下同）とした団体が、「減少」（「減っている」と「やや減っている」の合計、以下

同）とした団体を上回っています。このことは、ボランタリー活動の県内全体の方向性として

は、（少なくともこの５年間で）より多くの種類の活動に関わり、多くの利用者の支えとなり、

経済的な規模が拡大してきていることを意味しています。ただし、総支出金額については、2000

年以降設立の団体は大きく「増加」が上回っているものの、1999 年以前設立の団体はその差が

小さいか「減少」がわずかに上回る傾向があり、団体設立後 15 年〜20 年ほどで拡大のスピー

ドに変化が生じることを示唆しています。 

 では、こうした拡大を牽引しているのはどういった団体でしょうか。もっとも顕著なのは法

人格による違いで、ＮＰＯ法人は、全項目で任意団体を上回っています。さらに細かくみると、

設立年別の「2005 年〜2009 年」、分野別の「子ども」、「文化・スポーツ」、「まちづくり」が複

数項目で、活動中心年齢別の「35 歳以上、49 歳以下」が全項目で「増加」となっていること

がわかります。これらの増減はいずれも 5 年前と比較した相対的なものなので、これらのカテ

ゴリが県内のボランタリー活動の総量をもっとも増やしたとまではいえません。しかし、この

5 年間の変化が増加方向へ大きく変動したという点で、もっとも活発であった層だといえそう

です。 

 逆に「減少」が「増加」を上回る結果となったのは活動者数と寄附金収入です。活動者数に

ついては、2005 年以降設立の団体は「増加」が上回ることがあるものの、それ以前に設立され

た団体は「減少」が上回るという傾向があります。活動者も寄附金もその主たる担い手は一般

市民ですから、これらの減少は、とりもなおさず自発的参加が減ってきているということを意

味します。すなわち、県内のボランタリー活動の役割やニーズ、活動量は拡大している一方で、

それを皆で担い、支える力が追いついていない（弱まっている）という様相が浮かび上がって

きました。 

 こうした点は、現在の課題についてもあらわれており、「活動者の数が足りない」(39.7％)

や「世代交代が遅れている」(38.4％)を課題とする団体がそれぞれ全体の約４割にのぼってい

ます。世代交代の課題については、代表者の就任期間も 10 年以上の団体が 18.0％から 23.7％

と 5.7 ポイント高くなっていることにもあらわれています。また、「活動に必要な資金が不足

している」ことを課題とした団体も 24.1％（ＮＰＯ法人に限ってみれば 47.1％）あり、人材

と資金についての課題がみてとれます。これらの結果は前回調査とほぼ同じで、大きく改善さ

れていない状況が示されています。 

 また、今後の活動の方向性についての考えは、「拡大、充実する」とする団体が 37.9％であ
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活動の種類の増減 活動者数の増減 利用者数の増減 総支出金額の増減 事業収入の増減 寄附金収入の増減

42.8 29.3 34.1 28.4 32.3 23.1

14.9 37.4 24.9 19.2 24.7 29.8

36.2 28.2 28.5 44.2 31.2 39.8

ＮＰＯ法人 56.1 48.4 46.6 52.9 50.6 27.3

任意団体 40.7 26.8 32.4 25.4 23.4 20.7

「増」の
高い数値

①2005～2009年（53.3） ①2005～2009年（40.4） ①2005～2009年（45.2） ①2005～2009年（37.6） ①2005～2009年（45.4）
①1990～1994年（26.4）
②2000～2004年（26.0）
③2005～2009年（25.0)

「減」の
高い数値

①1995～1999年（19.8）
②1989年以前（16.1)

①1995～1999年（47.2）
②1989年以前（43.9)

①1995～1999年（31.5）
②1989年以前（30.2)

①1995～1999年（25.9）
②1989年以前（25.2)

①1990～1994年（38.9)
②1995～1999年（31.1）

①1995～1999年（41.0）
②1989年以前（38.9)

「増」の
高い数値

①子ども（51.1)
②文化・スポーツ（49.6)
③まちづくり（48.8)

①子ども（38.7)
②環境保全（37.6)
③まちづくり（36.3)

①子ども（39.8)
②文化・スポーツ（36.6)
③福祉・保健・医療（34.6)

①文化・スポーツ（30.6)
①社会教育（40.0)
②環境保全（35.7)
③まちづくり（35.5)

①まちづくり（57.2）
②社会教育（33.4)
③文化・スポーツ（25.1）

「減」の
高い数値

①社会教育（18.9)
②ボランティア支援（17.7）

①ボランティア支援（47.0）
②社会教育（41.5)

①ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ支援（29.4)
②社会教育（28.3）

①ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ支援（29.4)
②まちづくり（21.6）

①ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ支援（55.5)
②文化・スポーツ（28.6)

①ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ支援（40.0)
②文化・スポーツ（37.6)

「増」の
高い数値

①35歳以上49歳以下（54.9)
②20歳未満（50.0)

①20歳未満（54.5)
②35歳以上49歳以下（48.5)

①35歳以上49歳以下（44.8)
②20歳以上34歳以下（37.0)

①35歳以上49歳以下（44.7)
②20歳以上34歳以下（44.0)

①35歳以上49歳以下（54.1)
②20歳以上34歳以下（47.0)

①65歳以上（24.0）
②35歳以上49歳以下（23.2）

「減」の
高い数値

①65歳以上(16.9) ①65歳以上（42.0） ①65歳以上（27.3）
①20歳以上34歳未満（24.0）
②20歳未満（20.0）

①20歳未満（66.6)
②65歳以上（26.6）

①20歳以上34歳以下（54.6）
②20歳未満（50.0)

5年前の「活動の種類」「活動者数」「利用者数」「支出総額」「事業収入」「寄附金収入」にかかる増減一覧表

発足年別

分野別

団体の活動
の中心と
なっている
人の年齢別

単
純
集
計

「増えている」
「やや増えている」
（＝増）の合計

「減っている」
「やや減っている」
（＝減）の合計

変わらない

法人格別

区　　分

（単位：％）

るのに対し、「現状を維持する」とする団体が 56.5％となり、現状維持を志向する団体の方が

上回る結果になりました。前回調査では、「拡大、充実する」が 32.0％、「現状維持」が 64.4％

なので、前回よりは拡大・充実志向が増えたことになります。ただし、震災直後の 1995 年〜

1999 年に設立された団体は、「拡大、充実する」が他の年代に比べもっとも小さく、「現状を維

持する」と「縮小する」とする割合がもっとも高くなっており、この時代区分の団体の特徴と

なっています。1999 年以前に設立された団体は総支出金額の増加の割合が鈍るか減少に転じる

こと、あるいは 2004 年以前に設立された団体で活動者がとくに減少傾向にあることなども踏

まえると、設立後 15 年〜20 年ほどを境に組織規模やその趨勢に変化が生じる可能性がありそ

うです。2000 年を境とする前後５年間には、特定非営利活動促進法や介護保険制度、指定管理

者制度などといった、ボランタリー活動の組織運営に大きく影響する諸制度が始まった時期で

もあり、こうした制度の影響も考えられます。 

 

 

＜図表＞ 
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３．連携・協働はどのくらい進んだか 

 

 一方、ボランタリー活動の他団体との連携や協働の状況についてみると、まず他団体との連

携・協働を行っている団体は 63.2％と、（前回調査と質問の内容が若干異なっているため単純

な比較ができないものの）11.1 ポイント増加しています。その内訳は、任意団体で 61.5％、

ＮＰＯ法人で 73.3％となっており、支出総額が大きくなるにつれ連携・協働の割合も高くなる

傾向があります。その連携・協働の数もＮＰＯ法人の方が多くなっており、25.9％のＮＰＯ法

人は 10 以上のつながりを持っています。また、連携・協働の具体的内容についても、前回調

査との単純比較はできないものの、「情報交換や交流会を開催」が 57.6％（前回 63.4％）であ

る一方、「サービスを補完」が 14.0％（前回 9.0％）や「お互いの活動の支援やスタッフの受

け入れ」が 32.2％（今回新規項目）となるなど、連携の内容がより実質化している可能性が示

唆される結果となりました。 

 連携・協働の具体的な相手先としては、他団体と連携・協働を行っていると回答した団体の

うち、全体としては「自治会」がもっとも多く、任意団体・ＮＰＯ法人それぞれ 33.0％、36.9％

の団体がつながりを有しています。特徴的なこととしては、任意団体は「老人会」とのつなが

りが多く、それに対してＮＰＯ法人は「企業」、「小売店」、「病院」、「中学校」、「高校」、「大学」

などとのつながりが相対的に多いという点があげられます。とくに、57.7％のＮＰＯ法人は他

のＮＰＯ法人と連携・協働を行っており、ＮＰＯ法人間のネットワークが構築されてきている

ことを示しています。この他にも、地域や分野により連携・協働の相手が大きく異なるなど、

活動内容や地域の実情に合わせた形での実質的な連携・協働が進んでいることを示す結果とな

っています。 

また、今後連携・協働をもっとも強化したい団体については、任意団体は「地域を基盤とす

る団体」が多く、ＮＰＯ法人は、「地域を基盤とする団体」、「ボランタリー活動団体やＮＰＯ

法人」、「事業所等」がそれぞれ 18.7％～20.1％となっています。現状、意向ともに任意団体は

地縁系の団体へ、ＮＰＯ法人はより多様な団体との連携を指向していることがわかります。 

 こうした連携・協働は、たとえば他のボランタリー活動と協働している団体の 57.4％が「行

事や事業の内容が充実した」とするなど、その効果が期待できるものです。連携を進めるため

には「他の組織と出会う機会があること」が必要だと 40.9％の団体が考えているように、今後

の機会の創出や工夫によって一層の連携が期待できると考えられます。 

 なお、行政や社会福祉協議会とのつながりについては、69.9％が日常的なつながりを有して

おり、その内容は「助成金・補助金を受けている」がもっとも多くなっていますが、ＮＰＯ法

人については、「事業委託」が 42.8％、「協働事業を提案し実施している」が 28.4％と、行政

との協働が進んできていることがわかります。ただし、行政や社会福祉協議会への要望として、

多い順に「各種申請や事業を実施するまでの手続きを簡素化してほしい」、「書類作成など団体

側の事務的負担を少なくして欲しい」があがっており、限られた人員の中で効果的な協働を実

現するためには、依然課題があることもわかります。 

 

 

４．災害支援活動はどのように展開してきたか 

 

 阪神・淡路大震災の際には多くのボランティアが被災地で活動を行い、兵庫県のボランタリ

ー活動を考える上で災害とその支援活動はひときわ重要な意味を持っています。こうした災害

救援・復興支援活動について、この 10 年間に発生した 7 つの大規模災害等で何らかの活動を

行った団体は 25.4％（「活動しなかった」と「無回答」を除いた割合）にのぼります。もっと

も多いのは「東日本大震災」（17.9％）で、とくに神戸、阪神南、阪神北、淡路といった阪神・
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淡路大震災を経験した地域の団体で活動している傾向があります。また、西播磨の団体は「平

成 21 年台風９号（佐用町等被災）」で、但馬や淡路の団体は「平成 16 年台風 23 号（豊岡・淡

路等被災）」における活動の割合が高くなっており、災害の起こった当該地域で活動する団体

が一定の役割を果たしている様子がうかがえます。さらに、今後の災害発生時についても約３

割（28.3％）が「活動する」という意向を持っており、災害時において、こうしたボランタリ

ー活動の果たす役割の可能性を示しています。 

 東日本大震災の支援活動を行った団体についてみると、法人格別にはＮＰＯ法人が、発足年

別では「2005 年〜2009 年」、「1989 年以前」、「1995 年〜1999 年」の順に多くなっています。具

体的には、被災地では「励ましイベントの開催」、「救援物資の仕分け」、「友愛訪問」、被災地

外では「救援物資の提供」、「義捐金の寄付・募金活動」が多く、それらの活動は「被災地を拠

点とするボランタリー活動団体」(21.6％)や「被災地外で活動するボランタリー活動団体」

(21.1％)と連携しながら行われています。支援活動を行った期間をみても、単発的ではなく、

震災直後１週間から今日に至るまで、恒常的に２割から４割近くの団体が支援し続けており、

23.3％の団体は今日まで活動していることがわかりました。また、調査対象全体の 20.0％の団

体がこれまで通り活動するか、規模を拡充する、または今後活動予定と考えており、これまで

に活動した団体を上回っています。これらの取り組みや関心の高さなどから、阪神・淡路大震

災を経験した兵庫県からの息の長い支援の姿が見出せます。 

 

 

５．20 年間のボランタリー活動をどう評価しているか 

 

 最後に、県内で活動を行う団体からみて、この 20 年間の兵庫県のボランタリー活動をどの

ように評価しているかをたずねました。その結果、全体の７割以上の団体が「ボランタリー活

動に対する一般的な認知、理解は高まった」(74.7％)、「ボランタリー活動が、社会の中で、

一定の役割を果たすようになった」(75.7％)と考えており、半数以上の 52.0％の団体が「ボラ

ンタリー活動を通じて「参画と協働」が進んだ」と考えています。また、10 年前の調査（平成

16 年度調査）の結果と比較すると、「ボランタリー活動を行う団体同士のネットワークが広が

った」、「ボランタリー活動に対する社会制度や支援制度が充実した」、「ボランタリー活動に対

する企業の社会貢献活動が活発になった」の諸項目で肯定的な意見が大幅に増加している一方

で、否定的な意見も減少していることがわかります。一方、「学校教育での取り組みが活発に

なった」は、わずかな増加にとどまり、とくに若年層の担い手の広がりという観点からは、一

層の取り組みを検討する必要があると考えられます。 

 また、この 20 年間で助けになったり影響を受けたりした行政施策については、「助成金」や

「活動場所の提供」の割合が高くなっていますが、分野別では、「福祉・保健・医療分野」で

「障害者自立（総合）支援法の制定と運用」、「介護保険制度の制定と運用」が、ボランティア

支援の分野では「事業の委託」、「認定ＮＰＯ法人制度の創設」、「指定管理者制度の創設」が相

対的に高くなっており、活動領域に関わる制度や施策がボランタリー活動にも影響を及ぼして

いることがわかります。この 20 年間は、特定非営利活動促進法の施行（1998 年）に始まり 2008

年の新公益法人制度に至る流れによりボランタリー活動全体の構造の変容がありました。また、

介護保険制度の開始（2000 年）、指定管理者制度の施行（2003 年）、同じく 2003 年の支援費制

度の開始と障害者自立支援法への移行（2006 年）などの大きな施策は組織運営や活動方針に深

く影響を及ぼすものです。さらに、2008 年のリーマンショックとその後の経済不況は活動者数

や寄附金の減少に影響を及ぼしたことも考えられます。また、2009 年には民主党への政権交代

があり、「新しい公共」の推進という観点から様々な支援施策が展開されたものの、それらは

自由民主党への政権交代の 2012 年までという短い期間でした。このように、ボランタリー活
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動の趨勢は、政治状況や経済状況、様々な施策に容易に影響されるということ改めて気づかさ

れます。 

 こうした中、兵庫県はボランタリー活動支援をコンスタントに行ってきています。特に、ひ

ょうごボランタリープラザについては、40.3％が活動資金支援を受けており、今後についても

変わらずそのニーズが高いことがわかります。また、現在の利用状況に対し、今後さらに強化

して欲しい項目に「交流会・ネットワークづくり支援」があり、特にＮＰＯ法人でその割合が

高くなっています。ＮＰＯ法人は、他にも「情報提供・相談」や「人材育成」の機能強化に対

するニーズも高く、ひょうごボランタリープラザの活動資金支援にとどまらない多機能化への

期待がうかがえます。なお、プラザの利用状況に関しては物理的な利便性に伴う地域差があり

ます。これに関しては、プラザ以外にボランタリー活動支援を行う団体が県内に多数あること

から、今後は相互の連携や役割分担を一層推し進めることが必要でしょう。 

 

 

６．まとめ 

 

（１）ボランタリー活動の定着と広がり 

 以上の調査結果を踏まえて、阪神・淡路大震災から 20 年を経た県内のボランタリー活動の

現状をどのように評価すればよいでしょうか。 

 第一に確認すべきことは、多くの団体が「ボランタリー活動に対する理解や認知が高まると

ともにその役割を果たし、参画と協働が進んだ」と考えているとおり、活動の定着や充実があ

るという点です。実際、直近５年の動向では、活動の種類、利用者数、総支出金額、事業収入

について「増加」と考えている団体の方が多く、個々の活動の相乗効果が期待できる他団体と

の連携・協働もその内容が実質化するなど、活動の量的拡大や連携による面的な広がりがみら

れます。 

 こうした活動の充実は、行政や企業とは異なるボランタリー・セクターが着実に形成されて

きたことを示すもので、県民がともに育て、分かち合う貴重な財産といってよいでしょう。そ

して、行政や企業では対応しきれない様々な社会課題に独自の発想や方法で取り組めることに

加え、実際に多様な領域の団体が災害救援・復興支援活動を行ったように、災害時におけるセ

ーフティネットとしても重要です。阪神・淡路大震災での経験を踏まえると、私たちはこうし

た活動の重要性をこの機会に再確認し、担い手も、支援する側もこの歩みを止めないことが重

要でしょう。 

 

（２）多様性の進展と二極化 

 第二に、しかし、こうした進展はおしなべてすべての団体で起こっているわけではないとい

う点です。前回調査では多様性の促進の必要性が指摘されましたが、今回の調査結果からは、

分野や範囲、活動方法に広がりがみられ、以前に比べ多様性は高まっていることがわかります。

しかし、あらゆる種類の団体でそれが起こっているわけではなく、その牽引役は、主としてＮ

ＰＯ法人で、特定の分野における比較的新しく設立された団体であることがわかります。その

意味では、多様化というよりも、ボランタリー活動の二極化とでもいうべき状況がおこってい

るともいえます。この二極化は、任意団体とＮＰＯ法人の違いの大きさだけでなく、担い手が

高齢層の団体と若年層の団体、設立年の古い団体と新しい団体など、いくつかの軸でみられま

す。 

 また、活動する分野や地域による違いも一層進んでいるように思われます。たとえば、介護

保険事業や支援費事業を行っている団体、行政の事業委託のある団体などの分野の収支構造は

他と異なります。全体の約半数（49.6％）の団体が 10 万円未満で活動を行っているのに対し、
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100 万円以上の規模の団体も１割を超えるまでになっていることは、こうした事情と密接に関

連していることが考えられます。さらに、地域によって連携の構造は異なりますし、阪神・淡

路大震災の被災地とそうでない地域でも、その後の災害の支援活動の実施状況に違いが生じて

います。 

 このように、多様化や二極化が見られる諸団体を「ボランタリー活動」と平均化して見るこ

との困難さは、支援施策という観点からすると、個々のセグメントに応じた異なる対応が必要

となることを意味しています。 

 

（３）自発的な参加の動向 

 このような多様化、二極化する諸団体・諸活動を、それでも広く「ボランタリー活動」とく

くれるのは、それが「自発的な参加により担われ、支えられている」という重要な共通項があ

るからです。第三に重要な点は、活動の量的拡大や多様性の広がりの一方で、そのリソースが

乏しくなっている点です。具体的には、活動の種類や利用者、総支出金額、連携数などが増加

している一方で、活動者数と寄附金についてはむしろ「減少した」とする団体の方が上回って

いるという結果は、自発的参加の減少と捉えることができます。すなわち、社会的なニーズや

役割が高まる一方で、その新しい担い手や寄附金が増えないために、限られた人たちが限られ

た資源の中で頑張って活動を行っているという構造の存在です。 

 この 20 年間で、たしかにボランタリー活動への期待は高まり、様々な場面でその役割を果

たそうとする団体が増えてきました。先に述べたように、このこと自体は、ボランタリー活動

の実質的な広がりを意味しています。しかし、それを担い、支える力が弱まっているとすれば、

将来的な困難さが容易に想定できます。兵庫県のボランタリー活動はこの 20 年間で大きく花

開き、私たちもその価値を享受しています。しかし、その樹を今後も枯らさず、さらに花開か

せるためには、その土壌に栄養を送り続けなければなりません。 

 そもそも、ボランタリー活動は「誰かがやってくれること」ではなく、私たち皆が担い分か

ち合うことで初めて成立するものです。このことからすると、若年層や現役世代など、従来ボ

ランタリー活動には関わりの乏しかった層へのアプローチは急務といえますし、直接的な活動

経験の有無にかかわらず、そもそも「自分たちの社会・地域」という意識を広く醸成していく

必要があります。 
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Ⅲ．単純集計結果のまとめ 

 

１．団体の概要 

（１）法人格 

「任意団体」82.5％、「特定非営利活動法人」16.5％、「その他の法人」0.5％となってい

る。 

「その他の法人」とは、一般社団法人、宗教法人及び医療法人等で、ボランタリー活動を

行っている団体である。 

 

（２）発足年 

団体の発足年は、震災（1995 年）以降が７割（69.4％）を占めている。内訳は「1995 年

～1999 年」が 13.2％、「2000 年～2004 年」が 18.7％、「2005 年～2009 年」が 21.2％、「2010

年以降」が 16.3％となっている。震災以前では、「1989 年以前」が 14.8％、「1990 年～1994

年」はやや少なく 7.5％となっている。 

 

（３）会員の有無 

「貴グループ・団体の活動者が会員」72.3％、「活動者と、活動の対象やサービスや

支援を受ける方の双方が会員」14.0％、「会員制はとっていない」9.7％となっている。 

 

（４）会費の有無 

 「会費を集めている」64.2％、「会費は集めていない」34.0％となっている。 

 

２．団体の活動内容 

（１）ボランタリー活動の比重 

「ボランタリー活動が主目的」（73.8％）、「ボランタリー活動を主目的ではないが、活動

の一環としたボランタリー活動」（21.4％）を合わせて「ボランタリー活動を目的としたグ

ループ・団体」は 2,515 団体、全体の 95.2％である。以下の分析はこの 2,515 団体を対象と

して行う。 

 

（２）ボランタリー活動の分野 

「福祉の増進」が７割（70.0％）を占める。また、１番中心となる分野も「福祉の増進」

が半数（51.5％）を占める。 

 

（３）活動方法 

活動方法としては、「サービスを提供したり、人材を派遣する」（47.6％）と「親睦・交流

などの場を提供する」（47.6％）が多い。 

 

（４）活動種類の増減 

活動の種類は年数を経るにつれ、増えた団体及び減った団体が多くなっており、変わらな

い団体が少なくなっている。また、比較年数に関係なく、増えた団体が減った団体よりも割

合が高い。 
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（５）主な活動地域 

主な活動地域は、発足時には「一つの市町内」（36.1％）が多く、現在も「一つの市町内」

（36.0％）が多くなっているが、「複数の市区町内」、「県内全域」及び「県域を越えた広域」

の合計が 22.3％から 30.7％に増加している。 

 

３．団体の活動者 

（１）活動者数 

活動者数は、「1-20 人」が７割（70.4％）を占める。 

 

（２）活動者数の増減 

活動者数は年数を経るにつれ、増えた団体及び減った団体が多くなっており、変わらない

団体が少なくなっている。また、３年、５年前では、減った団体が増えた団体よりも割合が

高い。 

 

（３）活動の中心〔性別〕 

  活動の中心は、「ほとんどが女性」が６割以上（64.3％）となっており、「ほとんどが男性」

（7.3％）、「男女ほぼ同じくらい」は１割（8.2％）に満たない。 

 

（４）活動の中心〔年齢別〕 

  活動の中心は、「65 歳以上」（54.5％）、「50 歳以上、64 歳以下」（30.6％)で、両者を合わ

せると 50 歳以上が８割以上を占める。 

 

（５）活動のきっかけ 

  活動のきっかけは「前からいる活動者の紹介」（72.8％）が最も多い。 

 

４．団体の活動状況 

（１）１年間の活動回数 

  １年間の活動回数は、「12 回以上、23 回以下」（34.8％）が最も多く、次いで「37 回以上」

（33.7％）が多い。 

 

（２）１回あたりの活動者数 

  １回あたりの活動者数は９人以下が６割以上（63.0％）、19 人以下を含めると約９割  

 （88.6％）になる。 

 

（３）利用者数 

  団体の利用者は半数以上（56.8％）が 40 人以下となる。一方、利用者が多い団体（「161

人以上」）も約１割（12.3％）となっている。 

 

（４）利用者数の増減 

  利用者数は年数を経るにつれ、増えた団体及び減った団体が多くなっており、変わらない

団体が少なくなっている。また、比較年数に関係なく、増えた団体が減った団体よりも割合

が高い。 

 

（５）利用のきっかけ 

  利用するきっかけは、「前からいる利用者や活動者の紹介」（61.3％）が最も多い。 
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５．団体の財政状況 

（１）支出総額 

平成 25 年度の支出総額は、「10 万円未満」が約半数（49.6％）を占め、「10 万円以上 100

万円未満」(34.0％)、「100 万円以上」（12.4％）となっている。中でも、「2,000 万円以上」

が 3.3％となっている。 

 

（２）支出総額の増減 

  支出総額は年数を経るにつれ、増えた団体及び減った団体が多くなっており、変わらない

団体が少なくなっている。また、比較年数に関係なく、増えた団体が減った団体よりも割合

が高い。 

 

（３）収入内訳 

「会費・入会金」を収入としている団体は６割以上（65.8％）となっているが、そのうち

概ね「会費・入会金」で運営している団体は全体の 12.9％である。同様に、概ねその収入で

運営しているものをみると、「事業収入」（22.3％）、「ひょうごボランタリー基金からの助成

金」（2.8％）、「行政、社会福祉協議会からの助成金」（13.3％）、「民間団体からの助成金」 

（6.2％）、「寄附金」（3.9％）となっている。 

 

（４）事業収入及び寄附金の増減 

  ５年前と比べて、「事業収入」は、増えている団体が多いが、「寄附金」は、減っている団

体が多い。 

 

（５）活動者に対する経費・謝金の支給 

活動者に対する経費・謝金の支給については、「活動者が原則として負担する」（38.3％）、

「交通費など必要経費は支給する」（41.7％）、「適切な金額の謝金を支給する」（9.3％）

となっている。 

 

（６）使用している事務書類等 

  団体で使用している事務書類等では、約８割が「活動者や利用者の名簿」（85.8％）と「決

算報告書、収支報告書」（78.2％）を、約５割が「事業計画書」（53.7％）と「明文化された

規約・会則」（53.0％）を使用している。これらに比べると、「会報やニュースレター」

（21.5％）、「ホームページ等」（17.3％）は少なくなっている。 

  

６．他団体や行政等との協働 

（１）他の団体等との連携・協働 

  「他団体と連携・協働している」団体は、６割以上（63.2％）になっている。 

 

（２）連携・協働して活動している団体 

  他団体と連携・協働していると回答した 1,590 団体の連携先は、「地域を基盤とする団体」

（66.9％）が最も多く、次いで「地域を基盤とする団体以外のボランタリー団体」（45.3％）

となっている。 

  その具体的な相手先として、「地域を基盤とする団体」の中では、「自治会」（50.3％）、

「老人会」（17.8％）が多く、「地域を基盤とする団体以外のボランタリー活動団体」では、

「法人格を持たないボランタリー活動団体」（63.9％）、「事業所等」では「福祉施設」
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（75.8％)、「学校等」では、「小学校」（60.4％）と、それぞれ多くなっている。 

 また、連携・協働先の数は、１箇所（12.3％）、２箇所（12.2％）及び３箇所（10.6％）

がそれぞれ約１割で、10 箇所以上（13.0％）も多い。 

 

（３）他のボランタリー活動団体との連携・協働の内容 

  地域を基盤とする団体以外のボランタリー活動団体と連携・協働している 721 団体の活動

内容は、「情報交換や交流会を開催」（57.6％）が最も多く、次いで「イベントや行事等の共

催」（54.6％）、「お互いの活動支援やスタッフの受入」（32.2％）などと続いている。 

 

（４）他のボランタリー活動団体との連携・協働の効果 

 地域を基盤とする団体以外のボランタリー活動団体と連携・協働している 721 団体の連

携・協働の効果は、「行事や事業の内容が充実した」（57.4％）と「他のグループ・団体との

交流がさらに広がった」（54.2％）が半数以上と多い。 

 

（５）事業所等との連携・協働の内容 

  事業所等と連携・協働している 623 団体の活動内容は、「イベントや行事等の共催」

（45.3％）が最も多く、次いで「情報交換や交流会を開催」（36.4％）、「活動場所の提供」

（29.5％）などど続いている。 

 

（６）事業所等との連携・協働の効果 

  事業所等と連携・協働している 623 団体の連携・協働の効果は、「交流により、活動の場

の広がりを感じた」（53.3％）と「行事や事業の内容が充実した」（42.9％）が多くなってい

る。 

 

（７）連携・協働を最も強化したい団体等 

  今後、連携・協働を最も強化したい団体は、「自治会、婦人会等地域を基盤とする団体」

（27.2％）であるが、「特に必要と思わない」（26.8％）も多くなっている。 

 

（８）連携・協働するために一番必要なこと 

  他の団体と連携・協働して事業を進めるために最も必要なことは、「他の組織と出会う機

会があること」（40.9％）、「他の組織の情報が入手できること」（32.1％）で多くなっている。 

 

（９）行政・社会福祉協議会とのつながり 

  行政・社会福祉協議会とのつながりは、「日常的なつながりがある」が約７割（69.9％）、

「呼びかけがあれば協力する程度の関係である」（20.1％）、「ほとんどつながりはない」

（7.5％）となっている。 

 

（10）行政・社会福祉協議会とのつながりの内容 

  行政・社会福祉協議会とつながりがある 1,758団体が回答したつながりの内容は「助成金、

補助金を受けている」（72.6％）が最も多く、次いで「活動の場の提供を受けている」

（43.6％）、「情報やアドバイスを受けている」（38.2％）などと続いている。 

 

（11）行政・社会福祉協議会への要望 

  行政・社会福祉協議会に望むこととしては、「手続きを簡素化」（32.8％）が最も多く、次

いで「事務的負担を少なくしてほしい」（27.4％）、「情報提供」（25.1％）などと続いている。 
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７．今後の取り組み等 

（１）活動における問題点・課題 

  活動における問題点、課題としては「活動者の数が足りない」（39.7％）が最も多く、次

いで「世代交代が遅れている」（38.4％）、「活動に必要な資金が不足している」（24.1％）、

などと続いている。 

 

（２）向上のための取り組み 

  団体の活動や運営能力の向上のための取り組みについては、「現在取り組んでいる」

（20.4％）、「セミナー、研修会などの機会があれば是非学びたい」（21.4％）、「余裕があ

れば学びたい」（25.6％）、「特に検討する考えはない」（22.5％）となっている。 

 

（３）活動の方向性 

  今後の活動については、「現状を維持する」（56.5％）が最も多く、次いで「拡大、充実す

る」（37.9％）で、「縮小する」（1.6％）、「やめる」（0.5％）は僅かであった。 

  

（４）拡大・充実の方法 

今後の活動を拡大、充実すると回答した 954 団体の拡大・充実の方法は、「活動内容の質

を高めたり、提供方法を改善したい」（62.9％）が最も多く、次いで「活動者の数を増やし

たい」（56.7％）、「活動回数を増やしたり、活動範囲を拡大したい」（35.6％）となっている。 

 

８．災害時の救援・復興支援活動 

（１）団体としての救援・復興支援活動 

  活動を行った団体は、25.4％で、「東日本大震災」（17.9％）、「平成 16 年台風 23 号（豊岡・

淡路等被災）」（6.0％）、「平成 21 年台風９号（佐用町等被災）」（5.8％）が多い。 

 

（２）活動をしなかった理由 

活動しなかった団体は、69.7％で、その理由としては、「資金的な余裕がない」（23.3％）、

「被災地が遠い」（22.3％）、「何をしたらよいかわからない」（21.8％）が多く、「その他」

の自由記述の中には、「高齢」、「募金等個人で対応」などが多かった。 

 

（３）東日本大震災の支援活動期間 

  支援を行ったと回答した 450 団体の活動期間は、「震災直後３ヶ月～平成 24 年３月」

（36.4％）、「震災直後１ヶ月～３ヶ月以内」（33.8％）が多く、「平成 25 年４月～現在」は、

23.3％となっている。 

 

（４）東日本大震災の支援活動内容 

  活動内容は、被災地での活動を行った団体が 145 団体で、その内容は、「励ましイベント

の開催」（26.2％）、「救援物資の仕分け」（23.4％）が多い。被災地外での活動を行った団体

は 411 団体で、その内容は、「救援物資の提供」（60.6％）、「義捐金の寄付・募金活動」

（59.1％）が半数以上となっている。 

 

（５）東日本大震災の支援活動の連携 

  支援活動では、216 団体（48.0％）が他団体と連携しており、「被災地を拠点とするボラン

タリー団体」（21.6％）、「被災地外で活動するボランタリー団体」（21.1％）との連携がそれ

ぞれ約２割ある。 
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（６）今後の東日本大震災被災地支援 

  今後の被災地支援については、「これまで通り活動する」（13.0％）、「現在は活動してい

ないが今後活動する予定」（6.8％）、「規模を拡充する」（0.2％）を合わせると、２割が今後

も東日本大震災被災地支援を行うとしている。 

 

（７）今後の災害発生時の支援活動 

  今後、災害発生時の救済・復興支援活動については、「活動する」（28.3％）、「活動しない」

（7.7％）、「わからない」（53.6％）となっている。 

  

９．兵庫県のボランタリー活動 

（１）20 年の振り返り 

  ボランタリー活動に対する一般的な認知、理解は高まったかについて、「そう思う」

（49.2％）、「ややそう思う」（25.5％）となっており、７割以上が高まったと評価している。 

  ボランタリー活動が、社会の中で、一定の役割を果たすようになったかについて、「そう

思う」（45.1％）、「ややそう思う」（30.6％）となっており、７割以上が果たすようになった

と評価している。 

  ボランタリー活動を行う団体同士のネットワークが広がったかについて、「そう思う」

（20.2％）、「ややそう思う」（30.6％）となっており、５割以上が広がったと評価している。 

  ボランタリー活動に対する社会制度や支援制度が充実したかについて、「そう思う」

（16.3％）、「ややそう思う」（33.6％）となっており、約５割が充実したと評価している。 

  ボランタリー活動に対する学校教育での取り組みが活発になったかについて、「そう思

う」（14.5％）、「ややそう思う」（31.5％）となっており、５割近くが活発になったと評価し

ている。 

  ボランタリー活動に対する企業の社会貢献活動が活発になったかについて、「そう思う」

（14.0％）、「ややそう思う」（30.5％）となっており、４割以上が活発になったと評価して

いる。 

  ボランタリー活動を通じて「参画と協働」が進んだかについて、「そう思う」（15.7％）、「や

やそう思う」（36.3％）となっており、５割以上が進んだと評価している。 

 

（２）20 年間の行政の政策 

  行政の施策で活動の助けになったり、よい影響を受けたものは、「助成金」が半数を超え

ており（56.8％）、次いで「活動場所の提供」（24.7％）となっている。 

 

（３）ひょうごボランタリープラザの利用 

  ひょうごボランタリープラザは、49.7％が利用しており、その内容は、「活動資金支援」

（40.3％）が多く、次いで「活動場所の提供」（9.0％）、「情報提供・相談」（8.3％）となっ

ている。 

 

（４）ひょうごボランタリープラザへの支援強化要望 

  今後さらに強化してほしいことは、「活動資金支援」（53.4％）が多く、次いで「交流会・

ネットワークづくり支援」（18.4％）、「情報提供・相談」（15.8％）となっている。 
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１０．団体の代表者 

（１）代表者の性別 

 団体の代表者は、約３分の２（66.2％）が女性となっている。 

 

（２）代表者の年齢 

  代表者の６割以上（62.5％）が「65 歳以上」となっており、49 歳以下は１割（7.2％）に  

 満たない。 

 

（３）代表就任期間 

  代表就任期間は「１年未満」（15.5％）、「１年以上、３年未満」（23.1％）、「３年以上、５

年未満」（14.3％）、「５年以上、10 年未満」（22.6％）、「10 年以上」（23.7％）となっている。 

 

（４）代表者の職業 

  代表者の職業は、「家事従事者」（35.5％）と「定年退職者・年金生活者」（31.5％）が多

くなっている。 
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82.5

78.1

73.2

74.5

76.4

87.4

81.3

91.5

93.4

84.5

94.1

16.5

21.5

26.1

25.0

21.8

10.8

16.8

7.7

5.4

14.3

5.2

0.5

0.4

0.7

1.5

0.7

0.8

1.2

0.5

0.8

0.5

1.8

1.0

0.4

0.4

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2642)

（地域別）

神戸 (  688)

阪神南 (  257)

阪神北 (  216)

東播磨 (  165)

北播磨 (  286)

中播磨 (  268)

西播磨 (  284)

但馬 (  241)

丹波 (    84)

淡路 (  153)

任意団体 特定非営利活動法人 その他の法人 無回答

Ⅳ．調査の結果 
 

 今回調査の分析に関しては、平成 21 年度の調査結果との対比を考慮しながら分析を行う。

本文では、平成 21 年度の調査を「前回調査」と表記する。 

    前回調査    発送数 5,000 団体、回収数 2,206 団体、回収率 44.1％ 

    今回調査     発送数 5,000 団体、回収数 2,642 団体、回収率 52.8％ 

 

 

１．団体の概要 

 

（１）法人格 

「任意団体」（82.5％）、「特定非営利活動法人」（16.5％）、「その他の法人」（0.5％）とな

っている。 

地域別にみると、「神戸」、「阪神南」、「阪神北」、「東播磨」では、「特定非営利活動法人」の

割合が２割を超えているが、「西播磨」、「但馬」、「淡路」は割合が低い。 

 

図表 1-1 法人格（単一回答） 

      

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-2 法人格（単一回答／地域別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回調査 前回調査 

（ｎ） 2,642 2,206 

任意団体 82.5 88.3 

特定非営利活動法人 16.5 11.2 

その他の法人 0.5 0.5 

無回答 0.5 0.1 
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14.8

17.5

1.8

14.3

0.0

7.5

8.7

1.1

14.3

0.0

13.2

15.2

4.1

7.1

18.7

18.3

20.9

14.3

0.0

21.2

18.3

36.2

28.6

0.0

16.3

13.0

33.7

7.1

8.3

8.9

2.1

14.3

100.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2642)

（法人格別）

任意団体 (2180)

特定非営利活動法人 (  436)

その他の法人 (    14)

無回答 (     12)

1989年以前 1990年～1994年 1995年～1999年 2000年～2004年

2005年～2009年 2010年以降 無回答

（２）発足年 

団体の発足年は、震災（1995 年）以降が７割（69.4％）を占めており、内訳は「1995 年（平

成 7 年）～1999 年（平成 11 年）」（13.2％）、「2000 年（平成 12 年）～2004 年（平成 16 年）」

（18.7％）、「2005 年（平成 17 年）～2009 年（平成 21 年）」（21.2％）、「2010 年（平成 22 年）

以降」（16.3％）となっている。震災以前では、「1989（平成元）年以前」が 14.8％、「1990 年

（平成 2 年）～1994 年（平成 6 年）」はやや少なく 7.5％となっている。 

法人格別にみると、「特定非営利活動法人」は、ＮＰＯ法制定後、2000 年以降に約９割（90.8%）

が発足し、その割合は徐々に高くなっている。 

 

 

図表 1-3 発足年（単一回答／法人格別） 
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72.3

75.7

57.6

64.3

14.0

10.5

32.1

14.3

9.7

10.2

7.3

14.3

4.0

3.7

3.0

7.1

100.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2642)

（法人格別）

任意団体 (2180)

特定非営利活動法人 (  436)

その他の法人 (    14)

無回答 (    12)

貴グループ・団体の活動者が会員 活動者とサービス受ける双方が会員 会員制はとっていない 無回答

（３）会員の有無 

「貴グループ・団体の活動者が会員」（72.3％）、「活動者と、活動の対象やサービスや支援

を受ける方の双方が会員」（14.0％）、「会員制はとっていない」（9.7％）となっている。 

 法人格別にみると、「特定非営利活動法人」では、「貴グループ・団体の活動者が会員」

（57.6％）と「活動者とサービスを受ける双方が会員」（32.1％）を合わせ、会員制をとる割

合が９割近くなっている。 

 

 

 

図表 1-4 会員の有無（単一回答／法人格別） 
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64.2

61.3

80.7

50.0

34.0

37.4

17.2

50.0

1.9

1.3

2.1

100.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2642)

（法人格別）

任意団体 (2180)

特定非営利活動法人 (  436)

その他の法人 (   14)

無回答 ( 12)

会費を集めている 会費は集めていない 無回答

（４）会費の有無 

 「会費を集めている」（64.2％）、「会費は集めていない」（34.0％）となっている。 

法人格別にみると、「特定非営利活動法人」では「会費を集めている」が８割以上（80.7％）

となっている。 

 

 

図表 1-5 会費の有無（単一回答／法人格別） 
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２．団体の活動内容 

 

（１）ボランタリー活動の比重 

2,642 団体のうち、「ボランタリー活動が主目的」（73.8％）、「ボランタリー活動を主目的で

はないが、活動の一環としたボランタリー活動」（21.4％）となっている。以上２つの目的を

合わせると、「ボランタリー活動を目的としたグループ・団体」は 2,515 団体、全体の 95.2％

である。 

 

図表 2-1 ボランタリー活動を目的としたグループ・団体（単一回答） 

 
 回答数 (構成比)% 

全体 2,642 100.0 

ボランタリー活動を主たる目的としたグループ・団体である 1,949 73.8 

ボランタリー活動を主たる目的としてはいないが、活動の一環としてボランタリー活動を 

行っている 
566 21.4 

ボランタリー活動は行っていない 127 4.8 

無回答 - - 

 

 

以下の分析は、「ボランタリー活動を目的とした 2,515 団体」を対象とする。 
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（２）ボランタリー活動の分野 

「福祉の増進」（70.0％）が最も多く、次いで「子どもの健全育成」（26.4％）、「まちづくり

の推進」（24.6％）、「保健・医療の増進」（24.6％）、「文化、芸術、スポーツの振興」（23.5％）、

「社会教育の推進」（19.0％）などと続いている。 

前回調査でも、「福祉の増進」（70.0％）が最も多かった。 

最も中心となる分野でも、今回、前回とも「福祉の増進」（今回 51.5％、前回 54.1％）が最

も多く、それ以外の活動は１割以下となっている。 

地域別にみると、「神戸」、「阪神南」は他地域に比べ、「文化・スポーツ」、「子ども」の割合

が高いが、「中播磨」、「北播磨」、「淡路」は「まちづくり」の割合が高くなっている。 

 法人格別にみると、「任意団体」は、「福祉・保健・医療」（63.6％）が突出している。「特定

非営利活動法人」では、「福祉・保健・医療」（48.7％）に次いで、「その他」（16.6％）がの割

合が高くなっている。その他の中には、「国際協力」、「職業能力の開発又は雇用機会の拡充」、

「災害救援」等、様々な分野で活動している。 

発足年別にみると、「1989 年以前」及び「1990 年～1994 年」では、｢福祉・保健・医療｣が７

割以上（70.6％、70.8％）となっているが、新しく発足した団体ほど「福祉・保健・医療」の

割合が低くなり、「まちづくり」、「子ども」の割合が高くなっている。 

 

 

図表 2-2 ボランタリー活動の分野（複数回答／単一回答） 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                

 
活動分野 

（複数回答） 

最も中心となる活動 

（単一回答） 

 1番目 2番目 

 今回調査 前回調査 今回調査 前回調査 今回調査 

(n) 2,515 2,142 2,515 2,142 1,662 

福祉の増進 70.0 70.0 51.5 54.1 16.3 

子どもの健全育成 26.4 29.8 8.9 8.8 11.7 

まちづくりの推進 24.6 27.7 4.6 7.6 10.8 

保健・医療の増進 24.6 25.4 9.8 6.5 8.9 

文化、芸術、スポーツの振興 23.5 22.7 7.3 7.6 10.8 

社会教育の推進 19.0 20.4 2.3 2.4 9.6 

環境の保全 12.6 17.5 4.4 5.2 4.1 

地域安全 10.6 14.9 1.6 3.3 3.2 

災害救援 8.2 10.0 0.7 0.5 3.0 

ボランティア・NPO への支援 8.1 10.9 0.8 1.6 3.1 

人権の擁護、平和の推進 5.1 4.4 0.3 0.3 1.7 

国際協力 4.1 3.2 1.4 0.7 0.8 

観光振興 4.0 （前回不問） 0.6 （前回不問） 1.8 

男女共同参画社会の形成の促進 3.3 4.2 0.2 0.5 0.5 

農山漁村又は中山間地域の振興 2.7 （前回不問） 0.3 （前回不問） 0.6 

消費者の保護 2.7 3.0 0.2 0.1 0.8 

職業能力の開発又は雇用機会の拡充 2.3 1.7 0.3 0.2 0.7 

情報化社会の発展 2.1 2.0 0.5 0.4 0.7 

経済活動の活性化 1.4 1.3 0.1 0.2 0.3 

科学技術の振興 0.8 0.3 0.2 0.1 0.4 

その他 1.6 - 0.6 - 0.8 

無回答 1.4 - 3.5 - 9.3 
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なお、活動分野別の分析については、最も中心となる活動分野を以下のように統合する。 

① 保健・医療の増進＋福祉の増進・・「福祉・保健・医療」とする 

② 社会教育の推進・・「社会教育」とする 

③ まちづくりの推進・・「まちづくり」とする 

④ 文化、芸術、スポーツの推進・・「文化・スポーツ」とする 

⑤ 環境の保全・・「環境保全」とする 

⑥ 子どもの健全育成・・「子ども」とする 

⑦ ボランティア・ＮＰＯへの支援・・「ボランティア支援」とする 

⑧ それ以外を全て・・「その他」とする 

 

 

 

 

 

統合した分類の団体数と構成比は以下の通りである。 

 

 

図表 2-3 統合した活動分類（単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
回答数 

構成比 

（％） 

(n) 2,515  

福祉・保健・医療 1,541 61.3 

社会教育 59 2.3 

まちづくり 116 4.6 

文化・スポーツ 184 7.3 

環境保全 110 4.4 

子ども 223 8.9 

ボランティア支援 19 0.8 

その他 176 7.0 

無回答 87 3.5 
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図表 2-4 統合した活動分類（単一回答／地域別） 

 

 

 

 

図表 2-5 統合した活動分類（単一回答／法人格別） 

 

 

 

 

図表 2-6 統合した活動分類（単一回答／発足年別） 

 

 

 

 

 

 
(ｎ) 

福祉・保

健・医療 
社会教育 

まちづく

り 

文化・ス

ポーツ 

環境保

全 
子ども 

ボランテ

ィア支援 
その他 無回答 

【全体】 2515 61.3 2.3 4.6 7.3 4.4 8.9 0.8 7.0 3.5 

神戸 663 55.8 2.6 2.3 10.6 4.1 10.6 1.4 10.1 2.7 

阪神南 248 54.8 2.4 2.4 10.1 7.3 12.5 0.4 6.9 3.2 

阪神北 209 67.0 1.0 2.4 5.3 3.3 9.6 1.0 8.1 2.4 

東播磨 156 71.2 5.1 3.8 3.8 1.9 8.3 1.3 2.6 1.9 

北播磨 277 58.8 2.2 7.2 8.3 4.7 9.0 1.1 5.4 3.2 

中播磨 244 54.1 3.3 8.6 4.5 6.6 8.2 0.4 9.0 5.3 

西播磨 264 67.4 2.7 5.3 5.3 3.0 7.2 0.4 4.5 4.2 

但馬 223 70.9 1.8 3.6 4.0 3.1 6.3 - 4.9 5.4 

丹波 83 68.7 1.2 2.4 3.6 6.0 8.4 - 4.8 4.8 

淡路 148 64.9 - 12.8 8.1 4.1 2.7 - 4.7 2.7 

 
(ｎ) 

福祉・保

健・医療 
社会教育 

まちづく

り 

文化・ス

ポーツ 

環境保

全 
子ども 

ボランテ

ィア支援 
その他 無回答 

【全体】 2515 61.3 2.3 4.6 7.3 4.4 8.9 0.8 7.0 3.5 

任意団体 2118 63.6 2.4 4.2 7.4 3.8 8.9 0.6 5.3 3.8 

特定非営利活動法人 374 48.7 2.1 6.7 7.0 7.5 8.0 1.6 16.6 1.9 

その他の法人 14 71.4 - 7.1 - - 14.3 - 7.1 - 

無回答 9 33.3 11.1 - 11.1 22.2 22.2 - - - 

 
(ｎ) 

福祉・保

健・医療 
社会教育 

まちづく

り 

文化・ス

ポーツ 

環境保

全 
子ども 

ボランテ

ィア支援 
その他 無回答 

【全体】 2515 61.3 2.3 4.6 7.3 4.4 8.9 0.8 7.0 3.5 

1989年以前 385 70.6 2.6 1.8 5.7 2.6 6.8 0.5 6.2 3.1 

1990年～1994年 192 70.8 3.6 3.6 5.7 2.1 7.3 1.0 2.6 3.1 

1995年～1999年 343 67.6 2.0 4.1 8.2 2.6 5.5 0.3 6.7 2.9 

2000年～2004年 476 59.0 2.7 5.5 7.1 5.7 9.7 1.1 5.5 3.8 

2005年～2009年 525 54.1 2.1 5.0 7.8 7.0 12.0 1.1 8.4 2.5 

2010年以降 404 51.7 1.5 7.2 8.7 4.7 10.9 0.7 11.9 2.7 

無回答 190 66.8 2.6 3.7 6.8 2.1 5.8 - 3.2 8.9 
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（３）活動方法 

 

  

 

活動方法としては、「サービスを提供したり、人材を派遣する」（47.6％）、「親睦・交流など

の場を提供する」（47.6％）が約５割と多く、次いで「情報提供や、相談・アドバイスに応じ

る」（26.2％）、「イベントやシンポジウム等を企画・開催する」（24.7％）、などと続いている。 

 前回調査と比較すると、「サービスを提供したり、人材を派遣する」が前回より約８ポイン

ト減っている。 

 法人格別にみると、「任意団体」は、「親睦・交流などの場を提供する」（48.6％）、「サービ

スを提供したり、人材を派遣する」（47.3％）が多く、「特定非営利活動法人」は、それらに加

え、「情報提供や相談・アドバイスに応じる」（44.4％）、「イベントやシンポジウム等を企画、

開催する」（42.5％）も同じくらい多い。 

活動分野別にみると、「社会教育」、「まちづくり」、「文化・スポーツ」、「環境保全」、「子

ども」では、比較的「イベントやシンポジウム等を企画・開催する」が多くなっており、

「ボランティア支援」、「その他」では、「情報提供や相談・アドバイスに応じる」も多くな

っている。 

活動者数別にみると、「イベントやシンポジウム等を企画、開催する」は、概ね活動者数

が多くなるほど割合が高くなっている。 

 

 

 

    図表 2-7 活動方法（複数回答） 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回調査 前回調査 

(n) 2,515 2,142 

サービスを提供したり、人材を派遣する 47.6 56.0 

親睦・交流などの場を提供する 47.6 53.6 

情報提供や、相談・アドバイスに応じる 26.2 27.1 

イベントやシンポジウム等を企画・開催する 24.7 28.0 

人材育成や研修等を行う 12.7 13.9 

機関紙・広報誌、本や雑誌などを編集・出版する 6.5 8.9 

物品等の製造・提供(販売)を行う 6.0 5.5 

施設の設置、運営をする 4.5 3.6 

調査研究をする 3.2 3.4 

事務所・会議室等の場を提供する 1.9 2.3 

資格等の認定・推奨・評価を行う 0.9 1.2 

その他 2.8 0.1 

無回答 5.6 3.5 

約半数が「サービスの提供、人材派遣」や「親睦・交流の場を提供」 
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図表 2-8 活動方法（複数回答／法人格別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

サービスを

提 供 し た

り、人材を

派遣する 

親睦・交流

などの場を

提供する 

情 報 提 供

や、相談 ・

アドバイス

に応じる 

イベントや

シンポジウ

ム 等 を 企

画・開催す

る 

人材育成や

研修等を行

う 

機関紙・広

報誌、本や

雑誌などを

編集・出版

する 

【全体】 2515 47.6 47.6 26.2 24.7 12.7 6.5 

任意団体 2118 47.3 48.6 22.9 21.5 10.3 4.4 

特定非営利活動法人 374 48.1 41.2 44.4 42.5 25.9 17.9 

その他の法人 14 71.4 57.1 42.9 28.6 21.4 7.1 

無回答 9 66.7 66.7 22.2 11.1 11.1 11.1 

 

(ｎ) 

物 品 等 の

製造・提供

(販売 )を行

う 

施 設 の 設

置、運営を

する 

調査研究を

する 

事務所・会

議室等の場

を提供する 

資 格 等 の 

認定・推奨・

評価を行う 

その他 無回答 

【全体】 2515 6.0 4.5 3.2 1.9 0.9 2.8 6.5 

任意団体 2118 4.4 1.6 1.8 0.9 0.6 2.7 7.3 

特定非営利活動法人 374 15.2 20.6 11.0 8.0 2.9 3.5 2.7 

その他の法人 14 - 7.1 7.1 - - - - 

無回答 9 - 33.3 - - - - - 
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図表 2-9 活動方法（複数回答／活動分野別） 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

サービスを

提 供 し た

り、人材を

派遣する 

親睦・交流

などの場を

提供する 

情 報 提 供

や、相談 ・

アドバイス

に応じる 

イベントや

シンポジウ

ム 等 を 企

画・開催す

る 

人材育成や

研修等を行

う 

機関紙・広

報誌、本や

雑誌などを

編集・出版

する 

【全体】 2515 47.6 47.6 26.2 24.7 12.7 6.5 

福祉・保健・医療                 1541 53.0  51.5  27.7  18.1  11.0  5.4  

社会教育                         59 42.4  40.7  28.8  42.4  28.8  11.9  

まちづくり                       116 37.9  57.8  21.6  39.7  9.5  10.3  

文化・スポーツ                   184 44.0  49.5  8.7  37.5  10.9  4.3  

環境保全                         110 47.3  27.3  22.7  34.5  16.4  10.0  

子ども                           223 43.5  53.4  30.5  40.8  16.6  7.6  

ボランティア支援                 19 68.4  63.2  36.8  36.8  31.6  21.1  

その他                           176 39.2  34.7  42.0  36.9  23.9  11.9  

無回答 87 - - - - - - 

 

(ｎ) 

物 品 等 の

製造・提供

(販売 )を行

う 

施設の設

置、運営を

する 

調査研究を

する 

事務所・会

議室等の場

を提供する 

資 格 等 の 

認 定 ・ 推

奨・評価を

行う 

その他 無回答 

【全体】 2515 6.0 4.5 3.2 1.9 0.9 2.8 6.5 

福祉・保健・医療                 1541 6.0  4.1  0.8  1.2  0.7  1.8  3.0 

社会教育                         59 3.4  5.1  8.5  1.7  1.7  5.1  3.4 

まちづくり                       116 12.1  9.5  11.2  4.3  - 3.4  3.4 

文化・スポーツ                   184 2.2  2.2  2.7  2.7  2.2  1.6  3.3 

環境保全                         110 10.9  5.5  19.1  5.5  1.8  7.3  6.4 

子ども                           223 4.5  8.1  1.3  2.2  - 4.9  1.3 

ボランティア支援                 19 5.3  15.8  10.5  21.1  5.3  5.3  - 

その他                           176 8.5  3.4  10.8  2.8  2.3  6.8  4.5 

無回答 87 - - - - - - 100.0 
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表 2-10 活動方法（複数回答／活動者数別） 

     

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※活動者数の単純集計については 36 ページに掲載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

サービスを

提 供 し た

り、人材を

派遣する 

親睦・交流

などの場を

提供する 

情 報 提 供

や、相談 ・

アドバイス

に応じる 

イベントや

シンポジウ

ム 等 を 企

画・開催す

る 

人材育成や

研修等を行

う 

機関紙・広

報誌、本や

雑誌などを

編集・出版

する 

【全体】 2515 47.6 47.6 26.2 24.7 12.7 6.5 

1-20 人               1771 45.9 47.5 24.6 21.2 9.4 4.2 

21-40 人             389 51.7 47.0 29.0 28.5 19.3 11.1 

41-60 人             138 49.3 54.3 31.9 39.9 23.9 13.8 

61-100 人           84 64.3 51.2 32.1 40.5 29.8 17.9 

101-160 人 31 74.2 38.7 38.7 32.3 22.6 9.7 

161 人以上                     32 40.6 59.4 37.5 62.5 25.0 18.8 

無回答                           70 37.1 34.3 22.9 20.0 8.6 4.3 

 

(ｎ) 

物品等の

製造・提供

(販売)を行

う 

施 設 の 設

置、運営を

する 

調査研究を

する 

事務所・会

議室等の場

を提供する 

資 格 等 の

認 定 ・ 推

奨・評価を

行う 

その他 無回答 

【全体】 2515 6.0 4.5 3.2 1.9 0.9 2.8 6.5 

1-20 人               1771 5.6 3.2 2.3 1.5 0.7 2.5 7.0 

21-40 人             389 6.9 6.9 3.9 2.3 0.8 4.6 3.6 

41-60 人             138 6.5 10.9 8.0 3.6 1.4 2.9 5.1 

61-100 人           84 7.1 10.7 10.7 3.6 3.6 1.2 3.6 

101-160 人 31 6.5 6.5 6.5 6.5 3.2 - 6.5 

161 人以上                     32 9.4 9.4 9.4 3.1 3.1 3.1 - 

無回答                           70 5.7 2.9 1.4 2.9 - 2.9 20.0 
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10.6

13.8

21.1

20.3

24.0

21.7

59.7

47.1

36.2

4.6

7.7

9.4

1.7

2.6

5.5

3.1

4.8

6.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

                 (n)

1年前 (2476)

3年前 (2306)

5年前 (2138)

増えている やや増えている 変わらない やや減っている 減っている 無回答

増（計） 減（計）

30.9 6.3

37.8 10.3

42.8 14.9

（４）活動種類の増減 

 

 

 

活動の種類の増減を１年前、３年前、５年前と比較して聞いたところ、「増えている」と「や

や増えている」を合わせた団体は、１年前と比べて 30.9％、３年前とでは 37.8％、５年前と

では 42.8％となっている。一方、「減っている」と「やや減っている」を合わせた団体は、１

年前とでは 6.3％だが、３年前とでは 10.3％、５年前とでは 14.9％となっている。ともに年数

を経るにつれて多くなっているが、「増えている」と「やや増えている」を合わせた団体の割

合の方が高くなっている。「変わらない」は、１年前とでは 59.7％だが、３年前とでは 47.1％、

５年前とでは 36.2％と年数を経るにつれて少なくなっている。 

以下、「法人格」「発足年」「分野」「活動の中心〔年齢〕」について、５年前の増減で比較す

る。 

法人格別にみると、「増えている」と「やや増えている」の割合は、「特定非営利活動法人」

（56.1％）の方が、「任意団体」（40.7％）よりも高い。 

 発足年別にみると、「増えている」と「やや増えている」の割合が最も高いのは、「2005 年～

2009 年」（53.3％）で、最も低いのは「1995 年～1999 年」（36.2％）となっている。概ね新し

い団体ほど、その割合は高くなっている傾向にある。 

 活動分野別にみると、「増えている」と「やや増えている」の割合が最も高いのは、「子ども」

（51.1％）で、次いで「文化・スポーツ」（49.6％）、「まちづくり」（48.8％）となっており、

最も低いのは「ボランティア支援」（35.2％）となっている。 

 活動の中心〔年齢〕別に見ると、「増えている」と「やや増えている」の割合が高いのは、「35

歳以上 49 歳以下」（54.9％）であり、次いで、「20 歳未満」（50.0％）となっている。 

 

 

図表 2-11 活動種類の増減（単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        
     ※団体数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体（１年前：39 団体、 

        ３年前：209 団体、５年前：377 団体）を非該当として減じた。 

        ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を 

        「減」として記載した。 

 

５年前と比べて、活動の種類が増えている団体は約４割 
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図表 2-12 活動種類の増減（単一回答／法人格別） 

（５年前） 

※全体の数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体数（377 団体）を非該当として減じた。 

※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

  

 

 

図表 2-13 活動種類の増減（単一回答／発足年別） 

（５年前） 

 ※全体の数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体数（377 団体）を非該当として減じた。 
 ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 

図表 2-14 活動種類の増減（単一回答／主な活動分野別） 

（５年前） 

 ※全体の数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体数（377 団体）を非該当として減じた。     
 ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 (n) 増えている 
やや       

増えている 
変わらない 

やや     

減っている 
減っている 無回答 増 減 

【全体】 2138 21.1 21.7 36.2 9.4 5.5 6.0 42.8 14.9 

任意団体 1863 18.9 21.8 38.2 9.9 5.2 6.0 40.7 15.1 

特定非営利活動法人 253 35.2 20.9 23.3 6.7 7.1 6.7 56.1 13.8 

その他の法人 13 30.8 23.1 30.8 - 7.7 7.7 53.9 7.7 

無回答 9 66.7 11.1 - - 22.2 - 77.8 22.2 

 (n) 増えている 
やや       

増えている 
変わらない 

やや     

減っている 
減っている 無回答 増 減 

【全体】 2138 21.1 21.7 36.2 9.4 5.5 6.0 42.8 14.9 

1989年以前 385 15.3 23.6 39.2 10.1 6.0 5.7 38.9 16.1 

1990年～1994年 192 17.2 27.6 39.1 9.4 3.1 3.6 44.8 12.5 

1995年～1999年 343 15.5 20.7 40.8 12.5 7.3 3.2 36.2 19.8 

2000年～2004年 476 24.2 22.3 36.8 8.6 4.4 3.8 46.5 13.0 

2005年～2009年 522 30.3 23.0 29.7 8.4 5.7 2.9 53.3 14.1 

2010年以降 30 - - - - - 100.0 - - 

無回答 190 17.9 11.6 41.1 8.9 6.8 13.7 29.5 15.7 

 (n) 増えている 
やや       

増えている 
変わらない 

やや     

減っている 
減っている 無回答 増 減 

【全体】 2138 21.1 21.7 36.2 9.4 5.5 6.0 42.8 14.9 

福祉・保健・医療                 1342 19.5 20.9 39.9 9.5 5.6 4.6 40.4 15.1 

社会教育                         53 32.1 15.1 30.2 13.2 5.7 3.8 47.2 18.9 

まちづくり                       90 24.4 24.4 35.6 6.7 2.2 6.7 48.8 8.9 

文化・スポーツ                   151 23.8 25.8 29.8 7.9 7.9 4.6 49.6 15.8 

環境保全                         95 22.1 21.1 34.7 8.4 8.4 5.3 43.2 16.8 

子ども                           182 23.1 28.0 29.1 11.5 4.9 3.3 51.1 16.4 

ボランティア支援                 17 17.6 17.6 41.2 11.8 5.9 5.9 35.2 17.7 

その他                           131 30.5 19.8 29.0 9.2 4.6 6.9 50.3 13.8 

無回答 77 11.7 18.2 19.5 7.8 2.6 40.3 29.9 10.4 
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図表 2-15 活動種類の増減（単一回答／活動の中心[年齢]別） 

（５年前）     

 ※全体の数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体数（377 団体）を非該当として減じた。 
 ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (n) 増えている 
やや       

増えている 
変わらない 

やや     

減っている 
減っている 無回答 増 減 

【全体】 2138 21.1 21.7 36.2 9.4 5.5 6.0 42.8 14.9 

２０歳未満 22 13.6 36.4 45.5 - 4.5 - 50.0 4.5 

２０歳以上、３４歳以下 27 11.1 29.6 44.4 3.7 3.7 7.4 40.7 7.4 

３５歳以上、４９歳以下 142 36.6 18.3 26.8 7.7 4.9 5.6 54.9 12.6 

５０歳以上、６４歳以下 632 21.7 25.5 36.2 9.0 3.5 4.1 47.2 12.5 

６５歳以上 1213 19.1 20.3 36.7 10.6 6.3 7.0 39.4 16.9 

無回答 102 24.5 13.7 39.2 4.9 9.8 7.8 38.2 14.7 
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（５）主な活動地域 

 

 

 

 団体の主な活動地域は、発足時には「一つの市町内」（36.1％）が最も多く、現在も「一つ

の市町内」（36.0％）が最も多くなっているが、「複数の市区町内」、「県内全域」及び「県域を

越えた広域」の合計が 22.3％から 30.7％に増加している。 

 地域別にみると、「小学校区内」は「中播磨」（32.8％）、「淡路」（39.2％）で多くなってい

る。「平成 11 年以降市町合併する前の市町内」は「丹波」（27.7％）と「但馬」（26.0％）で、

「一つの市町内（神戸市では区内）」は「阪神北」（44.5％）で多くなっている。 

 法人格別にみると、「複数の市区町内」、「県内全域」及び「県域を越えた広域」の合計が、「任

意団体」は、約３割（25.0％）であるが、「特定非営利活動法人」は、約６割（58.0％）とな

っている。 

 発足年別に見ると、「複数の市区町内」、「県内全域」及び「県域を越えた広域」を合計した

広域で活動している割合は、概ね発足年が新しいほど高く、「2010 年以降」は 35.7％となって

いる。 

活動分野別にみると、「県域を越えた広域」で活動する団体は、「ボランティア支援」（21.1％）、

「社会教育」（13.6％）、「文化・スポーツ」（10.3％）が多い。 

 

 

 

図表 2-16 主な活動地域（単一回答） 

     

 
今回調査 

前回調査 
発足時 現在 

(n) 2,515 2,515 2,142 

小学校区内 23.9 19.8 30.2 

平成 11 年以降市町合併前の市町内 12.4 9.1 10.0 

一つの市町内（神戸市では区内） 36.1 36.0 29.0 

複数の市区町内（郡域など） 15.0 20.3 18.8 

県内全域 3.7 4.5 4.9 

県域を越えた広域（海外を含む） 3.6 5.9 4.1 

無回答 5.3 4.4 3.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約３割が一つの市区町を越えた広域で活動 
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19.8

18.4

17.7

10.5

18.6

13.0

32.8

18.2

25.1

4.8

39.2

9.1

2.4

1.2

1.0

3.8

10.5

9.4

14.4

26.0

27.7

21.6

36.0

35.9

39.9

44.5

42.9

42.6

25.4

40.9

26.9

39.8

18.2

20.3

23.5

22.6

22.0

23.1

24.5

19.3

17.0

11.2

13.3

13.5

4.5

6.5

5.6

5.7

5.8

2.5

4.9

1.9

1.8

3.6

2.7

5.9

9.5

10.5

11.5

2.6

2.2

3.7

1.9

2.2

4.8

1.4

4.4

3.8

2.4

4.8

3.2

4.7

4.5

5.7

6.7

6.0

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（地域別）

神戸 (  663)

阪神南 (  248)

阪神北 (  209)

東播磨 (  156)

北播磨 (  277)

中播磨 (  244)

西播磨 (  264)

但馬 (  223)

丹波 (    83)

淡路 (  148)

小学校区内 平成１１年以降市町合併前の市町内 一つの市町内（神戸市では区内）

複数の市区町内（郡域など） 県内全域 県域を越えた広域（海外を含む）

無回答

19.8

22.1

7.0

28.6

11.1

9.1

10.3

2.4

14.3

11.1

36.0

37.2

31.0

22.2

20.3

18.6

29.1

28.6

44.4

4.5

3.8

8.0

7.1

11.1

5.9

3.2

20.9

14.3

4.4

4.9

1.6

7.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（法人格別）

任意団体 (2118)

特定非営利活動法人 (  374)

その他の法人 (    14)

無回答 (       9)

小学校区内 平成１１年以降市町合併前の市町内

一つの市町内（神戸市では区内） 複数の市区町内（郡域など）

県内全域 県域を越えた広域（海外を含む）

無回答

図表 2-17 現在の主な活動地域（単一回答／地域別） 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-18 現在の主な活動地域（単一回答／法人格別） 
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19.8

16.1

22.4

21.3

20.8

19.0

21.0

19.5

9.1

9.4

14.6

10.2

7.6

6.9

5.9

18.4

36.0

43.6

35.9

36.4

33.8

33.9

35.1

32.6

20.3

15.3

19.8

20.1

19.5

23.2

24.5

15.8

4.5

4.9

2.1

2.6

6.1

5.3

3.5

5.3

5.9

6.2

3.6

4.1

6.7

7.6

7.7

4.4

4.4

1.6

5.2

5.5

4.0

2.2

8.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（発足年別）

1989年以前 (  385)

1990年～1994年 (  192)

1995年～1999年 (  343)

2000年～2004年 (  476)

2005年～2009年 (  525)

2010年以降 (  404)

無回答 (  190)

小学校区内 平成１１年以降市町合併前の市町内 一つの市町内（神戸市では区内）
複数の市区町内（郡域など） 県内全域 県域を越えた広域（海外を含む）
無回答

19.8

21.5

10.2

31.9

7.6

18.2

23.3

14.2

14.9

9.1

11.2

3.4

12.1

4.3

5.5

4.9

5.1

9.2

36.0

38.1

44.1

32.8

29.9

38.2

39.0

52.6

26.7

14.9

20.3

17.5

25.4

14.7

37.0

20.9

26.5

15.8

24.4

13.8

4.5

3.8

3.4

4.3

8.2

9.1

3.1

10.5

7.4

1.1

5.9

4.0

13.6

1.7

10.3

7.3

3.1

21.1

19.9

4.6

4.4

4.0

2.6

2.7

0.9

2.3

41.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（活動分野別）

福祉・保健・医療 (1541)

社会教育 (    59)

まちづくり (  116)

文化・スポーツ (  184)

環境保全 (  110)

子ども (  223)

ボランティア支援 (    19)

その他 (  176)

無回答 (    87)

小学校区内 平成１１年以降市町合併前の市町内 一つの市町内（神戸市では区内）

複数の市区町内（郡域など） 県内全域 県域を越えた広域（海外を含む）

無回答

図表 2-19 現在の主な活動地域（単一回答／発足年別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-20 現在の主な活動地域（単一回答／分野別） 
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３．団体の活動者 

 

（１）活動者数 

 

 

 

活動者数は、「１-20 人」が７割（70.4％）を占める。 

 法人格別にみると、「特定非営利活動法人」は、21 人以上で「任意団体」より割合が高くな

っていることから、活動者数が多いことがわかる。 

発足年別にみると、「2010 年以降」では「１-20 人」（77.2％）が多くなっており、「1989 年

以前」では 56.1％で、活動者の規模は少なくなっている。 

 活動分野別にみると、「１-20 人」が、どの分野でも最も多いが、「まちづくり」、「環境保全」、

「ボランティア支援」では、次いで「21-40 人」が２割以上の割合を占めている。 

活動の中心〔年齢〕別に見ると、「20 歳未満」では、「１-20 人」（44.0％）が最も少なくな

っており、「161 人以上」（4.0％）で最も多くなっている。 

 

 

 

図表 3-1 活動者数（単一回答） 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-2 活動者数（単一回答／法人格別） 

 

 

 

 

 

 

 

 今回調査 前回調査 

（ｎ） 2,515 2,142 

1-20人 70.4 66.0 

21-40人 15.5 19.3 

41-60人 5.5 5.0 

61-100人 3.3 3.8 

101-160人 1.2 1.5 

161人以上 1.3 2.0 

無回答 2.8 2.4 

 (ｎ) １－20 人 21－40 人 41-60 人 61-100 人 101-160 人 161 人以上 無回答 

【全体】 2515 70.4 15.5 5.5 3.3 1.2 1.3 2.8 

任意団体 2118 72.5 15.2 4.7 3.0 0.9 0.9 2.7 

特定非営利活動法人 374 60.4 16.3 9.1 5.6 2.4 3.5 2.7 

その他の法人 14 35.7 21.4 21.4 - 14.3 - 7.1 

無回答 9 44.4 33.3 11.1 - - - 11.1 

20 人以下の団体が７割 

- 36 -



図表 3-3 活動者数（単一回答／発足年別） 

 

 

 

 

図表 3-4 活動者数（単一回答／活動分野別） 

 

 

 

 

図表 3-5 活動者数（単一回答／活動の中心[年齢]別） 

 

 ※活動の中心[年齢]別の単純集計については 43 ページに掲載。 

 

 

 

 

 

 

 (ｎ) １－20 人 21－40 人 41-60 人 61-100 人 101-160 人 161 人以上 無回答 

【全体】 2515 70.4 15.5 5.5 3.3 1.2 1.3 2.8 

1989年以前 385 56.1 23.4 7.8 6.0 1.8 2.9 2.1 

1990年～1994年 192 68.8 16.1 4.2 3.6 2.6 1.6 3.1 

1995年～1999年 343 73.8 16.3 3.5 1.7 0.6 0.6 3.5 

2000年～2004年 476 73.3 11.6 6.3 3.2 1.5 1.7 2.5 

2005年～2009年 525 71.4 14.9 5.5 4.2 1.3 0.8 1.9 

2010年以降 404 77.2 12.6 5.2 2.5 0.5 0.7 1.2 

無回答 190 70.5 14.7 4.2 0.5 0.5 0.5 8.9 

 (ｎ) １－20 人 21－40 人 41-60 人 61-100 人 101-160 人 161 人以上 無回答 

【全体】 2515 70.4 15.5 5.5 3.3 1.2 1.3 2.8 

福祉・保健・医療                 1541 72.3 15.5 4.7 2.7 1.0 0.9 2.9 

社会教育                         59 78.0 5.1 6.8 5.1 1.7 1.7 1.7 

まちづくり                       116 60.3 20.7 6.9 7.8 0.9 1.7 1.7 

文化・スポーツ                   184 79.3 9.8 2.2 2.7 0.5 2.7 2.7 

環境保全                         110 54.5 21.8 13.6 4.5 4.5 0.9 - 

子ども                           223 71.7 15.7 5.4 3.6 0.9 0.9 1.8 

ボランティア支援                 19 57.9 26.3 - 5.3 10.5 - - 

その他                           176 55.1 19.9 10.8 5.1 1.7 4.0 3.4 

無回答 87 77.0 6.9 4.6 2.3 1.1 - 8.0 

 (ｎ) １－20 人 21－40 人 41-60 人 61-100 人 101-160 人 161 人以上 無回答 

【全体】 2515 70.4 15.5 5.5 3.3 1.2 1.3 2.8 

20歳未満 25 44.0 24.0 20.0 8.0 - 4.0 - 

20歳以上、34歳以下 43 60.5 14.0 14.0 4.7 2.3 2.3 2.3 

35歳以上、49歳以下 196 71.9 16.8 5.1 4.1 1.0 0.5 0.5 

50歳以上、64歳以下 769 72.2 15.2 5.1 3.8 1.4 1.2 1.2 

65歳以上 1370 71.7 15.6 5.3 2.8 1.0 1.2 2.3 

無回答 112 50.0 11.6 4.5 3.6 2.7 2.7 25.0 
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6.5

7.3

10.7

15.9

18.8

18.6

55.5

40.0

28.2

15.3

21.7

21.9

4.1

7.8

15.5

2.7

4.3

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

                 (n)

1年前 (2475)

3年前 (2303)

5年前 (2126)

増えている やや増えている 変わらない やや減っている 減っている 無回答

増（計） 減（計）

22.4 19.4

26.1 29.5

29.3 37.4

（２）活動者数の増減 

 

 

 

活動者数の増減を１年前、３年前、５年前と比較して聞いたところ、「増えている」と「や

や増えている」を合わせた団体は１年前と比べて 22.4％、３年前とでは 26.1％、５年前とで

は 29.3％となっている。一方、「減っている」と「やや減っている」を合わせた団体は、１年

前とでは 19.4％だが、３年前とでは 29.5％、５年前とでは 37.4％となっている。ともに年数

を経るにつれて多くなっているが、「減っている」と「やや減っている」を合わせた団体の割

合の方が高くなっている。「変わらない」は１年前とでは 55.5％だが、３年前とでは 40.0％、

５年前とでは 28.2％と年数を経るにつれて少なくなっている。 

以下、「法人格」、「発足年」、「分野」、「活動の中心〔年齢〕」について、５年前の増減で比較

する。 

法人格別にみると、「増えている」と「やや増えている」の割合は、「特定非営利活動法人」

（48.4％）の方が「任意団体」（26.8％）よりも高い。 

 発足年別にみると、「増えている」と「やや増えている」の割合が最も高いのは「2005 年～

2009 年」（40.4％）で、最も低いのは「1995 年～1999 年」（21.9％)となっている。概ね新しい

団体ほどその割合は高くなっている傾向にある。 

 活動分野別にみると、「増えている」と「やや増えている」の割合が最も高いのは「子ども」

（38.7％）で、次いで「環境保全」（37.6％）、「まちづくり」（36.3％）となっており、最も低

いのは「社会教育」（24.5％）となっている。 

 活動の中心〔年齢〕別に見ると、「増えている」と「やや増えている」の割合が最も高いの

は、「20 歳未満」（54.5％）であり、次いで、「35 歳以上 49 歳以下」（48.5％）となっている。

また、「減っている」と「やや減っている」の割合が最も高いのは「65 歳以上」（42.0％）とな

っている。 

 

図表 3-6 活動者数の増減（単一回答） 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

       
 

       

       ※団体数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体（１年前：40 団体、   

         ３年前：212 団体、５年前：389 団体）を非該当として減じた。   

        ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を 

         「減」として記載した。 

５年前と比べて、活動者数が増えている団体は約３割、減っている団体は約４割 
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図表 3-7 活動者数の増減（単一回答／法人格別） 

（５年前） 

※全体の数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体数（389 団体）を非該当として減じた。 

  ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 

図表 3-8 活動者数の増減（単一回答／発足年別） 

（５年前） 

  ※全体の数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体数（389 団体）を非該当として減じた。 
   ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 

図表 3-9 活動者数の増減（単一回答／主な活動分野別） 

（５年前） 

  ※全体の数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体数（389 団体）を非該当として減じた。 

   ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 (n) 増えている 
やや       

増えている 
変わらない 

やや     

減っている 
減っている 無回答 増 減 

【全体】 2126 10.7 18.6 28.2 21.9 15.5 5.0 29.3 37.4 

任意団体 1856 9.2 17.6 29.0 23.3 15.8 5.1 26.8 39.1 

特定非営利活動法人 248 21.4 27.0 22.6 12.1 12.9 4.0 48.4 25.0 

その他の法人 13 15.4 15.4 23.1 15.4 23.1 7.7 30.8 38.5 

無回答 9 22.2 - 33.3 22.2 11.1 11.1 22.2 33.3 

 (n) 増えている 
やや       

増えている 
変わらない 

やや     

減っている 
減っている 無回答 増 減 

【全体】 2126 10.7 18.6 28.2 21.9 15.5 5.0 29.3 37.4 

1989年以前 385 8.8 14.0 28.3 26.0 17.9 4.9 22.8 43.9 

1990年～1994年 192 8.3 21.4 25.5 21.4 20.8 2.6 29.7 42.2 

1995年～1999年 343 7.6 14.3 28.0 28.0 19.2 2.9 21.9 47.2 

2000年～2004年 476 10.3 22.1 27.7 24.8 12.6 2.5 32.4 37.4 

2005年～2009年 522 17.0 23.4 29.3 14.8 12.3 3.3 40.4 27.1 

2010年以降 18 - - - - - 100.0 - - 

無回答 190 7.4 13.2 32.1 17.9 15.8 13.7 20.6 33.7 

 (n) 増えている 
やや       

増えている 
変わらない 

やや     

減っている 
減っている 無回答 増 減 

【全体】 2126 10.7 18.6 28.2 21.9 15.5 5.0 29.3 37.4 

福祉・保健・医療                 1337 9.2 17.4 28.5 23.9 16.3 4.8 26.6 40.2 

社会教育                         53 13.2 11.3 30.2 28.3 13.2 3.8 24.5 41.5 

まちづくり                       91 13.2 23.1 29.7 15.4 8.8 9.9 36.3 24.2 

文化・スポーツ                   150 13.3 18.7 25.3 20.0 16.7 6.0 32.0 36.7 

環境保全                         93 11.8 25.8 23.7 17.2 18.3 3.2 37.6 35.5 

子ども                           181 12.7 26.0 29.3 15.5 13.8 2.8 38.7 29.3 

ボランティア支援                 17 17.6 11.8 17.6 29.4 17.6 5.9 29.4 47.0 

その他                           128 18.0 20.3 28.1 18.0 10.2 5.5 38.3 28.2 

無回答 76 7.9 13.2 31.6 21.1 17.1 9.2 21.1 38.2 
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図表 3-10 活動者数の増減（単一回答／活動の中心[年齢]別） 

（５年前）     

 ※全体の数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体数（389 団体）を非該当として減じた。 

  ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 ※活動の中心[年齢]別の単純集計については 43 ページに掲載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (n) 増えている 
やや       

増えている 
変わらない 

やや     

減っている 
減っている 無回答 増 減 

【全体】 2126 10.7 18.6 28.2 21.9 15.5 5.0 29.3 37.4 

20歳未満 22 22.7 31.8 27.3 4.5 13.6 - 54.5 18.1 

20歳以上、34歳以下 27 11.1 18.5 25.9 14.8 22.2 7.4 29.6 37.0 

35歳以上、49歳以下 140 22.1 26.4 25.7 13.6 9.3 2.9 48.5 22.9 

50歳以上、64歳以下 628 10.5 20.4 31.2 19.3 15.3 3.3 30.9 34.6 

65歳以上 1208 9.4 16.5 27.7 25.5 16.5 4.5 25.9 42.0 

無回答 101 9.9 19.8 19.8 12.9 11.9 25.7 29.7 24.8 
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7.3

5.5

17.4

7.1

11.1

6.6

4.9

16.6

64.3

70.3

30.2

71.4

33.3

12.7

11.9

17.4

7.1

33.3

8.2

6.5

17.6

14.3

11.1

1.0

1.0

0.8

11.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（法人格別）

任意団体 (2118)

特定非営利活動法人 (  374)

その他の法人 (    14)

無回答 (       9)

ほとんどが男性 やや男性が多い ほとんどが女性

やや女性が多い 男女ほぼ同じくらい 無回答

（３）活動の中心〔性別〕 

 

 

 

 団体の中心が「ほとんどが女性」が６割以上（64.3％）となっている。一方「ほとんどが男

性」（7.3％）、「男女ほぼ同じくらい」（8.2％）は１割に満たない。 

 法人格別にみると、「任意団体」（10.4％）よりも「特定非営利活動法人」（34.0％）の方が、

「男性が中心」の割合が高い。 

 活動分野別にみると、ほとんどの分野は「女性中心」だが、「環境保全」と「まちづくり」

は「男性が中心」となっている団体が多い。 

 活動地域別にみると、「県域を越えた地域」では、「男性が中心」の割合が高くなっている。 

  

 

図表 3-11 活動の中心[性別]（単一回答） 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-12 活動の中心〔性別〕（単一回答／法人格別） 

 

                  

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回調査 前回調査 

（ｎ） 2,515 2,142 

ほとんどが男性 7.3 7.4 

やや男性が多い 6.6 6.3 

ほとんどが女性 64.3 62.7 

やや女性が多い 12.7 13.8 

男女ほぼ同じぐらい 8.2 9.3 

無回答 1.0 0.6 

６割以上の団体が女性中心 
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7.3

3.8

3.4

15.5

6.0

31.8

4.0

15.8

21.0

10.3

6.6

4.2

13.6

12.9

5.4

17.3

5.4

18.8

3.4

64.3

73.4

55.9

44.8

60.9

16.4

74.0

36.8

26.1

59.8

12.7

11.7

16.9

18.1

14.7

10.0

7.6

31.6

16.5

20.7

8.2

5.9

10.2

6.9

10.9

24.5

8.5

15.8

17.0

2.3

1.0

0.9

1.7

2.2

0.4

0.6

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（活動分野別）

福祉・保健・医療 (1541)

社会教育 (    59)

まちづくり (  116)

文化・スポーツ (  184)

環境保全 (  110)

子ども (  223)

ボランティア支援 (    19)

その他 (  176)

無回答 (    87)

ほとんどが男性 やや男性が多い ほとんどが女性

やや女性が多い 男女ほぼ同じくらい 無回答

7.3

5.2

3.0

7.6

9.0

7.1

13.5

6.4

6.6

4.8

3.0

6.4

7.8

5.3

15.5

6.4

64.3

70.5

77.8

67.5

55.5

50.4

39.9

68.2

12.7

13.4

10.0

9.7

15.5

17.7

18.9

13.6

8.2

5.0

4.8

7.5

11.8

18.6

12.2

2.7

1.0

1.0

1.3

1.2

0.4

0.9

2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（活動地域別）

小学校区 ( 499)

平成11年以降市町

合併前の市町内 ( 230)

一つの市町内 ( 905)

複数の市区町内 ( 510)

県内全域 (  113)

県域を越えた地域 (  148)

無回答 (  110)

ほとんどが男性 やや男性が多い ほとんどが女性

やや女性が多い 男女ほぼ同じくらい 無回答

図表 3-13 活動の中心〔性別〕（単一回答／活動分野別） 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

 

  図表 3-14 活動の中心〔性別〕（単一回答／活動地域別） 
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1.0

0.9

1.3

7.1

1.7

0.9

6.1

7.8

4.8

25.1

30.6

29.3

38.5

28.6

11.1

54.5

59.7

25.4

35.7

66.7

4.5

4.4

3.5

28.6

22.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（法人格別）

任意団体 (2118)

特定非営利活動法人 (  374)

その他の法人 (    14)

無回答 (       9)

20歳未満 20歳以上、34歳以下 35歳以上、49歳以下

50歳以上、64歳以下 65歳以上 無回答

（４）活動の中心〔年齢別〕 

 

 

 

 活動の中心となっている年齢層は、「50 歳以上、64 歳以下」（30.6％）、「65 歳以上」（54.5％）

で、両者を合わせると 50 歳以上が８割以上を占めている。 

 法人格別にみると、「任意団体」は約９割（89.0％）が 50 歳以上となっており、それに比べ

て「特定非営利活動法人」は中心となる年齢層は若くなっている。 

 活動分野別にみても、いずれも 50 歳以上が中心となっているが、「子ども」（26.0％）、「文

化・スポーツ」（14.2％）、「社会教育」（13.6％）では、49 歳以下も多く、中心となる年齢層が

若くなっている。 

 

 

図表 3-15 活動の中心[年齢別]（単一回答） 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-16 活動の中心〔年齢別〕（単一回答／法人格別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回調査 前回調査 

（ｎ） 2,515 2,142 

20歳未満 1.0 1.1 

20歳以上、34歳以下 1.7 2.6 

35歳以上、49歳以下 7.8 8.2 

50歳以上、64歳以下 30.6 45.1 

65歳以上 54.5 40.7 

無回答 4.5 2.5 

８割以上が「50 歳以上」中心 
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1.0

0.6

1.1

2.7

3.1

1.1

2.3

1.7

1.2

3.4

3.3

3.6

4.5

7.8

5.9

10.2

7.8

9.8

4.5

19.3

5.3

11.9

2.3

30.6

29.9

35.6

31.0

21.2

27.3

40.4

36.8

38.1

20.7

54.5

58.7

42.4

54.3

57.6

62.7

28.7

52.6

38.6

69.0

4.5

3.6

8.5

6.9

7.1

2.7

4.9

5.3

5.7

5.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（活動分野別）

福祉・保健・医療 (1541)

社会教育 (    59)

まちづくり (  116)

文化・スポーツ (  184)

環境保全 (  110)

子ども (  223)

ボランティア支援 (    19)

その他 (  176)

無回答 (    87)

20歳未満 20歳以上、34歳以下 35歳以上、49歳以下 50歳以上、64歳以下 65歳以上 無回答

図表 3-17 活動の中心〔年齢別〕（単一回答／活動分野別） 
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（５）活動のきっかけ 

 

 

 

 活動のきっかけは「前からいる活動者の紹介」が約 7 割（72.8％）と多く、次いで「行政や

社会福祉協議会(ボランティアセンターなど)からの紹介」（23.7％）、「ほかのグループ、団体

からの紹介」（16.4％）、「貴グループ･団体の出すチラシ、会報などを通じて」（15.4％）、など

と続いている。 

 法人格別にみると、いずれも「前からいる活動者の紹介」が多いが、次いで多いのは、「任

意団体」では、「行政や社会福祉協議会からの紹介」（25.7％）であるのに対して、「特定非営

利活動法人」は、「貴グループ・団体の出すチラシや会報を通じて」（24.1％）となっている。 

 活動分野別にみると、「前からいる活動者の紹介」に次いで多いのが、「福祉・保健・医療」、

「社会教育」では「行政や社会福祉協議会からの紹介」、「まちづくり」、「文化スポーツ」、「環

境保全」では「貴グループ･団体の出すチラシ、会報を通じて」、「子ども」、「ボランティア支

援」では「ほかのグループ、団体からの紹介」が多くなっている。 

 

 

 

図表 3-18 活動のきっかけ（複数回答） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回調査 前回調査 

（ｎ） 2,515 2,142 

前からいる活動者の紹介 72.8 60.7 

行政や社会福祉協議会(ボランティアセンターなど)からの紹介 23.7 22.6 

ほかのグループ、団体からの紹介 16.4 15.5 

貴グループ･団体の出すチラシ、会報などを通じて 15.4 15.6 

シンポジウムやイベントを通じて 12.2 10.7 

市町などの広報誌やマスコミなどでの紹介、案内 9.7 10.1 

ホームページでの案内や情報を通じて 5.8 5.6 

NPO法人などの中間支援組織からの紹介 1.9 1.6 

企業や商店などからの紹介 1.0 0.6 

その他 8.9 26.8 

無回答 1.8 1.2 

活動のきっかけは、約７割が「前からいる活動者の紹介」 
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図表 3-19 活動のきっかけ（複数回答／法人格別） 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

前からいる

活動者の紹

介 

行 政 や 社

会 福 祉 協

議会(ボラン

ティアセンタ

ーなど)から

の紹介 

ほかのグル

ープ、団体

からの紹介 

貴 グ ル ー

プ･団体の

出 す チ ラ

シ、会報な

どを通じて 

シンポジウ

ムやイベン

トを通じて 

【全体】 2515 72.8 23.7 16.4 15.4 12.2 

任意団体 2118 72.3 25.7 16.2 13.9 11.1 

特定非営利活動法人 374 75.1 12.6 17.4 24.1 18.4 

その他の法人 14 78.6 14.3 21.4 14.3 7.1 

無回答 9 77.8 44.4 - 11.1 11.1 

 

(ｎ) 

市町などの

広報誌やマ

スコミなどで

の紹介、案

内 

ホームペー

ジでの案内

や情報を通

じて 

NPO法人な

どの中間支

援組織から

の紹介 

企業や商店

などからの

紹介 

その他 無回答 

【全体】 2515 9.7 5.8 1.9 1.0 8.9 1.8 

任意団体 2118 10.2 3.5 1.3 0.6 8.9 1.6 

特定非営利活動法人 374 6.4 18.4 5.6 3.7 8.8 2.7 

その他の法人 14 14.3 - - - 7.1 7.1 

無回答 9 11.1 11.1 - - 11.1 11.1 
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図表 3-20 活動のきっかけ（複数回答／活動分野別） 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

前からいる

活動者の紹

介 

行政や社会

福祉協議会

(ボランティ

アセンター

など)からの

紹介 

ほかのグル

ープ、団体

からの紹介 

貴 グ ル ー

プ･団体の

出 す チ ラ

シ、会報な

どを通じて 

シンポジウ

ムやイベン

トを通じて 

【全体】 2515 72.8 23.7 16.4 15.4 12.2 

福祉・保健・医療                 1541 73.5  27.8  15.8  12.1  9.0  

社会教育                         59 74.6  25.4  20.3  15.3  22.0  

まちづくり                       116 74.1  13.8  16.4  24.1  16.4  

文化・スポーツ                   184 75.0  15.2  14.1  16.3  16.3  

環境保全                         110 75.5  9.1  14.5  35.5  20.9  

子ども                           223 71.7  18.8  21.1  17.5  19.3  

ボランティア支援                 19 57.9  42.1  31.6  21.1  21.1  

その他                           176 68.2  15.9  17.0  22.7  14.8  

無回答 87 64.4  24.1  13.8  13.8  10.3  

 

(ｎ) 

市町などの

広報誌やマ

スコミなどで

の紹介、案

内 

ホームペー

ジでの案内

や情報を通

じて 

NPO法人な

どの中間支

援組織から

の紹介 

企業や商店

などからの

紹介 

その他 無回答 

【全体】 2515 9.7 5.8 1.9 1.0 8.9 1.8 

福祉・保健・医療                 1541 10.0  3.5  1.7  0.6  8.7  1.5 

社会教育                         59 16.9  10.2  8.5  - 11.9  1.7 

まちづくり                       116 6.0  4.3  2.6  1.7  10.3  1.7 

文化・スポーツ                   184 10.9  8.7  1.1  1.1  4.3  3.8 

環境保全                         110 10.0  21.8  2.7  0.9  7.3  0.9 

子ども                           223 5.4  3.1  0.4  0.4  9.4  0.9 

ボランティア支援                 19 26.3  15.8  10.5  - 10.5  - 

その他                           176 13.1  14.8  2.3  4.5  11.9  2.8 

無回答 87 2.3  4.6  3.4  2.3  11.5  5.7 
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5.6

4.7

11.0

7.1

10.2

9.5

13.9

14.3

11.1

34.8

38.9

12.6

21.4

22.2

13.8

14.7

8.6

14.3

22.2

33.7

30.7

50.5

42.9

33.3

1.8

1.5

3.5

11.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（法人格別）

任意団体 (2118)

特定非営利活動法人 (  374)

その他の法人 (    14)

無回答 (       9)

５回程度以下 ６回以上、11回以下 12回以上、23回以下

24回以上、36回以下 37回以上 無回答

４．団体の活動状況 

 

（１）１年間の活動回数 

 

 

 

 １年間の活動回数は、「12 回以上、23 回以下」（34.8％）が最も多く、次いで「37 回以上」

（33.7％）となっている。 

 法人格別にみると、「特定非営利活動法人」は、「37 回以上」（50.5％）が最も多いが、「任意

団体」は、「12 回以上、23 回以下」（38.9％）が最も多く、次いで「37 回以上」となっている。 

 発足年別にみると、「37 回以上」では、「1989 年以前」に発足した団体（46.2％）が最も多

く、「2010 年以降」（27.2％）が最も少なくなっており、新しい団体ほど活動回数が減少してい

る。 

 活動分野別にみると、「37 回以上」では、「子ども」（38.6％）、「ボランティア支援」（36.8％）

が多くなっている。 

  

 

 

 

図表 4-1 １年間の活動回数（単一回答／法人格別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動頻度は年「12 回以上、23 回以下」と「37 回以上」がそれぞれ約３割 
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5.6

5.6

3.4

6.0

6.5

4.5

2.7

10.5

6.8

11.5

10.2

9.0

10.2

15.5

14.1

15.5

5.8

14.8

13.8

34.8

35.5

42.4

39.7

34.8

35.5

35.4

42.1

23.3

31.0

13.8

13.4

10.2

12.1

17.4

16.4

17.0

10.5

11.4

12.6

33.7

34.8

33.9

25.0

23.4

28.2

38.6

36.8

42.0

25.3

1.8

1.8

1.7

3.8

0.4

1.7

5.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（活動分野別）

福祉・保健・医療 (1541)

社会教育 (    59)

まちづくり (  116)

文化・スポーツ (  184)

環境保全 (  110)

子ども (  223)

ボランティア支援 (    19)

その他 (  176)

無回答 (    87)

５回程度以下 ６回以上、11回以下 12回以上、23回以下 24回以上、36回以下 37回以上 無回答

5.6

3.1

4.7

2.9

4.8

5.7

8.7

12.1

10.2

6.0

8.3

9.0

8.2

9.7

15.6

17.9

34.8

28.3

36.5

37.3

37.2

36.8

34.4

31.6

13.8

15.1

17.7

13.4

14.3

13.7

11.4

12.1

33.7

46.2

31.8

35.0

33.6

33.0

27.2

24.2

1.8

1.3

1.0

2.3

1.9

1.1

2.7

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（発足年別）

1989年以前 (385)

1990年～1994年 (192)

1995年～1999年 (343)

2000年～2004年 (476)

2005年～2009年 (525)

2010年以降 (404)

無回答 (190)

５回程度以下 ６回以上、11回以下 12回以上、23回以下 24回以上、36回以下 37回以上 無回答

図表 4-2 １年間の活動回数（単一回答／発足年別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-3 １年間の活動回数（単一回答／活動分野別） 
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（２）１回あたりの活動者数 

 

 

 

 １回あたりの活動者数は「４人以下」（22.4％）、「５人以上、９人以下」（40.6％）、「10 人以

上、19 人以下」（25.6％）となっており、９人以下が約６割、19 人以下が約９割となっている。 

 法人格別では、いずれも「５人以上、９人以下」が最も多いが、次いで多いのが、「特定非

営利活動法人」では、「４人以下」、任意団体では、「10 人以上、19 人以下」となっている。 

 活動分野別にみると、「環境保全」では、「10 人以上、19 人以下」（36.4％）が最も多く、他

の分野は、「５人以上、９人以下」が最も多くなっている。また、「子ども」は「４人以下」が

約３割（30.5％）となっている。 

 

 

 

図表 4-4 １回あたりの活動者数（単一回答／法人格別） 

 

 
(ｎ) ４人以下 

５人以上、 

９人以下 

10 人以上、

19 人以下 

20 人以上、

49 人以下 

50 人以上、

99 人以下 
100 人以上 無回答 

【全体】 2515 22.4 40.6 25.6 8.1 1.1 0.2 2.0 

任意団体 2118 21.4 42.0 26.6 7.6 0.9 0.1 1.3 

特定非営利活動法人 374 27.8 33.7 19.8 10.7 1.9 0.3 5.9 

その他の法人 14 28.6 28.6 28.6 14.3 - - - 

無回答 9 33.3 22.2 11.1 22.2 - - 11.1 

 

 

 

図表 4-5 １回あたりの活動者数（単一回答／活動分野別） 

         

 
(ｎ) ４人以下 

５人以上、 

９人以下 

10 人以上、

19 人以下 

20 人以上、

49 人以下 

50 人以上、

99 人以下 
100 人以上 無回答 

【全体】 2515 22.4 40.6 25.6 8.1 1.1 0.2 2.0 

福祉・保健・医療                 1541 22.6  41.0  25.6  7.9  0.8  0.1  2.0  

社会教育                         59 20.3  40.7  25.4  10.2  1.7  - 1.7  

まちづくり                       116 13.8  38.8  31.0  12.1  2.6  - 1.7  

文化・スポーツ                   184 19.0  50.5  22.8  3.8  0.5  0.5  2.7  

環境保全                         110 16.4  33.6  36.4  10.9  1.8  - 0.9  

子ども                           223 30.5  39.9  18.8  8.5  1.8  - 0.4  

ボランティア支援                 19 21.1  36.8  26.3  5.3  5.3  - 5.3  

その他                           176 25.6  33.0  27.8  9.1  1.7  - 2.8  

無回答 87 20.7  42.5  21.8  9.2  - 1.1  4.6  

１回の活動者数９人以下が約６割 
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（３）利用者数 

 

 

 

 団体が直接対象とする利用者数は、「１-20 人」（28.9％）が最も多く、次いで「21-40 人」

（19.6％）で、「０人」（8.3％）を含めると、40 人以下の団体が半数以上を占めている。一方、

利用者が多い団体（「161 人以上」）は１割（12.3％）を超えている。 

 法人格別にみると、「161 人以上」の利用者については、「特定非営利活動法人」が 14.2％で

あるのに対し、「任意団体」は、11.8％になっている。 

 発足年別にみると、大差はなく、「１-20 人」の割合が最も高くなっている。 

活動分野別にみると、「161 人以上」では、「子ども」が３割（30.0％）を占めているが、そ

れ以外の分野では、概ね「１-20 人」の割合が高くなっている。 

活動の中心〔年齢〕別に見ると、「20 歳未満」では、「０人」（20.0％）が最も多くなってい

るが、それ以外の年齢層では、「１-20 人」の割合が最も高くなっている。 

 

  

 

図表 4-6 利用者数（単一回答／法人格別） 

 

 

 

 

図表 4-7 利用者数（単一回答／発足年別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｎ) ０人 １-20 人 21-40 人 41-60 人 61-100人 101-160 人 161 人以上 無回答 

【全体】 2515 8.3 28.9 19.6 9.5 8.6 2.5 12.3 10.4 

任意団体 2118 8.1 28.4 20.6 10.0 8.3 2.4 11.8 10.3 

特定非営利活動法人 374 9.4 33.2 13.9 7.0 9.9 2.7 14.2 9.9 

その他の法人 14 14.3 - 7.1 -. 21.4 7.1 35.7 14.3 

無回答 9 - 11.1 22.2 11.1 11.1 - 11.1 33.3 

 (ｎ) ０人 １-20 人 21-40 人 41-60 人 61-100 人 101-160 人 161 人以上 無回答 

【全体】 2515 8.3 28.9 19.6 9.5 8.6 2.5 12.3 10.4 

1989年以前 385 7.8 23.4 19.0 12.2 9.6 2.9 14.5 10.6 

1990年～1994年 192 7.8 29.2 22.4 11.5 6.8 2.1 11.5 8.9 

1995年～1999年 343 8.2 24.2 23.6 11.1 9.3 2.6 9.3 11.7 

2000年～2004年 476 8.6 30.7 19.5 7.4 8.4 1.9 13.7 9.9 

2005年～2009年 525 7.4 30.5 17.1 9.1 10.1 2.3 15.0 8.4 

2010年以降 404 8.2 34.4 20.8 7.7 5.9 2.2 11.6 9.2 

無回答 190 12.1 27.9 14.7 9.5 8.9 4.2 4.2 18.4 

利用者数は、半数以上が 40 人以下 
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図表 4-8 利用者数（単一回答／活動分野別） 

 

 

 

 

 

図表 4-9 利用者数（単一回答／活動の中心[年齢]別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｎ) ０人 １-20 人 21-40 人 41-60 人 61-100 人 101-160 人 161 人以上 無回答 

【全体】 2515 8.3 28.9 19.6 9.5 8.6 2.5 12.3 10.4 

福祉・保健・医療                 1541 4.9  32.2  22.9  10.9  10.1  2.6  7.9  8.5  

社会教育                         59 11.9  25.4  11.9  8.5  6.8  5.1  20.3  10.2  

まちづくり                       116 29.3  15.5  14.7  7.8  6.0  0.9  13.8  12.1  

文化・スポーツ                   184 9.8  21.2  14.1  6.0  4.9  3.8  19.0  21.2  

環境保全                         110 26.4  29.1  7.3  3.6  6.4  2.7  15.5  9.1  

子ども                           223 4.5  20.2  21.1  6.3  9.0  2.2  30.0  6.7  

ボランティア支援                 19 10.5  21.1  10.5  10.5  5.3  - 21.1  21.1  

その他                           176 17.6  27.8  10.2  7.4  5.1  1.7  18.8  11.4  

無回答 87 2.3  33.3  16.1  14.9  4.6  - 3.4  25.3  

 (ｎ) ０人 １-20 人 21-40 人 41-60 人 61-100 人 101-160 人 161 人以上 無回答 

【全体】 2515 8.3 28.9 19.6 9.5 8.6 2.5 12.3 10.4 

20歳未満 25 20.0 8.0 16.0 16.0 12.0 4.0 12.0 12.0 

20歳以上、34歳以下 43 7.0 41.9 16.3 7.0 14.0 - 7.0 7.0 

35歳以上、49歳以下 196 9.7 32.7 18.9 7.7 8.7 2.0 16.3 4.1 

50歳以上、64歳以下 769 7.7 32.8 16.6 9.5 7.5 3.3 12.0 10.7 

65歳以上 1370 8.4 27.3 22.2 9.5 8.9 2.3 11.8 9.6 

無回答 112 7.1 15.2 10.7 12.5 8.9 - 15.2 30.4 

- 52 -



9.7

10.7

15.6

19.8

21.1

18.5

47.6

37.3

28.5

10.1

14.9

16.4

3.2

4.5

8.5

9.6

11.4

12.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

                 (n)

1年前 (2478)

3年前 (2308)

5年前 (2138)

増えている やや増えている 変わらない やや減っている 減っている 無回答

増（計） 減（計）

29.5 13.3

31.8 19.4

34.1 24.9

（４）利用者数の増減 

 

 

 

 利用者数の増減を１年前、３年前、５年前と比較して聞いたところ、「増えている」と「や

や増えている」を合わせた団体は１年前と比べて 29.5％、３年前とでは 31.8％、５年前とで

は 34.1％となっている。一方、「減っている」と「やや減っている」を合わせた団体は、１年

前とでは 13.3％だが、３年前とでは 19.4％、５年前とでは 24.9％となっている。「変わらない」

は、１年前とでは 47.6％だが、３年前とでは 37.3％、５年前とでは 28.5％と年数が経つにつ

れて少なくなっている。 

以下、「法人格」、「発足年」、「分野」、「活動の中心〔年齢〕」について、５年前の増減で比較

する。 

法人格別にみると、「増えている」と「やや増えている」の割合は、「特定非営利活動法人」

（46.6％）の方が「任意団体」（32.4％）よりも高い。 

 発足年別にみると、「増えている」と「やや増えている」の割合が最も高いのは「2005 年～

2009 年」（45.2％）で、最も低いのは「1989 年以前」（28.3％）となっている。概ね新しい団

体ほど、その割合は高くなっている傾向にある。 

 活動分野別にみると、「増えている」と「やや増えている」の割合が高いのは、「子ども」

（39.8％）で、次いで「文化・スポーツ」（36.6％）、「福祉・保健・医療」（34.6％）となって

おり、最も低いのは「ボランティア支援」（23.5％）となっている。 

活動の中心〔年齢〕別に見ると、「増えている」と「やや増えている」の割合が高いのは、「35

歳以上 49 歳以下」（44.8％）、次いで「20 歳以上 34 歳以下」（37.0％）となっている。また、

「減っている」と「やや減っている」の割合が最も高いのは「65 歳以上」（27.3％）となって

いる。 

 

 

 図表 4-10 利用者数の増減（単一回答） 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       ※団体数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体（１年前：37 団体、 

        ３年前：207 団体、５年前：377 団体）を非該当として減じた。   

       ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を 

        「減」として記載した。 

 

５年前と比べて、利用者数が増えている団体は約３割 
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図表 4-11 利用者数の増減（単一回答／法人格別） 

（５年前） 

※全体の数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体数（377 団体）を非該当として減じた。 
    ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 

図表 4-12 利用者数の増減（単一回答／発足年別） 

（５年前） 

 ※全体の数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体数（377 団体）を非該当として減じた。 
   ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 

    図表 4-13 利用者数の増減（単一回答／主な活動分野別） 

（５年前） 

 ※全体の数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体数（377 団体）を非該当として減じた。 
   ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 (n) 増えている 
やや       

増えている 
変わらない 

やや     

減っている 
減っている 無回答 増 減 

【全体】 2138 15.6 18.5 28.5 16.4 8.5 12.6 34.1 24.9 

任意団体 1863 14.1 18.3 29.3 17.6 8.2 12.6 32.4 25.8 

特定非営利活動法人 253 25.7 20.9 22.9 7.5 10.7 12.3 46.6 18.2 

その他の法人 13 30.8 15.4 23.1 15.4 7.7 7.7 46.2 23.1 

無回答 9 22.2 - 33.3 11.1 - 33.3 22.2 11.1 

 (n) 増えている 
やや       

増えている 
変わらない 

やや     

減っている 
減っている 無回答 増 減 

【全体】 2138 15.6 18.5 28.5 16.4 8.5 12.6 34.1 24.9 

1989年以前 385 10.9 17.4 30.1 19.0 11.2 11.4 28.3 30.2 

1990年～1994年 192 13.5 16.1 32.8 20.8 6.8 9.9 29.6 27.6 

1995年～1999年 343 13.1 16.0 31.8 20.4 11.1 7.6 29.1 31.5 

2000年～2004年 476 16.6 19.1 30.5 16.0 6.9 10.9 35.7 22.9 

2005年～2009年 522 22.6 22.6 24.3 12.5 8.8 9.2 45.2 21.3 

2010年以降 30 - - - - - 100.0 - - 

無回答 190 12.6 17.4 25.8 13.7 4.2 26.3 30.0 17.9 

 (n) 増えている 
やや       

増えている 
変わらない 

やや     

減っている 
減っている 無回答 増 減 

【全体】 2138 15.6 18.5 28.5 16.4 8.5 12.6 34.1 24.9 

福祉・保健・医療                 1342 14.8 19.8 29.1 18.0 8.9 9.4 34.6 26.9 

社会教育                         53 15.1 13.2 34.0 15.1 13.2 9.4 28.3 28.3 

まちづくり                       92 13.0 18.5 20.7 9.8 3.3 34.8 31.5 13.1 

文化・スポーツ                   153 18.3 18.3 24.2 12.4 8.5 18.3 36.6 20.9 

環境保全                         95 14.7 10.5 35.8 6.3 6.3 26.3 25.2 12.6 

子ども                           181 22.7 17.1 27.6 14.9 8.8 8.8 39.8 23.7 

ボランティア支援                 17 5.9 17.6 17.6 17.6 11.8 29.4 23.5 29.4 

その他                           129 19.4 12.4 32.6 14.0 8.5 13.2 31.8 22.5 

無回答 76 7.9 22.4 19.7 25.0 5.3 19.7 30.3 30.3 
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図表 4-14 利用者数の増減（単一回答／活動の中心[年齢]別） 

（５年前）     

 ※全体の数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体数（377 団体）を非該当として減じた。 
 ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 (n) 増えている 
やや       

増えている 
変わらない 

やや     

減っている 
減っている 無回答 増 減 

【全体】 2138 15.6 18.5 28.5 16.4 8.5 12.6 34.1 24.9 

20歳未満 22 18.2 9.1 45.5 9.1 - 18.2 27.3 9.1 

20歳以上、34歳以下 27 22.2 14.8 29.6 7.4 11.1 14.8 37.0 18.5 

35歳以上、49歳以下 143 27.3 17.5 23.8 12.6 9.1 9.8 44.8 21.7 

50歳以上、64歳以下 633 14.4 20.5 30.8 15.2 7.6 11.5 34.9 22.8 

65歳以上 1212 14.5 18.2 27.9 18.2 9.1 12.1 32.7 27.3 

無回答 101 17.8 12.9 23.8 11.9 6.9 26.7 30.7 18.8 
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（５）利用のきっかけ 

 

 

 

 利用するきっかけは、「前からいる利用者や活動者の紹介」(61.3％)が最も多く、次いで「行

政や社会福祉協議会からの紹介」（42.8％）、「ほかのグループ、団体からの紹介」（23.1％）、「貴

グループ･団体の出すチラシ、会報などを通じて」（22.8％）などとなっている。 

 法人格別にみると、いずれも「前からいる利用者や活動者の紹介」が多いが、「任意団体」

では、「行政や社会福祉協議会からの紹介」（44.8％）が多いのに対し、「特定非営利活動法人」

は、「貴グループ・団体が出すチラシや会報を通じて」(39.6％)が多くなっている。 

 活動分野別にみると、いずれの分野も「前からいる活動者の紹介」が最も多いが、次いで多

いのが、「福祉・保健・医療」、「社会教育」、「文化スポーツ」、「子ども」、「ボランティア支援」

では「行政や社会福祉協議会からの紹介」、「まちづくり」、「環境保全」、「その他」では「貴グ

ループ・団体が出すチラシ、会報を通じて」が多くなっている。 

 

 

図表 4-15 利用のきっかけ（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回調査 前回調査 

（ｎ） 2,515 2,142 

前からいる活動者の紹介 61.3 56.2 

行政や社会福祉協議会(ボランティアセンターなど)からの紹介 42.8 38.3 

ほかのグループ、団体からの紹介 23.1 21.0 

貴グループ･団体の出すチラシ、会報などを通じて 22.8 23.3 

市町などの広報誌やマスコミなどでの紹介、案内 13.6 15.6 

シンポジウムやイベントを通じて 11.5 11.6 

ホームページでの案内や情報を通じて 9.3 7.3 

NPO法人などの中間支援組織からの紹介 3.6 3.3 

企業や商店などからの紹介 2.3 1.8 

その他 5.2 17.5 

無回答 7.3 8.0 

利用のきっかけは、約６割が「前からいる利用者や活動者の紹介」 
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図表 4-16 利用のきっかけ（複数回答／法人格別） 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

前からいる

利 用 者 や

活 動 者 の

紹介 

行 政 や 社

会 福 祉 協

議会 (ボラ

ンティアセ

ンターなど)

からの紹介 

ほかのグル

ープ、団体

からの紹介 

貴 グ ル ー

プ･団体の

出 す チ ラ

シ、会報な

どを通じて 

市町などの

広 報 誌 や

マスコミな

ど で の 紹

介、案内 

シンポジウ

ムやイベン

トを通じて 

【全体】 2515 61.3 42.8 23.1 22.8 13.6 11.5 

任意団体 2118 61.2 44.8 22.1 19.8 12.0 9.4 

特定非営利活動法人 374 61.2 31.6 28.9 39.6 21.9 24.1 

その他の法人 14 71.4 35.7 28.6 42.9 21.4 - 

無回答 9 66.7 55.6 22.2 11.1 22.2 - 

 

(ｎ) 

ホームペー

ジでの案内

や情報を通

じて 

NPO 法人

などの中間

支 援 組 織

からの紹介 

企 業 や 商

店などから

の紹介 

その他  無回答 

【全体】 2515 9.3 3.6 2.3 5.2 7.3 

任意団体 2118 5.8 3.2 1.8 5.2 7.3 

特定非営利活動法人 374 29.1 5.9 5.3 5.1 6.7 

その他の法人 14 7.1 7.1 - 7.1 7.1 

無回答 9 22.2 - - - 22.2 
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図表 4-17 利用のきっかけ（複数回答／活動分野別） 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

前からいる

利 用 者 や

活 動 者 の

紹介 

行 政 や 社

会 福 祉 協

議会 (ボラ

ンティアセ

ンターなど)

からの紹介 

ほかのグル

ープ、団体

からの紹介 

貴 グ ル ー

プ･団体の

出 す チ ラ

シ、会報な

どを通じて 

市町などの

広 報 誌 や

マスコミな

ど で の 紹

介、案内 

シンポジウ

ムやイベン

トを通じて 

【全体】 2515 61.3 42.8 23.1 22.8 13.6 11.5 

福祉・保健・医療                 1541 63.5  47.7  22.8  17.4  10.4  7.5  

社会教育                         59 52.5  47.5  28.8  32.2  27.1  23.7  

まちづくり                       116 50.9  13.8  19.0  32.8  15.5  12.9  

文化・スポーツ                   184 62.0  51.6  31.0  20.1  13.6  17.4  

環境保全                         110 52.7  11.8  18.2  41.8  22.7  25.5  

子ども                           223 63.7  39.9  25.1  38.6  24.7  17.9  

ボランティア支援                 19 57.9  47.4  36.8  31.6  26.3  31.6  

その他                           176 54.0  29.5  19.9  32.4  18.8  17.0  

無回答 87 62.1  44.8  18.4  19.5  4.6  9.2  

 

(ｎ) 

ホームペー

ジでの案内

や情報を通

じて 

NPO 法人

などの中間

支 援 組 織

からの紹介 

企 業 や 商

店などから

の紹介 

その他  無回答 

【全体】 2515 9.3 3.6 2.3 5.2 7.3 

福祉・保健・医療                 1541 5.1  3.1  1.5  5.2  4.5  

社会教育                         59 10.2  5.1  1.7  5.1  5.1  

まちづくり                       116 10.3  1.7  2.6  5.2  25.9  

文化・スポーツ                   184 14.1  3.8  4.9  2.2  7.6  

環境保全                         110 22.7  3.6  1.8  0.9  26.4  

子ども                           223 15.7  3.1  0.9  5.4  2.7  

ボランティア支援                 19 21.1  21.1  21.1  10.5  5.3  

その他                           176 24.4  6.3  6.8  10.8  11.9  

無回答 87 5.7  5.7  2.3  4.6  11.5  
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５．団体の財政状況 

 

（１）支出総額 

 

 

 

 平成 25 年度の支出総額は、「10 万円未満」が約半数（49.6％）を占め、「10 万円以上 100 万

円未満」（34.0％）、「100 万円以上」（12.3％）となっており、中でも「2,000 万円以上」は 3.3％

となっている。 

 法人格別にみると、「任意団体」は、「100 万円未満」が９割以上（92.6％）と多いが、「特定

非営利活動法人」では、「100 万円未満」は約３割（33.9％）となっており、「2,000 万円以上」

が２割（21.4％）を占めるなど支出総額が多くなっている。 

 発足年別にみると、いずれも「100 万未満」の割合が最も高いが、「2000 年以降」に発足し

た新しい団体ほど、「100 万円以上」の割合が高くなっている。 

 活動分野別にみると、どの分野も、「10 万円未満」が最も高く、次いで「10 万円以上、100

万円未満」となっているが、「ボランティア支援」では、「10万円以上、100万円未満」（47.4％）、

次いで「10 万円未満」（31.6％）となっており、「2,000 万円以上」（15.8％）も他の分野に比

べると割合は高くなっている。 

 活動の中心〔年齢〕別にみると、「20-34 才」（27.9％）、「35-49 才」（11.7％）が「2,000 万

円以上」の割合が高くなっている。 

 

 

図表 5-1 支出総額（単一回答） 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5-2 支出総額（単一回答／法人格別） 

              

 
(ｎ) １０万円未満 

１０万円以上、

１００万円未満 

１００万円以上、 

５００万円未満 

５００万円以上、

1,000万円未満 

1,000万円以上、

2,000万円未満 
2,000万円以上 無回答 

【全体】 2515 49.6 34.0 5.1 2.2 1.7 3.3 4.0 

任意団体 2118 56.5 36.1 2.6 0.4 0.2 - 4.1 

特定非営利活動法人 374 11.2 22.7 19.0 12.6 10.2 21.4 2.9 

その他の法人 14 28.6 35.7 7.1 - 14.3 - 14.3 

無回答 9 55.6 11.1 11.1 - - 11.1 11.1 

 

 

 今回調査 前回調査 

（ｎ） 2,515 2,142 

10万円未満 49.6 48.5 

10万円以上、100万円未満 34.0 38.2 

100万円以上、500万円未満 5.1 9.3 

500万円以上、1,000万円未満 2.2 （前回不問） 

1,000万円以上、2,000万円未満 1.7 （前回不問） 

2,000万円以上 3.3 （前回不問） 

無回答 4.0 4.0 

支出総額は、約半数が 10 万円未満 
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図表 5-3 支出総額（単一回答／発足年別） 

 

 
(ｎ) １０万円未満 

１０万円以上、

１００万円未満 

１００万円以上、 

５００万円未満 

５００万円以上、

1,000万円未満 

1,000万円以上、

2,000万円未満 
2,000万円以上 無回答 

【全体】 2515 49.6 34.0 5.1 2.2 1.7 3.3 4.0 

1989年以前 385 42.3 46.5 4.9 0.8 0.3 0.8 4.4 

1990年～1994年 192 58.3 32.8 3.6 2.6 0.5 0.5 1.6 

1995年～1999年 343 51.6 38.8 2.9 0.6 0.9 2.6 2.6 

2000年～2004年 476 48.1 34.9 4.0 3.2 2.3 5.3 2.3 

2005年～2009年 525 49.5 29.3 5.9 3.6 3.2 5.7 2.7 

2010年以降 404 47.5 28.2 9.4 3.0 2.7 3.0 6.2 

無回答 190 60.5 24.2 2.6 - - 1.1 11.6 

 

 

 

                     

図表 5-4 支出総額（単一回答／活動分野別） 

 

 
(ｎ) １０万円未満 

１０万円以上、

１００万円未満 

１００万円以上、 

５００万円未満 

５００万円以上、

1,000万円未満 

1,000万円以上、

2,000万円未満 
2,000万円以上 無回答 

【全体】 2515 49.6 34.0 5.1 2.2 1.7 3.3 4.0 

福祉・保健・医療                 1541 52.1 33.6 3.4 1.8 1.7 3.6 3.8 

社会教育                         59 47.5 33.9 8.5 1.7 3.4 1.7 3.4 

まちづくり                       116 41.4 34.5 10.3 5.2 3.4 3.4 1.7 

文化・スポーツ                   184 51.1 32.1 8.2 1.1 1.6 0.5 5.4 

環境保全                         110 42.7 34.5 10.9 4.5 2.7 - 4.5 

子ども                           223 54.3 35.4 3.6 1.3 1.3 2.2 1.8 

ボランティア支援                 19 31.6 47.4 - - 5.3 15.8 - 

その他                           176 32.4 38.1 13.1 6.3 1.1 6.3 2.8 

無回答 87 50.6 28.7 2.3 1.1 - 1.1 16.1 

 

 

 

 

図表 5-5 支出総額（単一回答／活動の中心別） 

           

 

 

 

 

 
(ｎ) １０万円未満 

１０万円以上、

１００万円未満 

１００万円以上、 

５００万円未満 

５００万円以上、

1,000万円未満 

1,000万円以上、

2,000万円未満 
2,000万円以上 無回答 

【全体】 2515 49.6 34.0 5.1 2.2 1.7 3.3 4.0 

20歳未満 25 52.0 28.0 - 4.0 - 4.0 12.0 

20歳以上、34歳以下 43 23.3 23.3 14.0 2.3 4.7 27.9 4.7 

35歳以上、49歳以下 196 29.6 29.1 12.8 6.6 8.7 11.7 1.5 

50歳以上、64歳以下 769 46.9 36.0 5.6 2.7 1.7 3.9 3.1 

65歳以上 1370 54.8 34.2 3.5 1.2 0.7 0.9 4.6 

無回答 112 49.1 31.3 6.3 2.7 1.8 3.6 5.4 
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6.4

7.9

11.5

16.5

17.3

16.9

60.4

52.5

44.2

8.5

10.5

11.5

3.1

4.6

7.7

5.1

7.2

8.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

                 (n)

1年前 (2396)

3年前 (2233)

5年前 (2063)

増えている やや増えている 変わらない やや減っている 減っている 無回答

増（計） 減（計）

22.9 11.6

25.2 15.1

28.4 19.2

（２）支出総額の増減 

 

 

 

 支出総額の増減を１年前、３年前、５年前と比較して聞いたところ、「増えている」と「や

や増えている」を合わせた団体は１年前と比べて 22.9％、３年前とでは 25.2％、５年前とで

は 28.4％と大きな差はみられない。一方、「減っている」と「やや減っている」を合わせた団

体は、１年前とでは 11.6％、３年前とでは 15.1％、５年前とでは 19.2％と、年数が経つにつ

れて増加傾向はみられるものの、大きな差はみられない。「変わらない」は１年前とでは 60.4％

だが、３年前とでは 52.5％、５年前とでは 44.2％と年数が経つにつれて少なくなっている。 

以下、「法人格」、「発足年」、「分野」、「活動の中心〔年齢〕」について、５年前の増減で比較

する。 

法人格別にみると、「増えている」と「やや増えている」の割合は、「特定非営利活動法人」

（52.9％）の方が「任意団体」（25.4％）よりも高い。 

 発足年別にみると、「増えている」と「やや増えている」の割合が最も高いのは「2005 年～

2009 年」（37.6％）で、最も低いのは「1990 年～1994 年」（22.4％）となっている。概ね新し

い団体ほど支出総額が増えている。 

 活動分野別にみると、「増えている」と「やや増えている」の割合が最も高いのは「文化・

スポーツ」（30.6％）で、その他の分野でも 25.3～29.6％となっている。 

活動の中心〔年齢〕別に見ると、「増えている」と「やや増えている」の割合が高いのは、「35

歳以上 49 歳以下」（44.7％）、次いで「20 歳以上 34 歳以下」（44.0％）となっている。 

 

 

図表 5-6 支出総額の増減（単一回答） 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             ※団体数については、対象となる 2,515 団体から、「団体が発足していない」団体（１年前：119 団体、   

       ３年前：282 団体、５年前：452 団体）を非該当として減じた。   

       ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を 

        「減」として記載した。 

 

 

５年前と比べて、支出総額が増えているのは約３割 
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図表 5-7 支出総額の増減（単一回答／法人格別） 

（５年前） 

※全体の数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体数（452 団体）を非該当として減じた。 

※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 

図表 5-8 支出総額の増減（単一回答／発足年別） 

（５年前）      

※全体の数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体数（452 団体）を非該当として減じた。 
※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

     

 

図表 5-9 支出総額の増減（単一回答／主な活動分野別） 

（５年前） 

※全体の数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体数（452 団体）を非該当として減じた。 
※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 (n) 増えている 
やや       

増えている 
変わらない 

やや     

減っている 
減っている 無回答 増 減 

【全体】 2063 11.5 16.9 44.2 11.5 7.7 8.2 28.4 19.2 

任意団体 1817 9.2 16.2 47.3 11.9 7.3 8.2 25.4 19.2 

特定非営利活動法人 225 30.2 22.7 20.9 7.6 11.1 7.6 52.9 18.7 

その他の法人 12 8.3 16.7 25.0 16.7 16.7 16.7 25.0 33.4 

無回答 9 22.2 11.1 33.3 22.2 - 11.1 33.3 22.2 

 (n) 増えている 
やや       

増えている 
変わらない 

やや     

減っている 
減っている 無回答 増 減 

【全体】 2063 11.5 16.9 44.2 11.5 7.7 8.2 28.4 19.2 

1989年以前 385 7.0 17.1 43.9 17.7 7.5 6.8 24.1 25.2 

1990年～1994年 192 6.8 15.6 53.1 13.0 6.8 4.7 22.4 19.8 

1995年～1999年 343 9.3 15.2 45.5 16.9 9.0 4.1 24.5 25.9 

2000年～2004年 476 14.5 20.8 43.7 9.2 7.6 4.2 35.3 16.8 

2005年～2009年 444 18.9 18.7 40.8 7.2 8.6 5.9 37.6 15.8 

2010年以降 33 - - - - - 100.0 - - 

無回答 190 6.8 9.5 50.5 5.3 6.3 21.6 16.3 11.6 

 (n) 増えている 
やや       

増えている 

変わらな

い 

やや     

減っている 
減っている 無回答 増 減 

【全体】 2063 11.5 16.9 44.2 11.5 7.7 8.2 28.4 19.2 

福祉・保健・医療                 1315 11.3 16.7 44.9 12.5 7.1 7.5 28.0 19.6 

社会教育                         51 15.7 13.7 37.3 13.7 5.9 13.7 29.4 19.6 

まちづくり                       88 11.4 18.2 38.6 11.4 10.2 10.2 29.6 21.6 

文化・スポーツ                   147 11.6 19.0 42.2 7.5 10.9 8.8 30.6 18.4 

環境保全                         83 9.6 15.7 47.0 8.4 9.6 9.6 25.3 18.0 

子ども                           167 10.2 19.2 46.7 11.4 7.8 4.8 29.4 19.2 

ボランティア支援                 17 11.8 17.6 35.3 17.6 11.8 5.9 29.4 29.4 

その他                           120 17.5 16.7 43.3 6.7 9.2 6.7 34.2 15.9 

無回答 75 9.3 13.3 41.3 10.7 4.0 21.3 22.6 14.7 

- 62 -



図表 5-10 支出総額の増減（単一回答／活動の中心[年齢]別） 

（５年前）     

※全体の数については、対象となる 2,515 団体から「団体が発足していない」団体数（452 団体）を非該当として減じた。 
※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (n) 増えている 
やや       

増えている 
変わらない 

やや     

減っている 
減っている 無回答 増 減 

【全体】 2063 11.5 16.9 44.2 11.5 7.7 8.2 28.4 19.2 

20歳未満 20 10.0 - 60.0 5.0 15.0 10.0 10.0 20.0 

20歳以上、34歳以下 25 32.0 12.0 24.0 8.0 16.0 8.0 44.0 24.0 

35歳以上、49歳以下 134 24.6 20.1 29.9 8.2 10.4 6.7 44.7 18.6 

50歳以上、64歳以下 609 12.8 16.3 46.8 10.7 7.4 6.1 29.1 18.1 

65歳以上 1177 9.1 17.3 44.9 12.1 7.3 9.2 26.4 19.4 

無回答 98 10.2 15.3 40.8 15.3 7.1 11.2 25.5 22.4 
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（３）収入内訳 

 

 

 

収入のうち、「会費・入会金」がある団体は６割以上（65.8％）となっているが、そのうち

概ね「会費・入会金」で運営している団体（収入に占める割合が８割以上のもの）は、全体の

約１割である。同様に、概ねその収入で運営しているものをみると、「事業収入」（22.3％）、「ひ

ょうごボランタリー基金からの助成金」（2.8％）、「行政、社会福祉協議会からの助成金」

（13.3％）、「民間団体からの助成金」（6.2％）、「寄附金」（3.9％）となっている。 

法人格別にみると、「任意団体」では、「ひょうごボランタリー基金からの助成金」（65.0％）

の割合が最も高く、次いで「会費、入会金収入」（63.5％）、「行政・社会福祉協議会からの助

成金」（56.2％）となっているが、「特定非営利活動法人」は、「会費、入会金収入」（79.7％）

の割合が最も高く、次いで「事業収入」（72.5％）、「寄附金」（49.5％）となっている。 

 

図表 5-11 項目別にみた収入の割合（収入額に占める割合）（複数回答） 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5-12 項目別にみた収入の割合(収入額に占める割合) 

 

図表 5-13 収入がある項目(複数回答／法人格別) 

 
 

(ｎ) 

会費・ 

入会金 

事業収入 

（事業委託

費を含む） 

ひょうごボラン

タリー基金か

らの助成金 

行政、社会福

祉協議会から

の助成金 

民間団体か

らの助成金 

寄附金 その他 

【全体】 2515 65.8 27.8 56.4 52.3 10.9 17.4 19.7 

任意団体 2118 63.5 19.9 65.0 56.2 9.6 11.6 21.0 

特定非営利活動法人 374 79.7 72.5 7.2 30.7 18.2 49.5 12.8 

その他の法人 14 42.9 14.3 57.1 57.1 21.4 14.3 28.6 

無回答 9 88.9 55.6 66.7 33.3 11.1 44.4 - 

 今回調査 前回調査 

（ｎ） 2,515 2,142 

会費・入会金 65.8 68.3 

事業収入（事業委託費を含む） 27.8 26.6 

ひょうごボランタリー基金からの助成金 56.4 64.0 

行政、社会福祉協議会からの助成金 52.3 58.5 

民間団体からの助成金 10.9 13.2 

寄附金 17.4 18.3 

その他 19.7 17.5 

 会費・ 
入会金 

事業収入 

（事業委託

費を含む） 

ひょうごボラ

ンタリー基金

からの助成金 

行政、社会福

祉協議会から

の助成金 

民間団体か

らの助成金 

寄附金 その他 

収入あり 1656 700 1418 1316 275 437 496 

（全体に占める割合） （65.8％） （27.8％） （56.4％） （52.3％） （10.9％） （17.4％） （19.7％） 

収 入 に

占 め る

割合 

（％） 

約１割以下 39.7 26.1 41.7 29.6 40.0 67.0 37.7 

約２～４割 27.3 29.7 46.9 36.5 37.8 22.4 36.9 

約５～７割 20.0 21.9 8.6 20.6 16.0 6.6 18.1 

約８～10割 12.9 22.3 2.8 13.3 6.2 3.9 7.3 

 

 

会費・入会金だけで運営できている団体は約１割 
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14.3

9.1

18.0

14

31.2

39.8

13.6

15.5

11.1

14.3

11.8

7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

      (n)

事業収入 (551)

寄附金 (342)

増えている やや増えている 変わらない やや減っている 減っている 無回答

増（計） 減(計）

32.3 24.7

23.1 29.8

（４）事業収入及び寄附金の増減 

 

 

 

「事業収入（事業委託費を含む）」を５年前と比較して聞いたところ、「増えている」と「や

や増えている」は 32.3％、「減っている」と「やや減っている」は 24.7％である。一方、「寄

附金収入」を５年前と比較した増減では、「増えている」と「やや増えている」は 23.1％、「減

っている」と「やや減っている」は 29.8％で、５年前に比べ事業収入は増えたという割合の方

が高いが、寄附金に関しては減ったという割合の方が高い。 

 法人格別にみると、事業収入は、「増えている」と「やや増えている」の割合は、「特定非営

利活動法人」（50.6％）の方が「任意団体」（23.4％）よりも高く、寄附金収入も、「増えてい

る」と「やや増えている」の割合は、「特定非営利活動法人」（27.3％）の方が「任意団体」

（20.7％）よりも高くなっている。 

 発足年別にみると、事業収入は、「増えている」と「やや増えている」の割合が最も高いの

は「2005 年～2009 年」（45.4％）で、最も低いのは「1989 年以前」（18.9％）、寄附金収入では、

「増えている」と「やや増えている」の割合が最も高いのは「1990 年～1994 年」（26.4％）で、

最も低いのは「1989 年以前」（14.8％）となっている。 

活動分野別にみると、事業収入は、「増えている」と「やや増えている」の割合が最も高い

のは「社会教育」（40.0％）で、最も低いのは「ボランティア支援」（22.2％）で、寄附金収入

では、「増えている」と「やや増えている」の割合が最も高いのは「まちづくり」（57.2％）で、

最も低いのは「環境保全」（13.0％）となっている。 

活動の中心〔年齢別〕に見ると、事業収入は、「増えている」と「やや増えている」の割合

が高いのは、「35 歳以上 49 歳以下」（54.1％）、寄附金収入では、「増えている」と「やや増え

ている」の割合が高いのは、「65 歳以上」（24.0％）となっている。 

 

 

 図表 5-14 事業収入及び寄附金収入の増減（単一回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※全体の数については、事業収入のあった団体数（700 団体）から「団体が発足していない」団体数（149 団体） 

     を、寄附金のあった団体数（437 団体）から「団体が発足していない」団体数（95 団体）を非該当として減じた。 

    ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として 

     記載した。 

事業収入が増えている団体は約４分の１、寄附金が減っている団体は約４分の１ 
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図表 5-15 事業収入の増減（単一回答／法人格別) 

 

 ※全体の数については、事業収入のあった団体数（700 団体）から「団体が発足していない」団体数（149 団体）を非該当として 

  減じた。 

 ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 

図表 5-16 事業収入の増減（単一回答／発足年別) 

 

     ※全体の数については、事業収入のあった団体数（700 団体）から「団体が発足していない」団体数（149 団体）を非該当として 

      減じた。 

    ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｎ) 増えている やや増えている 変わらない やや減っている 減っている 無回答 増 減 

【全体】 551 14.3 18.0 31.2 13.6 11.1 11.8 32.3 24.7 

任意団体 368 7.1 16.3 37.5 16.3 10.1 12.8 23.4 26.4 

特定非営利活動法人 176 29.0 21.6 18.8 8.5 11.9 10.2 50.6 20.4 

その他の法人 2 - - - - 100.0 - - 100.0 

無回答 5 40.0 20.0 20.0 - 20.0 - 60.0 20.0 

 (ｎ) 増えている やや増えている 変わらない やや減っている 減っている 無回答 増 減 

【全体】 551 14.3 18.0 31.2 13.6 11.1 11.8 32.3 24.7 

1989年以前 90 6.7 12.2 36.7 16.7 13.3 14.4 18.9 30.0 

1990年～1994年 36 5.6 16.7 27.8 25.0 13.9 11.1 22.3 38.9 

1995年～1999年 74 8.1 18.9 39.2 18.9 12.2 2.7 27.0 31.1 

2000年～2004年 152 15.1 22.4 34.9 15.8 5.9 5.9 37.5 21.7 

2005年～2009年 152 25.0 20.4 21.7 6.6 15.1 11.2 45.4 21.7 

2010年以降 17 - - - - - 100.0 - - 

無回答 30 13.3 10.0 46.7 10.0 10.0 10.0 23.3 20.0 
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図表 5-17 事業収入の増減（単一回答／活動分野別) 

 

   ※全体の数については、事業収入のあった団体数（700 団体）から「団体が発足していない」団体数（149 団体）を非該当として  

    減じた。 

   ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 

図表 5-18 事業収入の増減（単一回答／活動の中心[年齢]別) 

 

※全体の数については、事業収入のあった団体数（700 団体）から「団体が発足していない」団体数（149 団体）を非該当として  

 減じた。 

※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｎ) 増えている やや増えている 変わらない やや減っている 減っている 無回答 増 減 

【全体】 551 14.3 18.0 31.2 13.6 11.1 11.8 32.3 24.7 

福祉・保健・医療                 323 16.7 18.0 29.1 12.7 11.1 12.4 34.7 23.8 

社会教育                         15 20.0 20.0 33.3 13.3 6.7 6.7 40.0 20.0 

まちづくり                       31 12.9 22.6 25.8 12.9 6.5 19.4 35.5 19.4 

文化・スポーツ                   28 7.1 17.9 32.1 17.9 10.7 14.3 25.0 28.6 

環境保全                         28 3.6 32.1 32.1 3.6 17.9 10.7 35.7 21.5 

子ども                           51 7.8 19.6 35.3 11.8 15.7 9.8 27.4 27.5 

ボランティア支援                 9 11.1 11.1 22.2 33.3 22.2 - 22.2 55.5 

その他                           52 17.3 9.6 42.3 17.3 3.8 9.6 26.9 21.1 

無回答 14 7.1 7.1 35.7 28.6 14.3 7.1 14.2 42.9 

 (ｎ) 増えている やや増えている 変わらない やや減っている 減っている 無回答 増 減 

【全体】 551 14.3 18.0 31.2 13.6 11.1 11.8 32.3 24.7 

20歳未満 3 33.3 - - 33.3 33.3 - 33.3 66.6 

20歳以上、34歳以下 17 29.4 17.6 23.5 5.9 17.6 5.9 47.0 23.5 

35歳以上、49歳以下 72 31.9 22.2 16.7 6.9 9.7 12.5 54.1 16.6 

50歳以上、64歳以下 201 11.4 20.9 31.3 12.4 10.0 13.9 32.3 22.4 

65歳以上 237 10.1 14.3 38.0 15.2 11.4 11.0 24.4 26.6 

無回答 21 14.3 19.0 14.3 33.3 14.3 4.8 33.3 47.6 
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図表 5-19 寄附金の増減（単一回答／法人格別) 

 

   ※全体の数については、寄附金のあった団体数（437 団体）から「団体が発足していない」団体数（95 団体を非該当として 

    減じた。 

   ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。  

 

 

 

図表 5-20 寄附金収入の増減（単一回答／発足年別) 

 

 ※全体の数については、寄附金のあった団体数（437 団体）から「団体が発足していない」団体数（95 団体）を非該当として  

  減じた。 

 ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｎ) 増えている やや増えている 変わらない やや減っている 減っている 無回答 増 減 

【全体】 342 9.1 14.0 39.8 15.5 14.3 7.3 23.1 29.8 

任意団体 208 7.2 13.5 43.3 14.4 15.4 6.3 20.7 29.8 

特定非営利活動法人 128 11.7 15.6 33.6 18.0 11.7 9.4 27.3 29.7 

その他の法人 2 - - 50.0 - 50.0 - - 50.0 

無回答 4 25.0 - 50.0 - 25.0 - 25.0 25.0 

 (ｎ) 増えている やや増えている 変わらない やや減っている 減っている 無回答 増 減 

【全体】 342 9.1 14.0 39.8 15.5 14.3 7.3 23.1 29.8 

1989年以前 54 3.7 11.1 42.6 20.4 18.5 3.7 14.8 38.9 

1990年～1994年 19 5.3 21.1 63.2 - 10.5 - 26.4 10.5 

1995年～1999年 56 10.7 12.5 32.1 19.6 21.4 3.6 23.2 41.0 

2000年～2004年 96 10.4 15.6 44.8 15.6 10.4 3.1 26.0 26.0 

2005年～2009年 92 10.9 14.1 40.2 15.2 12.0 7.6 25.0 27.2 

2010年以降 10 - - - - - 100.0 - - 

無回答 15 13.3 20.0 20.0 13.3 26.7 6.7 33.3 40.0 
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図表 5-21 寄附金収入の増減（単一回答／活動分野別) 

    

※全体の数については、寄附金のあった団体数（437 団体）から「団体が発足していない」団体数（95 団体）を非該当として   

 減じた。 

※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 

 

図表 5-22 寄附金収入の増減（単一回答／活動の中心[年齢]別) 

 

  ※全体の数については、寄附金のあった団体数（437 団体）から「団体が発足していない」団体数（95 団体）を非該当として 

   減じた。 

   ※「増えている」と「やや増えている」の計を「増」、「減っている」と「やや減っている」の計を「減」として記載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｎ) 増えている やや増えている 変わらない やや減っている 減っている 無回答 増 減 

【全体】 342 9.1 14.0 39.8 15.5 14.3 7.3 23.1 29.8 

福祉・保健・医療                 199 7.5 15.1 40.2 16.1 14.1 7.0 22.6 30.2 

社会教育                         12 16.7 16.7 33.3 - 33.3 - 33.4 33.3 

まちづくり                       14 28.6 28.6 28.6 14.3 - - 57.2 14.3 

文化・スポーツ                   16 6.3 18.8 31.3 18.8 18.8 6.3 25.1 37.6 

環境保全                         23 8.7 4.3 39.1 8.7 21.7 17.4 13.0 30.4 

子ども                           30 6.7 10.0 56.7 13.3 6.7 6.7 16.7 20.0 

ボランティア支援                 5 20.0 - 40.0 40.0 - - 20.0 40.0 

その他                           37 10.8 10.8 32.4 21.6 16.2 8.1 21.6 37.8 

無回答 6 - 16.7 50.0 - 16.7 16.7 16.7 16.7 

 (ｎ) 増えている やや増えている 変わらない やや減っている 減っている 無回答 増 減 

【全体】 342 9.1 14.0 39.8 15.5 14.3 7.3 23.1 29.8 

20歳未満 2 - - 50.0 50.0 - - - 50.0 

20歳以上、34歳以下 11 - 9.1 27.3 36.4 18.2 9.1 9.1 54.6 

35歳以上、49歳以下 43 11.6 11.6 48.8 11.6 7.0 9.3 23.2 18.6 

50歳以上、64歳以下 113 3.5 18.6 39.8 13.3 17.7 7.1 22.1 31.0 

65歳以上 154 11.0 13.0 38.3 17.5 12.3 7.8 24.0 29.8 

無回答 19 26.3 5.3 36.8 5.3 26.3 - 31.6 31.6 
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38.3

40.2

27.5

42.9

33.3

41.7

43.2

33.7

28.6

33.3

9.3

5.4

31.3

7.1

22.2

2.6

2.7

1.9

7.1

8.1

8.5

5.6

14.3

11.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（法人格別）

任意団体 (2118)

特定非営利活動法人 (  374)

その他の法人 (    14)

無回答 (      9)

活動者が原則として負担する 交通費など必要経費は支給する

適切な金額の謝金を支給する その他

無回答

（５）活動者に対する経費・謝金の支給 

 

 

 

活動者に対する経費・謝金の支給については、「交通費など必要経費は支給する」（41.7％）

が多く、次いで「活動者が原則として負担する」（38.3％）、「適切な金額の謝金を支給する」

は約１割（9.3％）となっている。 

法人格別にみると、「適切な金額の謝金を支給する」では、「任意団体」（5.4％）は少な

いが、「特定非営利活動法人」では、約３割（31.3％）が支給している。 

  

 

 

図表 5-23 活動者に対する経費・謝金の支給(単一回答／法人格別) 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約４割が、活動者が原則として負担 
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（６）使用している事務書類等 

 

 

 

 団体で使用している事務書類等では、約８割が「活動者や利用者の名簿」（85.8％）と「決

算報告書、収支報告書」（78.2％）を保有している。次いで約５割が「事業計画書」（53.7％）

と「明文化された規約・会則」（53.0％）を保有している。これらに比べると、「会報やニュー

スレター」（21.5％）、「ホームページ、ブログ」（17.3％）は少なくなっている。 

 法人格別にみると、「任意団体」は、概ね「活動者や利用者の名簿」（85.4％）や「決算報告

書・収支報告書」（75.0％）は備えている。「特定非営利活動法人」は、これらに加え、「明文

化された規約・会則」（87.4％）、事業計画書（91.7％）を備えている。また、「会報やニュー

スレター」については、「任意団体」（16.0％）があまり使用していないのに対し、「特定非営

利活動法人」は半数（52.1％）が使用しており、「ホームページ・ブログ」についても、「任意

団体」（9.0％）に比べ、「特定非営利活動法人」（64.2％）が使用する割合は高くなっている。 

 

 

図表 5-24 使用している事務書類等（複数回答） 

           

 今回調査 前回調査 

（ｎ） 2,515 2,142 

活動者や利用者の名簿 85.8 86.0 

決算報告書、収支報告書 78.2 77.9 

事業計画書 53.7 51.1 

明文化された規約・会則 53.0 47.7 

会報やニュースレター 21.5 21.3 

ホームページ、ブログ 17.3 14.1 

無回答 4.5 4.8 

 

 

 

図表 5-25 使用している事務書類等（複数回答／法人格別） 

       

 

 
(ｎ) 

活動者や利用

者の名簿 

決算報告書、

収支報告書 

事業計画書  明文化された

規約・会則 

会報やニュー

スレター 

ホ ー ム ペ ー

ジ、ブログ 

無回答 

【全体】 2515 85.8 78.2 53.7 53.0 21.5 17.3 4.5 

任意団体                         2118 85.4 75.0 46.7 46.9 16.0 9.0 5.2 

特定非営利活動法人               374 87.7 96.5 91.7 87.4 52.1 64.2 0.5 

その他の法人                     14 100.0 71.4 85.7 57.1 35.7 14.3 - 

無回答 9 88.9 77.8 66.7 55.6 22.2 44.4 - 

名簿・報告書は約８割の団体が作成、保有 
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63.2

62.7

65.7

63.6

66.0

61.4

67.6

64.4

50.2

62.7

71.6

36.8

37.3

34.3

36.4

34.0

38.6

32.4

35.6

49.8

37.3

28.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（地域別）

神戸 (  663)

阪神南 (  248)

阪神北 (  209)

東播磨 (  156)

北播磨 (  277)

中播磨 (  244)

西播磨 (  264)

但馬 (  223)

丹波 (    83)

淡路 (  148)

活動している 活動していない

６．他団体や行政等との協働 

 

（１）他の団体等との連携・協働 

 

 

 

 「他団体と連携・協働している」団体は、６割以上（63.2％）となっている。 

地域別にみると、「淡路」では、７割以上（71.6％）が連携し、「但馬」での連携は５割(50.2％)

にとどまっている。 

法人格別にみると、他団体と連携しているのは「特定非営利活動法人」(73.3％)、「任意団

体」（61.5％）となっており、「特定非営利活動法人」の方が高くなっている。 

活動分野別にみると、「連携・協働している」は「まちづくり」(81.9％)が最も高く、「社会

教育」(52.5％)、「文化・スポーツ」（53.8％）が低くなっている。 

 支出総額別にみると、「10 万円未満」(57.5％)は連携している割合が低いが、「10 万円以上

100 万円未満」(68.5％)、「2000 万円以上」(86.6％)は連携している割合が高くなり、概ね支

出規模が大きくなれば、連携・協働する割合は高くなっている。 

 

 

 

 図表 6-1 他の団体等との連携・協働（単一回答／地域別) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６割以上の団体が他団体と連携・協働している 
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63.2

60.7

52.5

81.9

53.8

71.8

70.0

68.4

76.1

54.0

36.8

39.3

47.5

18.1

46.2

28.2

30.0

31.6

23.9

46.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（活動分野別）

福祉・保健・医療 (1541)

社会教育 (    59)

まちづくり (  116)

文化・スポーツ (  184)

環境保全 (  110)

子ども (  223)

ボランティア支援 (    19)

その他 (  176)

無回答 (    87)

活動している 活動していない

63.2

61.5

73.3

64.3

55.6

36.8

38.5

26.7

35.7

44.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（法人格別）

任意団体 (2118)

特定非営利活動法人 (  374)

その他の法人 (    14)

無回答 (       9)

活動している 活動していない

図表 6-2 他の団体等との連携・協働（単一回答／法人格別) 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 図表 6-3 他の団体等との連携・協働（単一回答／活動分野別) 
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63.2

57.5

68.5

77.5

76.8

79.5

86.6

37.6

36.8

42.5

31.5

22.5

23.2

20.5

13.4

62.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（支出総額別）

10万円未満 (1248)

10万円以上、100万円未満 (  855)

100万円以上、500万円未満 (  129)

500万円以上、1,000万円未満 (    56)

1,000万円以上、2,000万円未満 (    44)

2,000万円以上 (    82)

無回答 (  101)

活動している 活動していない

図表 6-4 他の団体等との連携・協働（単一回答／支出総額別) 
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（２）連携・協働して活動している団体 

 

 

 

 他団体と連携・協働していると回答した 1,590 団体に、その相手先を聞いたところ、「地域

を基盤とする団体」（66.9％）が最も多く、次いで「地域を基盤とする団体以外のボランタリ

ー団体」（45.3％）などと続いている。 

その具体的な相手先として、「地域を基盤とする団体」の中では、「自治会」（50.3％）、「老

人会」（17.8％）が多く、「地域を基盤とする団体以外のボランタリー活動団体」では、「法人

格を持たないボランタリー活動団体」（63.9％）、「事業所等」では「福祉施設」（75.8％)、「学

校等」では、「小学校」（60.4％）が、それぞれ多くなっている。 

地域別にみると、「中播磨」は、「自治会」（50.3％）、「婦人会」（23.6％）、「老人会」（41.8％）

が他の地域より多く、「企業」(11.5％)との連携も他の地域より多い。また、「特定非営利活動

法人」と連携しているのは、「神戸」（29.6％）、「阪神南」（33.1％）、「阪神北」（27.1％）と阪

神間が多く、「福祉施設」や「病院」は、「阪神南」（35.6％、10.4％）、「丹波」（40.4％、9.6％）

が多くなっている。 

法人格別にみると、「任意団体」は、「老人会」（26.7％）との連携では、「特定非営利活動法

人」を上回っているが、その他の連携先では、概ね「特定非営利活動法人」の割合が高くなっ

ている。特に、「ＮＰＯ法人」同士は 57.7％で 46.5 ポイント、「企業」は 23.7％で 21.3 ポイ

ント、小売店、病院では 10 ポイント以上上回っている。また、学校との連携においても、中

学、高校、大学では 10 ポイント以上上回っている。 

発足年別にみると、「2010 年以降」に発足した新しい団体は、「まちづくり協議会」(25.9％)、

「ＮＰＯ法人」(28.8％)との連携が他の年代に比べて割合が高くなっている。また、「企業」

(9.5％)、「小売店」(9.1％)との連携においても割合が高くなっている。 

活動分野別にみると、「社会教育」は、「法人格のないボランタリー活動団体」（48.4％）と

の連携、「まちづくり」では、「自治会」（58.9％）、「婦人会」（25.3％）、「老人会」（46.3％）

との連携、「環境保全」では、「企業」（19.0％）、「小学校」（35.4％）、「中学校」（20.3％）と

の連携、「子ども」では、「青少年団体」（17.3％）、「保育所幼稚園」（34.0％）との連携、 

「ボランティア支援」では、「ＮＰＯ法人」（53.8％）、「法人格のないボランタリー活動団体」

（69.2％）、「企業」（23.1％）、「小売店」（30.8％）、「病院」（23.1％）、「福祉施設」（61.5％）  

との連携が多くなっている。 

支出総額別にみると、支出総額が「2,000 万円以上」の団体は、「企業」（39.4％）、「小売店」

（23.9％）、「病院」（36.6％）、「福祉施設」（46.5％）との連携が多くなっている。 

また、連携・協働先の数は、１箇所（12.3％）、２箇所（12.2％）、３箇所（10.6％）がそれ

ぞれ約１割で、10 箇所以上（13.0％）も多い。 

地域別にみると、連携・協働先が 10 以上の割合が高いのは、「阪神北」（18.8％）で、低い

のは、「淡路」（1.9％）となっている。 

法人格別にみると、連携・協働先が 10 以上あるのは、「任意団体」が 10.2％であるのに対し、

「特定非営利活動法人」は 25.9％となっている。 

発足年別にみると、新しく発足した団体ほど、連携・協働先が概ね多くなっており、連携・

協働先が 10 以上ある団体は、「2010 年以降」（17.3％）と多くなっている。 

活動分野別にみると、連携・協働先が 10 以上ある団体は、「まちづくり」（22.1％）、「ボラ

ンティア支援」（23.1％）の割合が高くなっている。 

支出総額別にみると、支出総額が多くなるほど、連携・協働先が概ね多くなっており、「2000

万円以上」で、連携・協働先が 10 以上ある団体は 32.4％となっている。 

連携・協働の相手先は、地域を基盤とする団体が多い 
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図表 6-5 連携・協働の相手先（複数回答） 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6-6 連携・協働の相手先（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
回答数 

構成比 

（％） 

【全体】 1,590  

地域を基盤とする団体        1,063 66.9 

上記以外のボランタリー団体 721 45.3 

事業所等 623 39.2 

学校等 594 37.4 

地域を基盤とする団体 

          
(ｎ) 

自治会 婦人会 老人会 青少年団

体 

防犯ｸﾞﾙｰﾌﾟ まちづく

り協議会 

地域を基盤と

するその他の

団体 

1063 50.3 17.8 36.4 11.4 7.3 33.9 40.0 

上記以外のﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰ団体 
(ｎ) 

NPO 法人 法人格のないﾎﾞ

ﾗﾝﾀﾘｰ活動団体  

上記以外のボラン

タリー団体のうち

その他の団体  

721 42.6 63.9 12.9 

事業所等 (ｎ) 企業 小売店・商店

街・大型店舗  
病院 福祉施設 事業所等のうち

その他の団体  

623 15.6 12.5 17.8 75.8 8.8  

学校等 
(ｎ) 

保育 所 ・

幼稚園 

小学校 中学校 高校 大学 研究機関 学校等のうち

その他の団体  

594 42.3 60.4 27.6 16.7 14.6 3.4 16.2 
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図表 6-7 連携・協働の相手先（複数回答／地域別） 

         

     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(ｎ) 

自治会 婦人会 老人会 青 少 年

団体 

防 犯 グ

ループ 

まちづく

り協議会 

地域を基盤

とするその

他の団体 

【全体】 1590 33.6 11.9 24.3 7.6 4.9 22.6 20.7 

神戸                             416 27.4 14.7 18.8 10.8 6.3 36.1 18.0 

阪神南                           163 27.0 8.0 16.0 8.0 3.1 9.8 20.2 

阪神北                           133 27.1 4.5 15.0 6.0 3.8 25.6 26.3 

東播磨                           103 39.8 1.9 27.2 5.8 3.9 23.3 24.3 

北播磨                           170 40.6 6.5 27.6 10.6 3.5 22.9 15.3 

中播磨                           165 50.3 23.6 41.8 7.9 5.5 10.9 24.2 

西播磨                           170 36.5 7.6 24.7 1.8 1.8 17.1 18.8 

但馬                             112 38.4 17.9 41.1 8.0 2.7 22.3 24.1 

丹波                             52 19.2 5.8 7.7 5.8 1.9 7.7 30.8 

淡路                             106 31.1 19.8 25.5 2.8 15.1 19.8 18.9 

 
(ｎ) 

Ｎ Ｐ Ｏ

法人 

法 人 格 の な

いﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰ活

動団体  

上記以外のボ

ランタリー団体

のうちその他の

団体  

企業 小売店･商

店街・大型

店舗 

病院 福祉施設 事業所等の 

うちその他の

団体 

【全体】 1590 19.3 29.0 5.8 6.1 4.9 7.0 29.7 3.5 

神戸                             416 29.6 30.3 8.2 7.9 6.5 6.5 26.7 6.0 

阪神南                           163 33.1 29.4 9.8 8.6 6.7 10.4 35.6 3.1 

阪神北                           133 27.1 33.8 6.8 6.8 6.0 6.8 31.6 3.0 

東播磨                           103 21.4 34.0 6.8 3.9 5.8 8.7 25.2 3.9 

北播磨                           170 17.1 38.2 2.9 4.7 7.6 8.2 28.8 1.8 

中播磨                           165 13.3 23.6 2.4 11.5 3.6 9.1 23.0 2.4 

西播磨                           170 2.4 29.4 4.7 1.8 1.2 4.1 34.7 1.8 

但馬                             112 6.3 16.1 4.5 2.7 2.7 3.6 32.1 3.6 

丹波                             52 11.5 28.8 7.7 5.8 3.8 9.6 40.4 1.9 

淡路                             106 3.8 18.9 0.9 0.9 - 3.8 30.2 1.9 

 
(ｎ) 

保 育 所

幼稚園 

小学校 中学校 高校 大学 研究施設 学校等のう

ちその他の

団体  

無回答 

【全体】 1590 15.8 22.6 10.3 6.2 5.5 1.3 6.0 1.2 

神戸                             416 12.7 22.4 10.3 6.0 9.4 2.4 8.2 0.7 

阪神南                           163 14.7 19.6 9.8 5.5 8.0 2.5 4.9 1.2 

阪神北                           133 15.0 27.1 12.0 9.0 6.8 0.8 6.0 2.3 

東播磨                           103 13.6 15.5 6.8 6.8 4.9 - 6.8 3.9 

北播磨                           170 14.1 25.3 11.8 9.4 3.5 0.6 3.5 2.4 

中播磨                           165 18.8 23.6 16.4 4.2 6.1 2.4 9.1 1.2 

西播磨                           170 21.8 23.5 11.8 6.5 1.2 - 2.4 - 

但馬                             112 25.9 20.5 6.3 4.5 0.9 - 6.3 - 

丹波                             52 7.7 23.1 9.6 9.6 1.9 - 7.7 1.9 

淡路                             106 14.2 23.6 2.8 1.9 0.9 - 2.8 - 
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図表 6-8 連携・協働の相手先（複数回答／法人格別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(ｎ) 

自治会 婦人会 老人会 青 少 年

団体 

防 犯 グ

ループ 

まちづく

り協議会 

地域を基盤

とするその

他の団体 

【全体】 1590 33.6 11.9 24.3 7.6 4.9 22.6 20.7 

任意団体                         1302 33.0 11.9 26.7 6.6 5.1 21.6 21.0 

特定非営利活動法人               274 36.9 12.0 12.8 12.0 4.0 27.4 18.6 

その他の法人                     9 33.3 11.1 33.3 11.1 11.1 44.4 33.3 

無回答 5 20.0 - 40.0 20.0 - - 20.0 

 
(ｎ) 

Ｎ Ｐ Ｏ

法人 

法 人 格 の な

いﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰ活

動団体  

上記以外のボ

ランタリー団体

のうちその他の

団体  

企業 小売店･商

店街・大型

店舗 

病院 福祉施設 事業所等の 

うちその他の

団体 

【全体】 1590 19.3 29.0 5.8 6.1 4.9 7.0 29.7 3.5 

任意団体                         1302 11.2 28.9 5.7 2.4 2.4 5.1 29.2 3.5 

特定非営利活動法人               274 57.7 30.3 6.2 23.7 16.8 15.7 31.8 3.6 

その他の法人                     9 11.1 22.2 11.1 11.1 11.1 11.1 22.2 - 

無回答 5 40.0 - 20.0 - - - 60.0 - 

 
(ｎ) 

保 育 所

幼稚園 

小学校 中学校 高校 大学 研究施設 学校等のう

ちその他の

団体  

無回答 

【全体】 1590 15.8 22.6 10.3 6.2 5.5 1.3 6.0 1.2 

任意団体                         1302 14.7 21.4 7.8 4.4 3.5 0.5 5.5 1.2 

特定非営利活動法人               274 20.8 28.5 22.3 15.3 15.0 5.1 9.1 1.1 

その他の法人                     9 22.2 22.2 11.1 - 11.1 - - - 

無回答 5 20.0 20.0 - - - - - - 
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図表 6-9 連携・協働の相手先（複数回答／発足年別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(ｎ) 

自治会 婦人会 老人会 青 少 年

団体 

防 犯 グ

ループ 

まちづく

り協議会 

地域を基盤

とするその

他の団体 

【全体】 1590 33.6 11.9 24.3 7.6 4.9 22.6 20.7 

1989年以前 250 27.6 12.0 18.8 6.0 3.6 16.8 26.8 

1990年～1994年 115 32.2 12.2 27.0 2.6 3.5 19.1 21.7 

1995年～1999年 214 34.1 8.9 23.4 6.5 4.7 22.4 18.2 

2000年～2004年 300 36.7 11.3 28.0 8.3 3.7 25.0 17.7 

2005年～2009年 363 35.0 14.0 24.8 10.7 7.2 24.0 18.5 

2010年以降 243 34.2 11.9 22.2 7.0 6.2 25.9 22.6 

無回答 105 34.3 11.4 29.5 7.6 2.9 21.9 21.9 

 
(ｎ) 

Ｎ Ｐ Ｏ

法人 

法 人 格 の な

いﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰ活

動団体  

上記以外のボ

ランタリー団体

のうちその他の

団体  

企業 小売店･商

店街・大型

店舗 

病院 福祉施設 事業所等の 

うちその他の

団体 

【全体】 1590 19.3 29.0 5.8 6.1 4.9 7.0 29.7 3.5 

1989年以前 250 10.4 34.4 8.0 1.6 3.2 4.8 28.8 3.2 

1990年～1994年 115 7.8 33.0 5.2 2.6 1.7 5.2 30.4 4.3 

1995年～1999年 214 12.6 26.6 9.3 4.7 2.8 7.5 32.7 3.7 

2000年～2004年 300 24.0 31.3 5.3 7.7 5.7 7.7 32.3 4.3 

2005年～2009年 363 25.1 28.9 3.9 9.4 5.8 9.4 29.8 3.0 

2010年以降 243 28.8 25.5 5.8 9.5 9.1 5.8 23.9 3.3 

無回答 105 11.4 18.1 2.9 - 1.9 5.7 30.5 1.9 

 
(ｎ) 

保 育 所

幼稚園 

小学校 中学校 高校 大学 研究施設 学校等のう

ちその他の

団体  

無回答 

【全体】 1590 15.8 22.6 10.3 6.2 5.5 1.3 6.0 1.2 

1989年以前 250 14.0 23.2 9.2 8.0 3.6 - 2.8 1.6 

1990年～1994年 115 17.4 28.7 7.0 8.7 5.2 0.9 6.1 - 

1995年～1999年 214 11.2 18.7 11.2 6.5 5.1 0.5 4.7 1.4 

2000年～2004年 300 17.3 23.7 10.0 6.3 7.3 2.3 7.0 2.3 

2005年～2009年 363 18.5 25.1 12.9 5.5 7.2 1.1 8.8 0.6 

2010年以降 243 14.8 20.2 9.5 4.9 4.1 2.5 5.3 0.4 

無回答 105 16.2 16.2 8.6 3.8 2.9 1.0 5.7 1.9 
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図表 6-10 連携・協働の相手先（複数回答／活動分野別） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(ｎ) 

自治会 婦人会 老人会 青 少 年

団体 

防 犯 グ

ループ 

まちづく

り協議会 

地域を基盤

とするその

他の団体 

【全体】 1590 33.6 11.9 24.3 7.6 4.9 22.6 20.7 

福祉・保健・医療                 936 31.5 11.6 25.9 4.2 4.2 19.8 20.6 

社会教育                         31 16.1 3.2 9.7 3.2 3.2 19.4 22.6 

まちづくり                       95 58.9 25.3 46.3 13.7 13.7 36.8 14.7 

文化・スポーツ                   99 30.3 14.1 22.2 9.1 - 29.3 23.2 

環境保全                         79 31.6 5.1 12.7 16.5 2.5 20.3 21.5 

子ども                           156 30.1 9.0 14.1 17.3 3.8 21.2 23.7 

ボランティア支援                 13 30.8 15.4 23.1 - - 30.8 7.7 

その他                           134 39.6 12.7 17.9 10.4 11.2 25.4 23.1 

無回答 47 42.6 8.5 36.2 10.6 4.3 38.3 12.8 

 
(ｎ) 

Ｎ Ｐ Ｏ

法人 

法 人 格 の な

いﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰ活

動団体  

上記以外のボ

ランタリー団体

のうちその他の

団体  

企業 小売店･商

店街・大型

店舗 

病院 福祉施設 事業所等の 

うちその他の

団体 

【全体】 1590 19.3 29.0 5.8 6.1 4.9 7.0 29.7 3.5 

福祉・保健・医療                 936 16.3 27.1 6.2 4.0 2.8 8.5 34.8 3.0 

社会教育                         31 16.1 48.4 3.2 3.2 - 3.2 25.8 6.5 

まちづくり                       95 27.4 30.5 3.2 13.7 15.8 3.2 22.1 3.2 

文化・スポーツ                   99 15.2 27.3 4.0 5.1 3.0 9.1 32.3 5.1 

環境保全                         79 25.3 35.4 3.8 19.0 5.1 - 13.9 5.1 

子ども                           156 19.2 32.7 6.4 2.6 7.7 4.5 17.9 5.1 

ボランティア支援                 13 53.8 69.2 15.4 23.1 30.8 23.1 61.5 - 

その他                           134 35.8 28.4 7.5 14.2 8.2 3.0 16.4 3.0 

無回答 47 6.4 21.3 4.3 - 6.4 8.5 34.0 2.1 

 
(ｎ) 

保 育 所

幼稚園 

小学校 中学校 高校 大学 研究施設 学校等のう

ちその他の

団体  

無回答 

【全体】 1590 15.8 22.6 10.3 6.2 5.5 1.3 6.0 1.2 

福祉・保健・医療                 936 12.0 17.0 7.8 5.8 4.1 0.5 4.1 1.7 

社会教育                         31 19.4 29.0 12.9 - 3.2 - 22.6 6.5 

まちづくり                       95 22.1 32.6 13.7 12.6 7.4 1.1 5.3 - 

文化・スポーツ                   99 15.2 24.2 8.1 6.1 3.0 - 7.1 1.0 

環境保全                         79 15.2 35.4 20.3 7.6 7.6 7.6 3.8 - 

子ども                           156 34.0 32.7 10.3 6.4 6.4 0.6 13.5 - 

ボランティア支援                 13 23.1 30.8 15.4 15.4 23.1 7.7 7.7 - 

その他                           134 17.9 32.1 21.6 6.0 12.7 3.7 6.7 - 

無回答 47 10.6 21.3 6.4 2.1 4.3 2.1 10.6 - 
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図表 6-11 連携・協働の相手先（複数回答／支出総額別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(ｎ) 

自治会 婦人会 老人会 青 少 年

団体 

防 犯 グ

ループ 

まちづく

り協議会 

地域を基盤

とするその

他の団体 

【全体】 1590 33.6 11.9 24.3 7.6 4.9 22.6 20.7 

10万円未満 717 28.7 11.4 25.0 5.0 4.9 18.8 20.4 

10万円以上、100万円未満 586 37.5 12.3 27.1 9.4 5.1 24.2 21.7 

100万円以上、500万円未満 100 32.0 11.0 17.0 10.0 6.0 28.0 19.0 

500万円以上、1000万円未満 43 32.6 7.0 18.6 16.3 4.7 32.6 18.6 

1000万円以上、2000万円未満 35 51.4 14.3 11.4 14.3 2.9 28.6 22.9 

2000万円以上 71 45.1 18.3 14.1 8.5 4.2 31.0 18.3 

無回答 38 34.2 7.9 26.3 5.3 2.6 23.7 21.1 

 
(ｎ) 

Ｎ Ｐ Ｏ

法人 

法 人 格 の な

いﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰ活

動団体  

上記以外のボ

ランタリー団体

のうちその他の

団体  

企業 小売店･商

店街・大型

店舗 

病院 福祉施設 事業所等の 

うちその他の

団体 

【全体】 1590 19.3 29.0 5.8 6.1 4.9 7.0 29.7 3.5 

10万円未満 717 9.2 26.6 5.0 1.4 1.7 4.3 30.3 3.3 

10万円以上、100万円未満 586 15.5 30.2 6.5 4.1 4.8 6.5 27.5 3.8 

100万円以上、500万円未満 100 53.0 44.0 10.0 17.0 8.0 8.0 27.0 7.0 

500万円以上、1000万円未満 43 55.8 30.2 7.0 16.3 11.6 4.7 32.6 2.3 

1000万円以上、2000万円未満 35 51.4 20.0 5.7 25.7 20.0 14.3 37.1 - 

2000万円以上 71 67.6 31.0 4.2 39.4 23.9 36.6 46.5 1.4 

無回答 38 18.4 18.4 2.6 5.3 2.6 2.6 18.4 - 

 
(ｎ) 

保 育 所

幼稚園 

小学校 中学校 高校 大学 研究施設 学校等のう

ちその他の

団体  

無回答 

【全体】 1590 15.8 22.6 10.3 6.2 5.5 1.3 6.0 1.2 

10万円未満 717 13.1 20.6 7.0 3.3 2.1 0.4 5.9 0.7 

10万円以上、100万円未満 586 15.9 21.5 8.9 4.9 4.3 0.9 4.9 1.9 

100万円以上、500万円未満 100 22.0 26.0 17.0 10.0 17.0 5.0 8.0 - 

500万円以上、1000万円未満 43 20.9 39.5 25.6 16.3 11.6 4.7 4.7 - 

1000万円以上、2000万円未満 35 22.9 25.7 17.1 17.1 17.1 2.9 8.6 - 

2000万円以上 71 23.9 33.8 31.0 28.2 25.4 5.6 12.7 4.2 

無回答 38 21.1 23.7 15.8 7.9 2.6 - 7.9 - 
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図表 6-12 連携・協働先の数（単一回答） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6-13 連携・協働先の数（単一回答／地域別） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6-14 連携・協働先の数（単一回答／法人格別） 

 

 

 

 

 回答数 構成比（％） 

【全体】 1,590  

１ 196 12.3 

２ 194 12.2 

３ 168 10.6 

４ 112 7.0 

５ 96 6.0 

６ 56 3.5 

７ 34 2.1 

８ 33 2.1 

９ 24 1.5 

１０以上 206 13.0 

無回答 471 29.6 

 (ｎ) １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 以上 無回答 

【全体】 1590 12.3 12.2 10.6 7.0 6.0 3.5 2.1 2.1 1.5 13.0 29.6 

神戸                             416 10.8 10.8 9.4 7.2 7.0 4.1 1.9 3.4 1.2 13.9 30.3 

阪神南                           163 14.1 12.3 11.0 3.7 6.7 4.9 4.3 - 0.6 15.3 27.0 

阪神北                           133 9.0 12.8 11.3 9.0 6.0 6.8 0.8 4.5 3.0 18.8 18.0 

東播磨                           103 10.7 11.7 4.9 12.6 4.9 1.9 1.9 1.9 1.9 12.6 35.0 

北播磨                           170 18.2 8.8 5.3 8.2 8.2 4.1 2.4 0.6 0.6 13.5 30.0 

中播磨                           165 11.5 12.7 12.1 6.7 4.2 4.2 1.2 1.8 1.8 12.7 30.9 

西播磨                           170 11.2 14.1 12.4 5.9 6.5 2.4 2.9 0.6 0.6 10.6 32.9 

但馬                             112 8.0 15.2 14.3 7.1 3.6 0.9 0.9 2.7 1.8 14.3 31.3 

丹波                             52 17.3 7.7 15.4 3.8 5.8 1.9 1.9 - 3.8 9.6 32.7 

淡路                             106 17.0 17.9 16.0 5.7 3.8 - 2.8 2.8 2.8 1.9 29.2 

 (ｎ) １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 以上 無回答 

【全体】 1590 12.3 12.2 10.6 7.0 6.0 3.5 2.1 2.1 1.5 13.0 29.6 

任意団体                         1302 13.8 13.1 11.1 7.2 5.8 3.1 2.1 2.0 1.2 10.2 30.3 

特定非営利活動法人               274 5.5 8.0 8.0 6.6 7.3 5.5 2.6 2.6 2.9 25.9 25.2 

その他の法人                     9 11.1 - 11.1 - 11.1 - - - - 22.2 44.4 

無回答 5 - 40.0 - - - - - - - - 60.0 
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図表 6-15 連携・協働先の数（単一回答／発足年別） 

 

 

 

図表 6-16 連携・協働先の数（単一回答／活動分野別） 

 

 

 

図表 6-17 連携・協働先の数（単一回答／支出総額別） 

 

 

 

 

 

 (ｎ) １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 以上 無回答 

【全体】 1590 12.3 12.2 10.6 7.0 6.0 3.5 2.1 2.1 1.5 13.0 29.6 

1989年以前 250 10.4 16.0 11.6 4.8 7.2 3.2 2.0 3.2 1.2 12.0 28.4 

1990年～1994年 115 14.8 13.9 7.0 11.3 7.0 0.9 0.9 1.7 2.6 12.2 27.8 

1995年～1999年 214 15.9 13.1 11.2 5.6 7.0 2.3 2.8 3.3 1.9 7.0 29.9 

2000年～2004年 300 13.0 9.7 11.0 4.7 6.7 4.7 2.3 2.0 1.3 13.7 31.0 

2005年～2009年 363 12.1 9.6 10.2 10.5 6.1 4.4 2.8 1.9 1.4 14.9 26.2 

2010年以降 243 11.1 15.2 11.9 7.4 3.3 4.9 0.8 1.2 1.2 17.3 25.5 

無回答 105 8.6 8.6 7.6 4.8 4.8 - 2.9 - 1.9 9.5 51.4 

 (ｎ) １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 以上 無回答 

【全体】 1590 12.3 12.2 10.6 7.0 6.0 3.5 2.1 2.1 1.5 13.0 29.6 

福祉・保健・医療                 936 13.6 12.5 10.8 7.7 6.6 2.2 1.8 1.9 1.4 10.6 30.9 

社会教育                         31 3.2 16.1 6.5 6.5 12.9 - - 3.2 - 19.4 32.3 

まちづくり                       95 6.3 12.6 14.7 4.2 3.2 8.4 - 2.1 1.1 22.1 25.3 

文化・スポーツ                   99 12.1 14.1 6.1 6.1 7.1 4.0 5.1 4.0 3.0 10.1 28.3 

環境保全                         79 12.7 12.7 13.9 12.7 1.3 5.1 1.3 - 2.5 19.0 19.0 

子ども                           156 14.7 10.3 13.5 6.4 5.1 5.8 0.6 2.6 0.6 13.5 26.9 

ボランティア支援                 13 7.7 15.4 - 7.7 - 7.7 - - - 23.1 38.5 

その他                           134 10.4 11.2 5.2 3.7 7.5 6.7 5.2 2.2 2.2 20.1 25.4 

無回答 47 4.3 6.4 12.8 4.3 2.1 - 6.4 2.1 2.1 8.5 51.1 

 (ｎ) １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 以上 無回答 

【全体】 1590 12.3 12.2 10.6 7.0 6.0 3.5 2.1 2.1 1.5 13.0 29.6 

10万円未満 717 16.2 12.6 13.5 7.3 4.2 2.1 1.5 1.5 1.1 9.1 31.0 

10万円以上、100万円未満 586 11.9 13.5 9.0 7.7 7.3 4.8 2.4 2.6 1.5 10.6 28.7 

100万円以上、500万円未満 100 3.0 14.0 5.0 6.0 8.0 5.0 4.0 2.0 4.0 29.0 20.0 

500万円以上、1000万円未満 43 4.7 7.0 4.7 9.3 7.0 4.7 2.3 2.3 - 32.6 25.6 

1000万円以上、2000万円未満 35 2.9 2.9 5.7 5.7 14.3 - - 5.7 2.9 31.4 28.6 

2000万円以上 71 2.8 1.4 5.6 4.2 8.5 7.0 2.8 2.8 1.4 32.4 31.0 

無回答 38 5.3 15.8 13.2 - 2.6 2.6 5.3 - 2.6 5.3 47.4 
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（３）他のボランタリー活動団体との連携・協働の内容 

 

 

 

 地域を基盤とする団体以外のボランタリー団体と協働している 721 団体に、その活動内容を

聞いたところ、「情報交換や交流会を開催」（57.6％）が最も多く、次いで「イベントや行事等

の共催」（54.6％）、「お互いの活動の支援やスタッフの受け入れ」（32.2％）、「連絡会、協議会

を設置」（25.7％）などと続いている。 

 

 

 

図表 6-18 連携・協働の内容（複数回答） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回調査 前回調査 

（ｎ） 721 1,116 

情報交換や交流会を開催 57.6 63.4 

イベントや行事等の共催   54.6 57.3 

お互いの活動の支援やスタッフの受け入れ 32.2 （前回不問） 

連絡会、協議会を設置 25.7 34.0 

サービスを補完 14.0 9.9 

情報誌や機関紙を発行 8.2 8.9 

事務室の共同使用 6.8 6.7 

その他 4.2 4.5 

無回答 5.8 1.7 

連携・協働で行った活動は、情報交換やイベントなどが多い 
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（４）他のボランタリー活動団体との連携・協働の効果 

 

 

 

 地域を基盤とする団体以外のボランタリー団体と協働している 721 団体に、その連携・協働

の効果を聞いたところ、「行事や事業の内容が充実した」（57.4％）と「他のグループ・団体と

の交流がさらに広がった」（54.2％）が半数以上と多く、次いで「ボランタリー活動の社会的

認知が高まった」（30.8％）と続いている。 

 

 

図表 6-19 連携・協働の効果（複数回答） 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回調査 前回調査 

（ｎ） 721 1,116 

行事や事業の内容が充実した 57.4 50.0 

他のグループ・団体との交流がさらに広がった 54.2 49.5 

ボランタリー活動の社会的認知が高まった 30.8 36.0 

自分たちの活動の短所や弱点が見えてきた(新たな課題が発見できた) 22.7 27.3 

一団体あたりの負担が減った 18.7 11.7 

その他  2.9 3.3 

特に効果はなかった  2.2 3.5 

無回答  7.0 2.8 

行事や事業内容の充実と交流の広がりが半数以上 
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（５）事業所等との連携・協働の内容 

 

 

 

 事業所等と連携・協働していると回答した 623 団体に、その活動内容を聞いたところ、「イ

ベントや行事等の共催」（45.3％）が最も多く、次いで「情報交換や交流会を開催」（36.4％）

「活動場所の提供」（29.5％）などと続いている。 

 

 

図表 6-20 連携・協働の内容（複数回答） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 回答数 構成比（％） 

（ｎ） 623  

イベントや行事等事業の共催 282 45.3 

情報交換や交流会を開催 227 36.4 

活動場所の提供 184 29.5 

お互いの活動の支援やスタッフの受け入れ 126 20.2 

講師・専門家等の派遣 101 16.2 

寄付・助成金・物品の受領 90 14.4 

商品開発・販売等の助言、協力 41 6.6 

その他 25 4.0 

無回答 77 12.4 

事業所等との連携・協働で行った活動は、イベントや情報交換などが多い 
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（６）事業所等との連携・協働の効果 

 

 

 

 事業所等と連携・協働していると回答した 623 団体に、その連携・協働の効果を聞いたとこ

ろ、「交流により、活動の場の広がりを感じた」（53.3％）、「行事や事業の内容が充実した」

（42.9％）が多く、次いで「ボランタリー活動の社会的認知が高まった」（35.8％）となって

いる。 

 

 

図表 6-21 連携・協働の効果（複数回答） 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 回答数 構成比（％） 

（ｎ） 623  

交流により、活動の場の広がりを感じた 332 53.3 

行事や事業の内容が充実した 267 42.9 

ボランタリー活動の社会的認知が高まった 223 35.8 

新たな課題が発見できた 113 18.1 

事業実施の負担が減った 58 9.3 

特に効果はなかった 8 1.3 

その他 16 2.6 

無回答  99 15.9 

活動の場の広がりが半数以上 
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（７）連携、協働を最も強化したい団体等 

 

 

 

 連携・協働を最も強化したい団体は「自治会、婦人会等地域を基盤とする団体」が約３割

（27.2％）、次いで「地域を基盤とする団体以外のボランタリー活動団体やＮＰＯ法人」

（14.6％）となっているが、「特に必要と思わない」（26.8％）も多い。 

 地域別にみると、「中播磨」、「但馬」、「淡路」では、現在「地域を基盤とする団体」との連

携が多いが、今後強化したいのも「地域を基盤とする団体」である。 

法人格別にみると、「任意団体」は、「地域を基盤とする団体」との連携を望んでいるが、「特

定非営利活動法人」は、「地域を基盤とする団体」、「地域を基盤とする団体以外のボランタリ

ー活動団体やＮＰＯ法人」、「事業所等」がそれぞれ２割前後とほぼ同様の割合となっている。

また、「任意団体」の３割（29.6％）は、連携について特に必要と思っていないが、「特定非営

利活動法人」のうち、「特に必要と思わない」は１割（11.0％）にすぎない。 

 活動分野別にみると、「地域を基盤とする団体」との連携を最も強化したいと思っている分

野は、「福祉・保健・医療」（29.5％）、「まちづくり」（44.0％）、「文化・スポーツ」（24.5％）、

「環境保全」（24.5％）で、「地域を基盤とする団体以外のボランタリー活動団体やＮＰＯ法人」

では、「社会教育」（20.3％）と「ボランティア支援」（26.3％）、「学校等」は「子ども」（33.2％）

となっている。また、他に比べると「事業所等」は、「ボランティア支援」（15.8％）が多くな

っている。「福祉・保健医療」、「社会教育」では、「特に必要と思わない」も３割を占めている。 

 支出総額別にみると、支出総額「10 万円未満」では、「特に必要と思わない」が 31.9％で最

も多い。10 万円以上の団体では、「地域を基盤とする団体」や「地域を基盤とする団体以外の

ボランタリー活動団体やＮＰＯ法人」等との連携を強化したいと思っている。また、「2000 万

円以上」では、「企業や商店等事業所」との連携を希望している割合が 23.2％と高くなってい

る。 

 

 

図表 6-22 他団体とのつながり、最も強化したい団体（単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 回答数 構成比（％） 

（ｎ） 2,515  

自治会、婦人会等地域を基盤とする団体 685 27.2 

上記以外のボランタリー活動団体や NPO 法人 366 14.6 

学校等 271 10.8 

企業や商店等の事業所等 105 4.2 

その他 98 3.9 

特に必要と思わない 673 26.8 

無回答  317 12.6 

連携・協働を最も強化したい団体は、地域を基盤とする団体 
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図表 6-23 他団体とのつながり、最も強化したい団体（単一回答／地域別） 

 

 

    

 

図表 6-24 他団体とのつながり、最も強化したい団体（単一回答／法人格別） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

自治会、婦

人 会 等 地

域を基盤と

する団体 

自 治 会 等

以外のボラ

ンタリー活

動 団 体 や 

ＮＰＯ法人 

学校等 企 業 や商

店 等 の事

業所等 

その他 特に必要と

思わない 

無回答 

【全体】 2515 27.2 14.6 10.8 4.2 3.9 26.8 12.6 

神戸 663 20.8 16.0 13.6 6.2 4.5 27.0 11.9 

阪神南 248 23.0 20.2 11.7 6.0 3.6 25.8 8.7 

阪神北 209 21.5 17.7 12.0 5.3 4.3 26.8 12.4 

東播磨 156 26.9 16.7 7.1 1.3 3.8 29.5 14.7 

北播磨 277 26.7 14.8 7.9 4.0 5.8 28.2 12.6 

中播磨 244 39.3 10.7 9.8 4.9 4.1 20.9 10.2 

西播磨 264 30.3 12.1 11.4 0.4 3.4 28.0 14.4 

但馬 223 37.7 9.4 6.7 2.7 0.9 27.8 14.8 

丹波 83 10.8 13.3 14.5 4.8 4.8 32.5 19.3 

淡路 148 40.5 10.8 8.8 1.4 2.0 24.3 12.2 

 

(ｎ) 

自治会、婦

人 会 等 地

域を基盤と

する団体 

自 治 会 等

以外のボラ

ンタリー活

動 団 体 や 

ＮＰＯ法人 

学校等 企 業 や 商

店 等 の 事

業所等 

その他 特に必要と

思わない 

無回答 

【全体】 2515 27.2 14.6 10.8 4.2 3.9 26.8 12.6 

任意団体 2118 28.5 13.8 10.4 1.5 3.5 29.6 12.6 

特定非営利活動法人 374 20.1 18.7 12.6 19.0 5.9 11.0 12.8 

その他の法人 14 28.6 7.1 7.1 14.3 7.1 28.6 7.1 

無回答 9 22.2 33.3 22.2 - - 11.1 11.1 
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図表 6-25 他団体とのつながり、最も強化したい団体（単一回答／活動分野別） 

   

   

 

図表 6-26 他団体とのつながり、最も強化したい団体（単一回答／支出総額別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

自治会、婦

人 会 等 地

域を基盤と

する団体 

自治会等以

外のボラン

タリー活動

団体や  Ｎ

ＰＯ法人 

学校等 企業や商店

等の事業所

等 

その他 特に必要と

思わない 

無回答 

【全体】 2515 27.2 14.6 10.8 4.2 3.9 26.8 12.6 

福祉・保健・医療 1541 29.5 13.8 6.2 3.2 3.4 31.6 12.2 

社会教育 59 8.5 20.3 18.6 1.7 6.8 30.5 13.6 

まちづくり 116 44.0 10.3 10.3 6.9 5.2 14.7 8.6 

文化・スポーツ 184 24.5 12.0 15.2 4.3 2.7 22.8 18.5 

環境保全 110 24.5 23.6 11.8 10.9 4.5 14.5 10.0 

子ども 223 16.1 16.1 33.2 1.8 4.0 17.5 11.2 

ボランティア支援 19 15.8 26.3 5.3 15.8 5.3 26.3 5.3 

その他 176 23.9 16.5 17.0 9.1 6.8 15.9 10.8 

無回答 87 25.3 12.6 6.9 3.4 3.4 24.1 24.1 

 

(ｎ) 

自治会、婦

人 会 等 地

域を基盤と

する団体 

自 治 会 等

以外のボラ

ンタリー活

動 団 体 や 

ＮＰＯ法人 

学校等 企業や商店

等の事業所

等 

その他 特に必要と

思わない 

無回答 

【全体】 2515 27.2 14.6 10.8 4.2 3.9 26.8 12.6 

10万円未満 1248 27.6 12.2 10.8 2.2 3.3 31.9 12.1 

10万円以上、100万円未満 855 31.5 16.6 11.7 2.3 3.7 25.6 8.5 

100万円以上、500万円未満 129 17.1 24.0 8.5 15.5 7.8 10.9 16.3 

500万円以上、1,000万円未満 56 17.9 17.9 8.9 16.1 12.5 14.3 12.5 

1,000万円以上、2,000万円未満 44 20.5 11.4 9.1 15.9 6.8 9.1 27.3 

2,000万円以上 82 17.1 23.2 13.4 23.2 2.4 7.3 13.4 

無回答 101 16.8 6.9 5.0 3.0 3.0 23.8 41.6 
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（８）連携・協働するために一番必要なこと 

 

 

 

 「他の組織と出会う機会があること」が（40.9％）と最も多く、次いで「他の組織の情報が

入手できること」（32.1％）、と続いている。 

  

 

 

 

図表 6-27 連携・協働するために一番必要なこと（複数回答） 

     

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 回答数 構成比（％） 

（ｎ） 2,515  

他の組織と出会う機会があること 1,029 40.9 

他の組織の情報が入手できること 807 32.1 

活動をつないだり、調整するコーディネーターが設置されていること 512 20.4 

内部での合意形成や体制が整っていること 464 18.4 

活動をつないだり、調整する中間組織等の相談機関が充実していること 462 18.4 

その他 60 2.4 

無回答  555 22.1 

約４割が、他の組織と出会う機会があること 
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69.9

62.3

62.9

73.7

80.8

75.5

64.8

78.8

69.1

72.3

81.1

20.1

22.6

21.4

15.3

13.5

18.8

24.2

15.9

24.7

20.5

16.2

7.5

12.8

14.5

8.1

3.8

3.6

8.2

2.3

1.8

2.4

2.0

2.5

2.3

1.2

2.9

1.9

2.2

2.9

3.0

4.5

4.8

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（地域別）

神戸 (  663)

阪神南 (  248)

阪神北 (  209)

東播磨 (  156)

北播磨 (  277)

中播磨 (  244)

西播磨 (  264)

但馬 (  223)

丹波 (    83)

淡路 (  148)

日常的なつながりがある 呼びかけがあれば協力する程度の関係である ほとんどつながりはない 無回答

（９）行政・社会福祉協議会とのつながり 

 

 

 

 行政・社会福祉協議会とのつながりは、「日常的なつながりがある」が約７割（69.9％）、「呼

びかけがあれば協力する程度の関係である」（20.1％）、「ほとんどつながりはない」（7.5％）

となっている。 

 地域別にみると、都市部（「神戸」、「阪神南」、「阪神北」、「中播磨」）では「ほとんどつなが

りがない」が、１割前後と多くなっている。 

 法人格別にみると、「日常的なつながりがある」では、「任意団体」（71.8％）が多くなって

おり、「ほとんどつながりはない」は、「特定非営利活動法人」（19.0％）が多くなっている。 

 活動分野別にみると、「福祉・保健・医療」（73.1％）、「まちづくり」（75.9％）、「子ども」（71.3％）、

「ボランティア支援」（73.7％）で、約７割が「日常的なつながりがある」としており、逆に

「ほとんどつながりがない」は、「社会教育」（18.6％）が最も多くなっている。 

 

 

図表 6-28 行政・社会福祉協議会とのつながり（単一回答／地域別） 

          

 

 

 

約７割が行政・社会福祉協議会と日常的なつながりをもっている 
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69.9

71.8

59.4

71.4

66.7

20.1

20.0

20.9

7.1

33.3

7.5

5.5

19.0

7.1

2.5

2.7

0.8

14.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（法人格別）

任意団体 (2118）

特定非営利活動法人 (  374)

その他の法人 (    14)

無回答 (     9) 

日常的なつながりがある 呼びかけがあれば協力する程度の関係である

ほとんどつながりはない 無回答

69.9

73.1

59.3

75.9

54.9

64.5

71.3

73.7

61.9

63.2

20.1

18.5

20.3

15.5

33.2

26.4

19.3

5.3

20.5

23.0

7.5

5.8

18.6

8.6

7.6

9.1

8.5

15.8

15.9

5.7

2.5

2.7

1.7

4.3

0.9

5.3

1.7

8.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（活動分野別）

福祉・保健・医療 (1541)

社会教育 (    59)

まちづくり (  116)

文化・スポーツ (  184)

環境保全 (  110)

子ども (  223)

ボランティア支援 (    19)

その他 (  176)

無回答 (    87)

日常的なつながりがある 呼びかけがあれば協力する程度の関係である

ほとんどつながりはない 無回答

図表 6-29 行政・社会福祉協議会とのつながり（単一回答／法人格別） 

              

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

図表 6-30 行政・社会福祉協議会とのつながり（単一回答／活動分野別） 
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（10）行政・社会福祉協議会とのつながりの内容 

 

 

 

 行政・社会福祉協議会とつながりがあると回答した 1,758 団体に、その内容を聞いたところ、

「助成金、補助金を受けている」（72.6％）が最も多く、次いで「活動の場の提供を受けてい

る」（43.6％）、「情報やアドバイスを受けている」（38.2％）などと続いている。 

  法人格別にみると、「任意団体」では、「助成金や補助金」（76.8％）、「活動の場の提供」 

（45.7％）を受けている団体が多い。「特定非営利活動法人」でも、「助成金や補助金」（45.5％）

を受けている団体が最も多いが、任意団体と比べると「事業委託」（42.8％）を受けたり、「協

働事業を提案し実施している」（28.4％）も多い。 

 

 

 

図表 6-31 行政・社会福祉協議会とのつながりの内容（複数回答） 

                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最も多いつながりは助成金・補助金 
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図表 6-32 行政・社会福祉協議会とのつながりの内容（複数回答／法人格別） 

    

 

 

 

(ｎ) 

助成金、補

助金を受け

ている 

活 動 の 場

の提供を受

けている 

情報やアド

バイスを受

けている 

研 修 機 会

の提供を受

けている 

定 期 的 に

情 報 交 換

をしている 

他の団体･

組織との交

流 の 場 の

提供を受け

ている 

【全体】 1758 72.6 43.6 38.2 29.7 23.8 22.7 

任意団体                         1520 76.8 45.7 38.8 31.0 21.9 22.8 

特定非営利活動法人               222 45.5 28.4 33.8 21.2 35.6 21.2 

その他の法人                     10 50.0 60.0 40.0 20.0 50.0 30.0 

無回答 6 66.7 66.7 50.0 50.0 33.3 33.3 

 

(ｎ) 

事 業 委 託

を受けてい

る 

協 働 事 業

を提案し実

施している 

政 策 立 案

過 程 に 参

画している 

職 員 を 対

象にした研

修 等 を 開

催している 

その他 無回答 

【全体】 1758 13.7 13.1 5.7 3.8 1.8 3.6 

任意団体                         1520 9.3 10.7 4.7 2.7 1.4 3.4 

特定非営利活動法人               222 42.8 28.4 12.2 11.3 4.5 5.9 

その他の法人                     10 20.0 30.0 10.0 - 10.0 - 

無回答 6 33.3 16.7 16.7 - - - 
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 （11）行政・社会福祉協議会への要望 

 

 

 

 行政・社会福祉協議会に望むこととしては、「各種申請や事業を実施するまでの手続きを簡

素化してほしい」（32.8％）が最も多く、次いで「書類作成など団体側の事務的負担を少なく

してほしい」（27.4％）、「助成金、人材、他団体の事業などの情報を提供してほしい」（25.1％）

などと続いている。 

 法人格別にみると、「任意団体」では、「各種申請や事業を実施するまでの手続きを簡素化し

てほしい」（31.8％）、「書類作成など団体側の事務的負担を少なくしてほしい」（25.9％）と要

望する団体が多い。「特定非営利活動法人」でも、「各種申請や事業を実施するまでの手続きを

簡素化してほしい」（38.3％）が多いが、「事業委託や協働事業を増やしてほしい」（35.1％）

も多くなっている。 

 

 

図表 6-33 行政・社会福祉協議会への要望（複数回答） 

                    

行政・社会福祉協議会への要望は手続きの簡素化 
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図表 6-34 行政・社会福祉協議会への要望（複数回答／法人格別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

各 種 申 請

や事業を実

施するまで

の手続きを

簡素化して

ほしい 

書 類 作 成

など団体側

の 事 務 的

負担を少な

く してほし

い 

助成金、人

材、他団体

の事業など

の情報を提

供してほし

い 

人 材 養 成

の た め の

研 修 事 業

を提供して

ほしい 

他の団体･

組織との交

流の場を増

やしてほし

い 

団 体 側 の

金 銭 的 負

担を少なく

してほしい 

行政、社会

福 祉 協 議

会 が 提 案

する計画の

立 案 過 程

に参画させ

てほしい 

【全体】 1758 32.8 27.4 25.1 17.9 14.6 11.8 7.7 

任意団体                         1520 31.8 25.9 23.8 18.2 13.9 10.3 5.5 

特定非営利活動法人               222 38.3 36.5 33.3 16.2 19.4 22.1 22.5 

その他の法人                     10 50.0 40.0 40.0 10.0 - 20.0 10.0 

無回答 6 50.0 50.0 33.3 16.7 16.7 - 33.3 

 

(ｎ) 

事 業 委 託

や 協 働 事

業を増やし

てほしい 

企業、商店

などとの交

流の場を増

やしてほし

い 

協働事業

に対して行

政、社会福

祉協議会

側の関 与

を多くして

ほしい 

協働事業に

対 し て 行

政、社会福

祉協議会側

の関与を少

なくしてほし

い 

その他 特にない 無回答 

【全体】 1758 7.5 4.9 4.6 1.0 2.5 22.0 5.8 

任意団体                         1520 3.4 2.8 4.2 0.9 2.5 23.9 5.9 

特定非営利活動法人               222 35.1 18.9 6.8 1.4 2.7 9.0 5.4 

その他の法人                     10 - 10.0 10.0 - - 30.0 - 

無回答 6 16.7 - - - - - - 
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７．今後の取り組み等 

 

（１）活動における問題点・課題 

 

 

 

 活動における問題点、課題としては「活動者の数が足りない」（39.7％）が最も多く、次い

で「世代交代が遅れている」（38.4％）、「活動に必要な資金が不足している」（24.1％）、「活動

者の能力向上が必要である」（23.5％）、「活動がマンネリ化している」（17.3％）などと続いて

いる。 

 法人格別にみると、「任意団体」では、「特に問題はない」（16.0％）という団体も多く、「特

定非営利活動法人」では、「資金不足」が 47.1％と最も多くなっており、次に「活動者数が足

りない」（44.4％）、「活動者の能力向上が必要である」（32.9％）、「世代交代が遅れている」

（32.6％）となっている。 

 活動分野別にみると、「環境保全」では、「活動者の数が足りない」（53.6％）、「世代交代が

遅れている」（51.8％）がそれぞれ半数を超えている。また「まちづくり」でも「世代交代が

遅れている」（53.4％）が半数を超えている。 

 支出総額別にみると、支出総額「500 万円以上 2,000 万円未満」の半数が「資金不足」を課

題としている。 

 

 

 

 図表 7-1 活動における問題点・課題（複数回答） 

               

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 今回調査 前回調査 

（ｎ） 2,515 2,142 

活動者の数が足りない 39.7 38.6 

世代交代が遅れている 38.4 37.3 

活動に必要な資金が不足している 24.1 29.2 

活動者の能力向上が必要である 23.5 23.5 

活動がマンネリ化している 17.3 19.6 

リーダーを支援する体制が弱い 12.0 13.7 

社会的信用や社会での認知度が低い 9.4 10.2 

地域社会との関わりが乏しい 9.4 8.9 

他の団体等との連携や協働が弱い 9.0 （前回不問） 

活動場所の確保が難しい 8.4 8.4 

組織運営・管理の知識、ノウハウが不足している 5.8 6.9 

活動者同士の意思疎通が十分でない 4.1 5.4 

他団体（行政、企業を含む）の進出で活動の場が狭くなった 0.9 1.0 

その他 3.8 6.2 

特に問題はない 14.8 11.3 

無回答 4.0 2.7 

課題は、活動者の数と世代交代 
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      図表 7-2 活動における問題点・課題（複数回答／法人格別） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

活 動 者

の 数 が

足りない 

世 代 交

代 が 遅

れている 

活 動 に

必要な資

金 が 不

足してい

る 

活 動 者

の 能 力

向 上 が

必要であ

る 

活動がマ

ンネリ化

している 

ﾘｰﾀﾞｰを

支援する

体 制 が

弱い 

社 会 的

信 用 や

社会での

認 知 度

が低い 

地 域 社

会との関

わりが乏

しい 

【全体】 2515 39.7 38.4 24.1 23.5 17.3 12.0 9.4 9.4 

任意団体                         2118 38.9 39.6 20.1 21.9 17.8 10.8 7.8 7.7 

特定非営利活動法人               374 44.4 32.6 47.1 32.9 14.2 19.0 17.9 18.7 

その他の法人                     14 35.7 28.6 35.7 14.3 14.3 28.6 21.4 7.1 

無回答 9 33.3 33.3 11.1 22.2 44.4 - - 22.2 

 

(ｎ) 

他 団 体

等との連

携 や 協

働 が 弱

い 

活 動 場

所 の 確

保が難し

い 

組 織 運

営・管理

の知識、

ノウハウ

が不足し

ている 

活 動 者

同 士 の

意 思 疎

通 が 十

分でない 

他 団 体

の進出で

活 動 の

場が狭く

なった 

その他 特 に 問

題はない 

無回答 

【全体】 2515 9.0 8.4 5.8 4.1 0.9 3.8 14.8 4.0 

任意団体                         2118 7.6 7.9 3.2 3.8 0.8 3.9 16.0 4.4 

特定非営利活動法人               374 17.1 11.5 20.1 5.6 1.3 3.7 7.5 1.9 

その他の法人                     14 14.3 7.1 21.4 7.1 - - 28.6 - 

無回答 9 - - - - - - 22.2 - 
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図表 7-3 活動における問題点・課題（複数回答／活動分野別） 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

活 動 者

の 数 が

足りない 

世 代 交

代 が 遅

れている 

活 動 に

必要な資

金 が 不

足してい

る 

活 動 者

の 能 力

向 上 が

必要であ

る 

活動がマ

ンネリ化

している 

ﾘｰﾀﾞｰを

支援する

体 制 が

弱い 

社 会 的

信 用 や

社会での

認 知 度

が低い 

地 域 社

会との関

わりが乏

しい 

【全体】 2515 39.7 38.4 24.1 23.5 17.3 12.0 9.4 9.4 

福祉・保健・医療                 1541 39.4 39.8 21.2 22.8 17.6 11.3 8.3 8.9 

社会教育                         59 44.1 33.9 16.9 27.1 15.3 6.8 8.5 10.2 

まちづくり                       116 36.2 53.4 24.1 21.6 18.1 12.1 6.9 7.8 

文化・スポーツ                   184 35.9 22.8 25.0 26.6 12.5 12.5 8.7 7.6 

環境保全                         110 53.6 51.8 38.2 24.5 24.5 20.0 9.1 13.6 

子ども                           223 38.1 32.3 22.0 26.9 15.7 11.7 10.8 8.1 

ボランティア支援                 19 42.1 31.6 26.3 15.8 21.1 10.5 5.3 10.5 

その他                           176 40.3 33.5 40.3 26.7 15.9 14.2 19.3 14.2 

無回答 87 39.1 41.4 33.3 13.8 20.7 14.9 11.5 12.6 

 

(ｎ) 

他 団 体

等との連

携 や 協

働 が 弱

い 

活 動 場

所 の 確

保が難し

い 

組 織 運

営・管理

の知識、

ノウハウ

が不足し

ている 

活 動 者

同 士 の

意 思 疎

通 が 十

分でない 

他 団 体

の進出で

活 動 の

場が狭く

なった 

その他 特 に 問

題はない 

無回答 

【全体】 2515 9.0 8.4 5.8 4.1 0.9 3.8 14.8 4.0 

福祉・保健・医療                 1541 8.2 8.1 4.5 4.0 0.9 3.6 15.4 4.0 

社会教育                         59 11.9 10.2 6.8 5.1 - 8.5 16.9 1.7 

まちづくり                       116 16.4 5.2 13.8 3.4 - 0.9 17.2 2.6 

文化・スポーツ                   184 6.0 10.9 5.4 2.7 1.6 2.2 15.2 6.0 

環境保全                         110 10.9 6.4 9.1 4.5 0.9 4.5 4.5 3.6 

子ども                           223 8.1 12.1 5.4 5.4 0.9 4.9 17.9 1.8 

ボランティア支援                 19 10.5 10.5 5.3 - 5.3 - 21.1 5.3 

その他                           176 14.2 8.0 11.4 5.1 1.1 5.7 10.2 3.4 

無回答 87 8.0 5.7 3.4 4.6 - 4.6 12.6 9.2 
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図表 7-4 活動における問題点・課題（複数回答／支出総額別） 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

活 動 者

の 数 が

足りない 

世 代 交

代 が 遅

れている 

活 動 に

必要な資

金 が 不

足してい

る 

活 動 者

の 能 力

向 上 が

必要であ

る 

活動がマ

ンネリ化

している 

ﾘｰﾀﾞｰを

支援する

体 制 が

弱い 

社 会 的

信 用 や

社会での

認 知 度

が低い 

地 域 社

会との関

わりが乏

しい 

【全体】 2515 39.7 38.4 24.1 23.5 17.3 12.0 9.4 9.4 

10万円未満 1248 40.3 36.5 17.3 19.0 17.5 9.5 8.1 8.0 

10万円以上、100万円未満 855 39.6 42.3 28.3 26.4 19.1 13.2 9.5 8.7 

100万円以上、500万円未満 129 44.2 45.7 44.2 30.2 11.6 23.3 14.7 15.5 

500万円以上、1,000万円未満 56 37.5 35.7 53.6 39.3 8.9 19.6 8.9 16.1 

1,000万円以上、2,000万円未満 44 47.7 22.7 54.5 31.8 15.9 9.1 25.0 13.6 

2,000万円以上 82 36.6 37.8 25.6 46.3 22.0 24.4 14.6 24.4 

無回答 101 26.7 29.7 16.8 13.9 8.9 6.9 6.9 7.9 

 

(ｎ) 

他 団 体

等との連

携 や 協

働 が 弱

い 

活 動 場

所 の 確

保が難し

い 

組 織 運

営・管理

の知識、

ノウハウ

が不足し

ている 

活 動 者

同 士 の

意 思 疎

通 が 十

分でない 

他 団 体

の進出で

活 動 の

場が狭く

なった 

その他 特 に 問

題はない 

無回答 

【全体】 2515 9.0 8.4 5.8 4.1 0.9 3.8 14.8 4.0 

10万円未満 1248 8.0 7.3 2.6 4.3 0.8 3.8 17.3 4.1 

10万円以上、100万円未満 855 8.8 9.8 4.4 3.3 1.1 3.3 13.9 2.6 

100万円以上、500万円未満 129 16.3 10.1 20.9 6.2 0.8 3.9 3.9 3.9 

500万円以上、1,000万円未満 56 10.7 3.6 19.6 8.9 - 5.4 8.9 1.8 

1,000万円以上、2,000万円未満 44 15.9 13.6 34.1 4.5 2.3 6.8 9.1 4.5 

2,000万円以上 82 15.9 9.8 20.7 3.7 1.2 6.1 8.5 1.2 

無回答 101 5.0 7.9 5.0 3.0 1.0 5.0 16.8 17.8 
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20.4

19.3

26.2

21.4

44.4

21.4

21.2

22.7

14.3

33.3

25.6

24.7

31.6

21.4

22.5

24.3

12.0

35.7

22.2

0.9

1.1

9.1

9.4

7.5

7.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（法人格別）

任意団体 (2118）

特定非営利活動法人 (  374)

その他の法人 (    14)

無回答 (      9 )

現在取り組んでいる セミナー、研修会などの機会があれば是非学びたい

余裕があれば学びたい 特に検討する考えはない

その他 無回答

（２）向上のための取り組み 

 

 

 

 団体の活動や運営能力の向上のための取り組みについては、「現在取り組んでいる」（20.4％）、

「セミナー、研修会などの機会があれば是非学びたい」（21.4％）、「余裕があれば学びたい」

（25.6％）、「特に検討する考えはない」（22.5％）となっている。 

 法人格別にみると、「任意団体」は、先の４回答がそれぞれ２割前後とほぼ同割合となって

いる。「特定非営利活動法人」については、「余裕があれば学びたい」（31.6％）が最も多く、「特

に検討をする考えはない」（12.0％）は少ない。 

 

 

 図表 7-5 向上のための取り組み（単一回答／法人格別） 

             

 

向上のための取り組みを現在行っているのは約２割 
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（３）活動の方向性 

 

 

 

 今後の活動については、「現状を維持する」（56.5％）が最も多く、次いで「拡大、充実する」

（37.9％）で、「縮小する」（1.6％）、「やめる」（0.5％）は僅かであった。 

 地域別にみると、「拡大・充実する」としたのは、「神戸」（41.2％）、「阪神南」（46.8％）、「阪

神北」（50.2％）の阪神間で、４～５割となっている。 

 法人格別にみると、「任意団体」は、「現状を維持する」（60.6％）が多く、「特定非営利活動

法人」は、「拡大、充実する」（64.4％）が多くなっている。 

 発足年別にみると、「発足年」が「2010 年以降」のグループのみ、「拡大・充実する」が「現

状を維持する」を上回っているが、他の年代では、全て「拡大・充実する」が「現状を維持す

る」を下回っている。特に、発足年が「1995 年～1999 年」は、最も大きく下回っており、「縮

小する」が多くなっている。 

 活動分野別にみると、「その他」のみ「拡大・充実する」が「現状を維持する」を上回って

いるが、他の分野では、「拡大・充実する」が「現状を維持する」を下回っている。その中で

も、「まちづくり」、「環境保全」、「ボランティア支援」はその差が少ないが、これら以外の分

野は、その差が大きくなっている。 

支出総額別にみると、支出が多いほど「拡大、充実する」が多くなる傾向がみられ、支出総

額「2,000 万円以上」では約８割（80.5％）に達する。一方、「現状を維持する」は支出が少な

いほど多くなり、「10 万円未満」では６割以上（63.3％）となっている。 

  

 

図表 7-6 活動の方向性（単一回答） 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回調査 前回調査 

（ｎ） 2,515 2,142 

拡大、充実する 37.9 32.0 

現状を維持する 56.5 64.4 

縮小する 1.6 1.9 

やめる 0.5 0.8 

無回答 3.5 0.9 

活動の拡大・充実は約４割、現状維持が半数以上 
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37.9

41.2

46.8

50.2

35.9

36.1

35.7

26.5

29.1

38.6

33.8

56.5

53.7

46.4

46.4

59.6

59.9

59.4

63.6

64.6

56.6

61.5

1.6

2.0

2.4

0.5

1.9

1.4

0.8

2.3

1.8

1.2

0.5

0.3

0.8

0.4

0.4

1.1

0.9

0.7

3.5

2.9

3.6

2.9

2.6

2.2

3.7

6.4

3.6

3.6

4.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（地域別）

神戸 (  663)

阪神南 (  248)

阪神北 (  209)

東播磨 (  156)

北播磨 (  277)

中播磨 (  244)

西播磨 (  264)

但馬 (  223)

丹波 (    83)

淡路 (  148)

拡大、充実する 現状を維持する 縮小する やめる 無回答

37.9

33.3

64.4

28.6

33.3

56.5

60.6

32.6

71.4

66.7

1.6

1.6

1.6

0.5

0.5

0.3

3.5

3.9

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（法人格別）

任意団体 (2118)

特定非営利活動法人 (  374)

その他の法人 (    14)

無回答 (     9 )

拡大、充実する 現状を維持する 縮小する やめる 無回答

図表 7-7 活動の方向性（単一回答／地域別） 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 7-8 活動の方向性（単一回答／法人格別） 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 104 -



37.9

35.6

29.2

26.5

37.4

39.2

58.9

25.3

56.5

59.2

64.6

65.0

57.1

56.8

37.6

65.8

1.6

1.0

2.1

3.2

1.1

1.5

1.2

1.6

0.5

0.8

0.5

0.6

0.6

0.5

0.5

3.5

3.4

3.6

4.7

3.8

2.5

1.7

6.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（発足年別）

1989年以前 (  385)

1990年～1994年 (  192)

1995年～1999年 (  343)

2000年～2004年 (  476)

2005年～2009年 (  525)

2010年以降 (  404)

無回答 (  190)

拡大、充実する 現状を維持する 縮小する やめる 無回答

37.9

35.3

32.2

47.4

39.1

45.5

35.0

47.4

55.7

33.3

56.5

59.0

62.7

50.0

56.0

49.1

61.4

52.6

38.1

54.0

1.6

1.6

3.4

0.5

1.8

1.8

1.1

4.6

0.5

0.4

0.9

0.9

0.4

1.1

1.1

3.5

3.7

1.7

1.7

4.3

2.7

1.3

4.0

6.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（活動分野別）

福祉・保健・医療 (1541)

社会教育 (    59)

まちづくり (  116)

文化・スポーツ (  184)

環境保全 (  110)

子ども (  223)

ボランティア支援 (    19)

その他 (  176)

無回答 (    87)

拡大、充実する 現状を維持する 縮小する やめる 無回答

図表 7-9 活動の方向性（単一回答／発足年別） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 7-10 活動の方向性（単一回答／活動分野別） 
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37.9

30.5

40.4

60.5

60.7

65.9

80.5

20.8

56.5

63.3

55.3

35.7

39.3

29.5

19.5

61.4

1.6

1.9

1.6

1.6

0.5

0.6

0.4

2.3

3.5

3.6

2.3

2.3

2.3

17.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（支出総額別）

10万円未満 (1248)

10万円以上、100万円未満 (  855)

100万円以上、500万円未満 (  129)

500万円以上、1000万円未満 (    56)

1000万円以上、2000万円未満 (    44)

2000万円以上 (    82)

無回答 (  101)

拡大、充実する 現状を維持する 縮小する やめる 無回答

図表 7-11 活動の方向性（単一回答／支出総額別） 
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62.9

56.7

35.6

20.3

14.3

2.5

2.8

1.5

0 10 20 30 40 50 60 70

活動内容の質を高めたり、提供方法を改善したい

活動者の数を増やしたい

活動回数を増やしたり、活動範囲を拡大したい

他の団体等との連携、協働したい

新しい分野に進出したい

NPO法人格の取得を行いたい

その他

無回答

(n=954)

(%)

（４）拡大・充実の方法 

 

 

今後の活動を拡大、充実すると回答した 954 団体に、その内容を聞いたところ、「活動内容

の質を高めたり、提供方法を改善したい」が約６割強（62.9％）と最も多く、次いで「活動者

の数を増やしたい」（56.7％）、「活動回数を増やしたり、活動範囲を拡大したい」（35.6％）と

なっている。 

 法人格別にみると、「特定非営利活動法人」は、「新しい分野に進出したい」（29.5％）、「他

の団体との連携・協働をしたい」（36.9％）で、大幅に「任意団体」の割合を上回っているが、

「活動者の数を増やしたい」は、「特定非営利活動法人」の方が、「任意団体」をわずか（3.9

ポイント）であるが下回っている。 

 発足年別にみると、「活動者の数を増やしたい」は、「1989 年以前」（64.2％）、「1990 年～1994

年」（67.9％）、「1995 年～1999 年」（64.8％）で多くなっているが、他の年代では「活動内容

の質を高めたり、提供方法を改善したい」が最も高くなっている。「活動の回数を増やしたり、

活動範囲を拡大したい」、「他の団体等と連携・協働したい」は、概ね発足年が新しいほど高く

なっている。 

 活動分野別にみると、「活動内容の質を高めたり、提供方法を改善したい」は、「まちづくり」

（74.5％）、「子ども」（71.8％）と多くなっており、「ボランティア支援」では、他の分野と比

べると「新しい分野に進出したい」（33.3％）、「他の団体との連携・協働をしたい」（33.3％）

も多くなっている。 

 

 

図表 7-12 拡大・充実の方法（複数回答） 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

 

 

 

活動内容の質や提供方法の改善が６割強 
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図表 7-13 拡大・充実の方法（複数回答／法人格別） 

 

 

図表 7-14 拡大・充実の方法（複数回答／発足年別） 

  

 

図表 7-15 拡大・充実の方法（複数回答／活動分野別） 

 

 

(ｎ) 

活動内容

の質を高

めたり、提

供方法を

改善 した

い 

活動者の

数を増や

したい 

活動回数

を増 や し

たり、活動

範囲を拡

大したい 

他団体等

と の 連

携 、協働

したい 

新 しい分

野に進出

したい 

NPO 法人

格の取得

を行いた

い 

その他 無回答 

【全体】 954 62.9 56.7 35.6 20.3 14.3 2.5 2.8 1.5 

任意団体                         706 60.2  57.4  31.3  14.7  8.9  3.3  3.1  1.7 

特定非営利活動法人               241 71.4  53.5  47.7  36.9  29.5  - 2.1  0.8 

その他の法人                     4 50.0  100.0  50.0  25.0  - - - - 

無回答 3 33.3  100.0  66.7  - 66.7  33.3  - - 

 

(ｎ) 

活動内容

の質を高

め た り 、

提供方法

を改善 し

たい 

活動者の

数を増や

したい 

活動回数

を増やし

た り 、 活

動範囲を

拡大した

い 

他団体等

と の 連

携、協働

したい 

新しい分

野に進出

したい 

NPO 法人

格の取得

を行いた

い 

その他 無回答 

【全体】 954 62.9 56.7 35.6 20.3 14.3 2.5 2.8 1.5 

1989年以前 137 60.6 64.2 29.2 13.9 8.0 1.5 2.2 1.5 

1990年～1994年 56 62.5 67.9 25.0 8.9 1.8 - - 5.4 

1995年～1999年 91 60.4 64.8 23.1 12.1 8.8 1.1 5.5 1.1 

2000年～2004年 178 69.1 50.6 32.0 22.5 12.4 2.2 5.1 - 

2005年～2009年 206 59.7 51.9 34.5 20.4 21.4 2.9 1.5 1.9 

2010年以降 238 67.2 54.6 51.7 30.3 19.3 3.8 2.1 0.8 

無回答 48 43.8 60.4 29.2 10.4 8.3 4.2 4.2 4.2 

 

(ｎ) 

活動内容

の質を高

めたり、提

供方法を

改善 した

い 

活動者の

数を増や

したい 

活動回数

を増やし

た り 、 活

動範囲を

拡大した

い 

他団体等

と の 連

携、協働

したい 

新しい分

野に進出

したい 

NPO 法人

格の取得

を行いた

い 

その他 無回答 

【全体】 954 62.9 56.7 35.6 20.3 14.3 2.5 2.8 1.5 

福祉・保健・医療                 544 60.3 57.7 33.6 16.5 13.8 2.0 3.1 1.8 

社会教育                         19 68.4 42.1 26.3 26.3 - - 5.3 - 

まちづくり                       55 74.5 52.7 43.6 29.1 18.2 3.6 1.8 - 

文化・スポーツ                   72 62.5 58.3 34.7 19.4 9.7 2.8 1.4 - 

環境保全                         50 60.0 64.0 34.0 30.0 18.0 2.0 4.0 - 

子ども                           78 71.8 56.4 38.5 28.2 12.8 3.8 1.3 - 

ボランティア支援                 9 55.6 44.4 33.3 33.3 33.3 - - - 

その他                           98 69.4 59.2 40.8 25.5 17.3 2.0 2.0 3.1 

無回答 29 48.3 34.5 44.8 13.8 17.2 10.3 6.9 3.4 
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８．災害時の救援・復興支援活動 

 

（１）団体としての救援、復興支援活動 

 

 

 

「活動しなかった」「無回答」を除いた 639 団体が最近の災害時に活動しており、全体の

25.4％となっている。 

その救援・復興支援をした災害は、「平成 23 年東日本大震災」（17.9％）が最も多く、次い

で、「平成 16 年台風 23 号（豊岡・淡路等被災）」（6.0％）「平成 21 年台風９号（佐用町等被災）」

（5.8％）となっており、「活動をしなかった」は約７割（69.7％）となっている。 

 地域別にみると、「西播磨」では、「平成 21 年台風９号（佐用町等被災）」（24.2％）を、「但

馬」「淡路」では、「平成 16 年台風 23 号（豊岡・淡路等被災）」（18.4％、12.2％）の災害を多

く支援している。「丹波」では、「活動しなかった」（81.9％）割合が高くなっている。 

 法人格別では、「特定非営利活動法人」は「任意団体」と比べて、「平成 23 年東日本大震災」

（26.2％）、「平成 16 年新潟県中越地震」（2.4％）など、遠方の支援が多くなっている。 

  発足年別にみると、全体的に「平成 23 年東日本大震災」での活動が多いが、その年代は｢2005

年～2009 年｣（21.5％） が最も多く、次いで「1989 年以前」（20.5％）となっている。また、

「活動しなかった」は、「2010 年以降」（79.0％）が最も多く、次いで、阪神・淡路大震災直後

に発足した｢1995 年～1999 年｣（72.6％）となっている。 

 

 

図表 8-1 災害時の団体としての救援、復興支援（複数回答） 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 回答数 構成比（％） 

（ｎ） 2,515  

平成 23 年東日本大震災 450 17.9 

平成 19 年新潟県中越沖地震 40 1.6 

平成 19 年能登半島地震 14 0.6 

平成 16 年新潟県中越地震 31 1.2 

平成 23 年台風 12 号（紀伊半島被災） 18 0.7 

平成 21 年台風９号（佐用町等被災） 147 5.8 

平成 16 年台風 23 号（豊岡・淡路等被災） 151 6.0 

その他 49 1.9 

活動しなかった 1,754 69.7 

無回答 122 4.9 

４分の１が、災害救援・復興支援活動を実施 
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図表 8-2 災害時の団体としての救援、復興支援（複数回答／地域別） 

 

 

 

図表 8-3 災害時の団体としての救援、復興支援（複数回答／法人格別） 

 

 

 

図表 8-4 災害時の団体としての救援、復興支援（複数回答／発足年別） 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

東 日 本

大震災 

（Ｈ23） 

新潟県中

越沖地震

（Ｈ19） 

能登半

島地震  

（Ｈ19） 

新潟県中

越 地 震   

（Ｈ16） 

台風１２号    

 

（Ｈ23） 

台風９号    

 

（Ｈ21） 

台風２３号 

 

（Ｈ16） 

その他 活 動  

しなかっ

た 

無回答 

【全体】 2515 17.9 1.6 0.6 1.2 0.7 5.8 6.0 1.9 69.7 4.9 

神戸                             663 18.1 2.7 1.1 2.0 0.8 2.7 3.8 3.2 70.9 5.4 

阪神南                           248 19.4 2.0 0.8 1.2 - 2.8 2.8 1.2 71.0 5.6 

阪神北                           209 23.4 1.4 - 1.4 2.4 4.8 5.3 2.9 67.9 1.9 

東播磨                           156 15.4 0.6 - 0.6 - 3.2 2.6 1.9 78.2 3.2 

北播磨                           277 18.4 2.2 1.4 1.8 1.4 6.5 7.2 0.7 72.6 4.7 

中播磨                           244 13.1 1.2 - - 0.4 6.1 3.3 1.6 77.0 4.5 

西播磨                           264 20.1 - - 0.8 0.8 24.2 4.5 1.5 58.0 4.9 

但馬                             223 15.2 1.3 0.4 0.9 0.4 2.7 18.4 1.8 62.8 6.3 

丹波                             83 9.6 - - - - - 6.0 - 81.9 3.6 

淡路                             148 20.9 0.7 - 1.4 - 2.7 12.2 1.4 63.5 6.1 

 

(ｎ) 

東 日 本

大震災 

（Ｈ23） 

新潟県中

越沖地震

（Ｈ19） 

能登半

島地震  

（Ｈ19） 

新潟県中

越 地 震   

（Ｈ16） 

台風１２号    

 

（Ｈ23） 

台風９号    

 

（Ｈ21） 

台風２３号 

 

（Ｈ16） 

その他 活 動  

しなかっ

た 

無回答 

【全体】 2515 17.9 1.6 0.6 1.2 0.7 5.8 6.0 1.9 69.7 4.9 

任意団体                         2118 16.4 1.4 0.5 1.0 0.8 5.9 6.1 2.0 70.7 5.3 

特定非営利活動法人               374 26.2 2.1 0.8 2.4 0.3 5.1 5.1 1.9 64.7 2.4 

その他の法人                     14 14.3 － - - - 7.1 14.3 - 57.1 7.1 

無回答 9 22.2 22.2 - 11.1 - 11.1 11.1 - 77.8 - 

 

(ｎ) 

東日本

大震災 

（Ｈ23） 

新潟県中

越沖地震

（Ｈ19） 

能登半

島地震  

（Ｈ19） 

新潟県中

越 地 震   

（Ｈ16） 

台風１２号    

 

（Ｈ23） 

台風９号    

 

（Ｈ21） 

台風２３号 

 

（Ｈ16） 

その他 活 動  

しなかっ

た 

無回答 

【全体】 2515 17.9 1.6 0.6 1.2 0.7 5.8 6.0 1.9 69.7 4.9 

1989年以前 385 20.5 2.1 0.3 1.8 0.8 9.1 12.5 4.2 61.0 2.3 

1990年～1994年 192 16.1 2.1 1.0 1.6 1.6 6.8 8.3 3.1 71.4 4.2 

1995年～1999年 343 17.8 2.3 0.9 1.5 1.2 3.2 5.0 2.3 72.6 4.7 

2000年～2004年 476 16.8 2.1 0.8 1.5 0.8 8.0 6.5 1.9 68.3 5.7 

2005年～2009年 525 21.5 0.6 0.2 0.8 0.2 4.8 4.6 1.7 69.7 3.6 

2010年以降 404 15.1 0.7 0.5 0.7 0.2 2.5 1.7 - 79.0 3.7 

無回答 190 13.2 2.1 0.5 1.1 1.1 7.9 4.2 0.5 64.7 14.7 
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（２）活動をしなかった理由 

 

 

 

活動をしなかった理由は「資金的な余裕がない」（23.3％）が最も多く、次いで「被災地が

遠い」（22.3％）、「何をしたらよいかわからない」（21.8％）となっている。 

また、「その他」（23.8％）が最も多くなっているが、その自由記述の中には、「高齢」「募金

等個人で対応」などが多かった。 

地域別では、大きな差は見られないが、「資金の余裕がない」は、「神戸」（27.4％）、「阪神

南」（25.6％）、「中播磨」（27.1％）が多くなっており、「何をしたらよいかわからない」は、「東

播磨」（28.7％）、「西播磨」（27.5％）、「淡路」（33.0％）が多くなっている。 

法人格別でみると、「特定非営利活動法人」は、「資金的な余裕がない」（33.1％）が最も多

くなっているが、「任意団体」では、「被災地が遠い」（23.3％）が多くなっている。 

発足年別でみると、「資金的な余裕がない」では、｢2005 年～2009 年｣（30.6％）が最も多く、

次いで｢1995 年～1999 年｣（25.3％）が多い。また、｢多忙｣では、｢1995 年～1999 年｣（23.3％）

が多くなっている。 

 

 

図表 8-5 活動をしなかった理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 回答数 構成比（％） 

（ｎ） 1,754  

資金的な余裕がない 409 23.3 

被災地が遠い 392 22.3 

何をしたらよいかわからない 383 21.8 

多忙 283 16.1 

情報がない 197 11.2 

被災地と関わりがない 195 11.1 

その他 417 23.8 

無回答 267 15.2 

活動をしなかった理由は、資金的な事情が大きい 
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図表 8-6 活動をしなかった理由（複数回答／地域別） 

 

 

 

図表 8-7 活動をしなかった理由（複数回答／法人格別） 

 

 

 

図表 8-8 活動をしなかった理由（複数回答／発足年別） 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

資金的な

余裕がな

い 

被災地が

遠い 

何をしたら

よいかわか

らない  

多忙 情報がな

い 

被災地 と

関わりが

ない 

その他 無回答 

【全体】 1754 23.3 22.3 21.8 16.1 11.2 11.1 23.8 15.2 

神戸                             470 27.4 20.9 19.1 18.3 11.3 13.4 26.0 13.8 

阪神南                           176 25.6 19.3 17.6 14.2 8.5 10.2 19.3 25.0 

阪神北                           142 24.6 26.1 19.7 20.4 8.5 12.7 21.8 19.0 

東播磨                           122 15.6 24.6 28.7 15.6 10.7 10.7 20.5 15.6 

北播磨                           201 20.4 22.9 22.4 13.9 8.5 10.9 31.3 14.4 

中播磨                           188 27.1 25.5 20.2 17.6 14.9 15.4 17.0 14.4 

西播磨                           153 20.9 22.9 27.5 12.4 13.7 5.9 26.1 12.4 

但馬                             140 20.7 22.1 19.3 12.1 13.6 8.6 32.1 11.4 

丹波                             68 20.6 19.1 23.5 22.1 8.8 5.9 20.6 14.7 

淡路                             94 14.9 21.3 33.0 12.8 13.8 7.4 11.7 11.7 

 

(ｎ) 

資金的な

余裕がな

い 

被災地が

遠い 

何をしたら

よいかわか

らない  

多忙 情報がな

い 

被災地と

関わりが

ない 

その他 無回答 

【全体】 1754 23.3 22.3 21.8 16.1 11.2 11.1 23.8 15.2 

任意団体                             1497 21.7 23.3 22.7 15.7 11.4 10.4 23.5 14.8 

特定非営利活動法人                         242 33.1 15.7 16.5 18.6 10.3 14.9 26.0 17.4 

その他の法人                          8 37.5 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 

無回答 7 14.3 42.9 14.3 14.3 - 28.6 - 14.3 

 

(ｎ) 

資金的な

余裕がな

い 

被 災 地

が遠い 

何 を した ら

よいかわか

らない  

多忙 情報がな

い 

被災地と

関わりが

ない 

その他 無回答 

【全体】 1754 23.3 22.3 21.8 16.1 11.2 11.1 23.8 15.2 

1989年以前 235 17.9 27.7 19.6 13.6 8.9 9.4 21.7 22.1 

1990年～1994年 137 19.7 26.3 28.5 13.9 10.9 10.9 12.4 16.8 

1995年～1999年 249 25.3 22.5 19.7 23.3 11.6 10.8 20.5 14.1 

2000年～2004年 325 24.0 22.5 23.4 14.8 14.8 12.9 20.0 17.2 

2005年～2009年 366 30.6 23.2 24.3 18.0 11.7 11.7 19.4 15.8 

2010年以降 319 19.7 14.4 16.6 12.2 8.8 9.1 46.4 7.5 

無回答 123 19.5 25.2 25.2 17.1 10.6 13.8 11.4 15.4 
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（３）東日本大震災の支援活動期間   

 

 

 

 東日本大震災で支援活動を行った 450 団体にその支援活動の期間を聞いたところ、「震災直

後３ヶ月～平成 24 年３月」（36.4％）が最も多く、次いで「震災直後１ヶ月～３ヶ月以内」

（33.8％）、「平成 24 年４月～平成 25 年３月」(25.8％)、「震災直後１週間～１ヶ月以内」

(23.3％)、「平成 25 年４月～現在」(23.3％)と続いている。また、「震災直後～１週間以内」

(8.2％)は少なかった。 

 地域別にみると、「西播磨」(15.1％)、「神戸」(10.8％)では、震災直後から支援している団

体が多く、また、「神戸」(39.2％)、「阪神南」(33.3％)では、「平成 25 年４月～現在」におい

て、支援している団体が多い。 

 法人格別にみると、「任意団体」に比べ、「特定非営利活動法人」は、支援している団体の割

合が高くなっている。 

 発足年別にみると、大きな差は見られないが、「震災直後１週間～１ヶ月以内」では、「1990

～1994 年」(32.3％)が多く活動し、「震災直後１ヶ月～３ヶ月以内」では、「1989 年以前」

(39.0％)、「1995～1999 年」(36.1％)、「2010 年以降」(36.1％)が多く活動している。 

  

図表 8-9 支援活動を行った期間（複数回答） 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図表 8-10 支援活動を行った期間（複数回答／地域別） 

 

 回答数 構成比（％） 

（ｎ） 450  

震災直後から１週間以内 37 8.2 

震災直後１週間～１ヶ月以内 105 23.3 

震災直後１ヶ月～３ヶ月以内 152 33.8 

震災直後３ヶ月～平成 24 年３月 164 36.4 

平成 24 年４月～平成 25 年３月 116 25.8 

平成 25 年４月～現在 105 23.3 

無回答 57 12.7 

 

(ｎ) 

震災直後

～１週間

以内 

震 災 直 後 

１ 週 間 ～  

１ヶ月以内 

震 災 直 後 

１ ヶ 月 ～  

３ヶ月以内 

震 災 直 後  

３ ヶ 月 ～  

平成 24 年３月 

平成 24 年４月   

～     

平成 25 年３月 

平成 25 年４月 

～ 

現在 

無回答 

【全体】 450 8.2 23.3 33.8 36.4 25.8 23.3 12.7 

神戸                             120 10.8 22.5 34.2 44.2 37.5 39.2 10.0 

阪神南                           48 8.3 20.8 31.3 43.8 41.7 33.3 10.4 

阪神北                           49 6.1 26.5 53.1 44.9 30.6 24.5 6.1 

東播磨                           24 8.3 20.8 16.7 41.7 25.0 16.7 16.7 

北播磨                           51 3.9 19.6 51.0 19.6 15.7 9.8 17.6 

中播磨                           32 3.1 28.1 31.3 25.0 15.6 15.6 18.8 

西播磨                           53 15.1 22.6 28.3 35.8 17.0 18.9 11.3 

但馬                             34 2.9 29.4 23.5 8.8 14.7 5.9 20.6 

丹波                             8 - 12.5 25.0 37.5 - 12.5 25.0 

淡路                             31 9.7 25.8 16.1 48.4 9.7 9.7 9.7 

震災直後１週間から現在まで、常に２割から４割近くが活動  
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図表 8-11 支援活動を行った期間（複数回答／法人格別） 

 

 

 

 

図表 8-12 支援活動を行った期間（複数回答／発足年別） 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

震災直後

～１週間

以内 

震 災 直 後 

１ 週 間 ～  

１ヶ月以内 

震 災 直 後 

１ ヶ 月 ～  

３ヶ月以内 

震 災 直 後  

３ ヶ 月 ～  

平成 24 年３月 

平成 24 年  ４月   

～     

平成 25 年３月 

平成 25 年４月

～ 

現在 

無回答 

【全体】 450 8.2 23.3 33.8 36.4 25.8 23.3 12.7 

任意団体                             348 6.6 22.4 32.2 32.8 20.1 16.7 14.7 

特定非営利活動法人                         98 13.3 26.5 38.8 49.0 44.9 46.9 6.1 

その他の法人                          2 - - 50.0 100.0 100.0 50.0 - 

無回答 2 50.0 50.0 50.0 - - - - 

 

(ｎ) 

震災直後

～１週間

以内 

震 災 直 後 

１ 週 間 ～  

１ヶ月以内 

震 災 直 後 

１ ヶ 月 ～  

３ヶ月以内 

震 災 直 後  

３ ヶ 月 ～  

平成 24 年３月 

平成 24 年  ４月   

～     

平成 25 年３月 

平成 25 年４月

～ 

現在 

無回答 

【全体】 450 8.2 23.3 33.8 36.4 25.8 23.3 12.7 

1989年以前 79 8.9 29.1 39.0 32.9 19.0 15.2 12.7 

1990年～1994年 31 9.7 32.3 22.6 25.8 6.5 12.9 22.6 

1995年～1999年 61 6.6 16.4 36.1 32.8 26.2 23.0 13.1 

2000年～2004年 80 11.3 23.8 32.5 51.3 33.8 30.0 15.0 

2005年～2009年 113 6.2 22.1 35.4 38.1 32.7 23.0 6.2 

2010年以降 61 8.2 18.0 36.1 32.8 24.6 39.3 14.8 

無回答 25 8.0 28.0 20.0 24.0 16.0 4.0 16.0 
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（４）東日本大震災の支援活動内容 

 

 

 

 東日本大震災で支援活動を行った 450 団体のうち、被災地で活動した 145 団体にその支援内

容を聞いたところ、「励ましイベントの開催」（26.2％）、「救援物資の仕分け」（23.4％）、「友

愛訪問」（22.1％）で２割以上になっている。 

 地域別でみると、「励ましイベントの開催」では「神戸」（34.5％）、「阪神南」（41.7％）、淡

路（33.3％）で多くなっている。また、「救援物資の仕分け」は「阪神北」（42.9％）で多くな

っている。 

 法人格別でみると、「救援物資の仕分け」は「任意団体」（30.5％）が多く、「友愛訪問」で

は、「特定非営利活動法人」（32.7％）が多くなっている。 

 発足年別でみると、「励ましイベントの開催」は「2010 年以降」（33.3％）に発足した団体の

割合が最も高くなっている。 

また、被災地外で活動した 411 団体にその支援内容を聞いたところ、「救援物資の提供」

（60.6％）、「義捐金の寄付・募金活動」（59.1％）が半数以上で、「励ましイベントの開催」

（15.8％）、「物品の制作販売」（11.4％）、「避難被災者の支援活動」（10.9％）と続いている。 

 地域別でみると、「救援物資の提供」では、「西播磨」（74.0％）、「丹波」（85.7％）、「淡路」

（83.3％）で多くなっている。 

 法人格別でみると、「救援物資の提供」、「義捐金の寄付・募金活動」では、「任意団体」の割

合が高く、「励ましイベントの開催」、「避難被災者の支援活動」では、「特定非営利活動法人」

の割合が高くなっている。 

 発足年別でみると、「救援物資の提供」では、「1989 年以前」（71.1％）が最も高くなってい

る。また、「義捐金の寄付・募金活動」でも、「1989 年以前」（73.7％）が最も高く、逆に「2010

年以降」（40.0％）では少なくなっている。 

 

 

図表 8-13 被災地での活動（複数回答） 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 回答数 構成比（％） 

（ｎ） 145  

励ましイベントの開催 38 26.2 

救援物資の仕分け 34 23.4 

友愛訪問 32 22.1 

炊き出し 27 18.6 

まちづくり活動 16 11.0 

避難所の運営（避難者のお世話） 9 6.2 

ふれあい喫茶などの交流事業 8 5.5 

その他 42 29.0 

被災地では「励ましイベントの開催」、被災地外では「救援物資の提供」 
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図表 8-14 被災地での活動（複数回答／地域別） 

 

 

 

図表 8-15 被災地での活動（複数回答／法人格別） 

 

 

 

図表 8-16 被災地での活動（複数回答／発足年別） 

    

 

 

 

 

(ｎ) 

励ましイ

ベントの

開催 

救援物資

の仕分け 

友愛訪問 炊き出し まちづく

り活動 

避難所の

運営 

ふれあい

喫茶など

の交流事

業 

その他 

【全体】 145 26.2 23.4 22.1 18.6 11.0 6.2 5.5 29.0 

神戸                             55 34.5 10.9 30.9 14.5 12.7 10.9 10.9 36.4 

阪神南                           12 41.7 16.7 58.3 - 16.7 8.3 - 25.0 

阪神北                           14 28.6 42.9 7.1 7.1 21.4 - 7.1 28.6 

東播磨                           5 20.0 20.0 20.0 - - - - 40.0 

北播磨                           19 5.3 36.8 10.5 47.4 5.3 5.3 - 10.5 

中播磨                           7 14.3 28.6 14.3 28.6 - - 14.3 14.3 

西播磨                           17 11.8 35.3 5.9 17.6 5.9 5.9 - 29.4 

但馬                             7 28.6 14.3 - 28.6 - - - 42.9 

丹波                             - - - - - - - - - 

淡路                             9 33.3 33.3 22.2 22.2 22.2 - - 22.2 

 

(ｎ) 

励ましイ

ベントの

開催 

救援物資

の仕分け 

友愛訪問 炊き出し まちづく

り活動 

避難所の

運営 

ふれあい

喫茶など

の交流事

業 

その他 

【全体】 145 26.2 23.4 22.1 18.6 11.0 6.2 5.5 29.0 

任意団体                             95 26.3 30.5 15.8 21.1 8.4 5.3 5.3 23.2 

特定非営利活動法人                         49 24.5 10.2 32.7 14.3 16.3 8.2 6.1 40.8 

その他の法人                          - - - - - - - - - 

無回答 1 100.0 - 100.0 - - - - - 

 

(ｎ) 

励 ま し イ

ベ ン ト の

開催 

救援物資

の仕分け 

友愛訪問 炊き出し まちづくり

活動 

避難所の

運営 

ふれあい

喫茶など

の交流事

業 

その他 

【全体】 145 26.2 23.4 22.1 18.6 11.0 6.2 5.5 29.0 

1989年以前 17 23.5 29.4 17.6 29.4 5.9 5.9 5.9 17.6 

1990年～1994年 6 - 66.7 - 16.7 - - - 33.3 

1995年～1999年 22 18.2 31.8 18.2 4.5 4.5 13.6 9.1 27.3 

2000年～2004年 31 29.0 19.4 22.6 16.1 22.6 3.2 - 35.5 

2005年～2009年 47 27.7 12.8 25.5 27.7 10.6 6.4 6.4 27.7 

2010年以降 18 33.3 22.2 27.8 11.1 11.1 5.6 11.1 63.6 

無回答 4 50.0 50.0 25.0 - - - - - 
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図表 8-17 被災地外での活動（複数回答） 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8-18 被災地外での活動（複数回答／地域別） 

 

 

 

図表 8-19 被災地外での活動（複数回答／法人格別） 

 

 

 

 

 

 

 回答数 構成比（％） 

（ｎ） 411  

救援物資の提供 249 60.6 

義捐金の寄付・募金活動 243 59.1 

励ましイベントの開催 65 15.8 

物品の制作販売 47 11.4 

避難被災者の支援活動 45 10.9 

被災者の受入、招待活動 25 6.1 

まちづくり活動 9 2.2 

その他 67 16.3 

 

(ｎ) 

救援物資

の提供 

義捐金の

寄付・募

金活動 

励ましイ

ベントの

開催 

物品の制

作販売 

避難被災

者の支援

活動 

被災者の

受入、招

待活動 

まちづく

り活動 

その他 

【全体】 411 60.6 59.1 15.8 11.4 10.9 6.1 2.2 16.3 

神戸                             109 45.9 60.6 24.8 16.5 19.3 9.2 3.7 22.0 

阪神南                           45 48.9 48.9 15.6 22.2 13.3 6.7 - 31.1 

阪神北                           46 60.9 58.7 26.1 8.7 6.5 8.7 4.3 15.2 

東播磨                           23 65.2 69.6 4.3 8.7 8.7 - - 21.7 

北播磨                           45 66.7 60.0 15.6 8.9 6.7 - 2.2 8.9 

中播磨                           27 63.0 63.0 14.8 7.4 7.4 11.1 3.7 11.1 

西播磨                           50 74.0 68.0 4.0 8.0 12.0 2.0 - 4.0 

但馬                             29 65.5 58.6 13.8 6.9 3.4 3.4 - 17.2 

丹波                             7 85.7 57.1 - - - - - 14.3 

淡路                             30 83.3 43.3 3.3 3.3 3.3 10.0 33 6.7 

 

(ｎ) 

救援物資

の提供 

義捐金の

寄付・募

金活動 

励ましイ

ベントの

開催 

物品の制

作販売 

避難被災

者の支援

活動 

被災者の

受入、招

待活動 

まちづく

り活動 

その他 

【全体】 411 60.6 59.1 15.8 11.4 10.9 6.1 2.2 16.3 

任意団体                             323 64.7 60.7 13.6 10.5 8.7 5.0 1.9 15.2 

特定非営利活動法人                         84 46.4 53.6 23.8 15.5 20.2 9.5 3.6 20.2 

その他の法人                          2 - 50.0 - - - 50.0 - 50.0 

無回答 2 50.0 50.0 50.0 - - - - - 
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図表 8-20 被災地外での活動（複数回答／発足年別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

救援物資

の提供 

義捐金の

寄付 ・ 募

金活動 

励 ま し イ

ベ ン ト の

開催 

物品の制

作販売 

避難被災

者の支援

活動 

被災者の

受入、招

待活動 

まちづくり

活動 

その他 

【全体】 411 60.6 59.1 15.8 11.4 10.9 6.1 2.2 16.3 

1989年以前 76 71.1 73.7 6.6 10.5 11.8 11.8 1.3 15.8 

1990年～1994年 28 64.3 78.6 7.1 14.3 7.1 - - 10.7 

1995年～1999年 56 58.9 58.9 12.5 19.6 7.1 7.1 1.8 19.6 

2000年～2004年 77 53.2 51.9 11.7 10.4 14.3 6.5 3.9 22.1 

2005年～2009年 103 56.3 56.3 25.2 11.7 10.7 1.9 1.9 14.6 

2010年以降 50 64.0 40.0 22.0 8.0 14.0 4.0 4.0 16.0 

無回答 21 61.9 66.7 23.8 - 4.8 14.3 - 4.8 
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（５）東日本大震災の支援活動の連携 

 

 

  

支援活動では、「特に協力・連携していない」（34.0％）と「無回答」（18.0％）を除く 216

団体（48.0％）が、他団体と連携している。 

「被災地を拠点とするボランタリー団体」（21.6％）、「被災地外で活動するボランタリー団

体」（21.1％）との連携がそれぞれ２割以上ある。 

地域別にみると、「被災地を拠点とするボランタリー活動団体」との連携では「神戸」（34.2％）、

「淡路」（38.7％）が多く、「被災地外を拠点とする団体」との連携は、「阪神南」（37.5％）が

多くなっている。他の地域では、「特に連携していない」が多い。 

法人格別にみると、「任意団体」は、「連携していない」（37.4％）が最も多いが、「特定非営

利活動法人」は、「被災地を拠点とするボランタリー団体」（40.8％）との連携が最も多く、全

体的に「特定非営利活動法人」の方が、連携して活動している。 

発足年別にみると、「1989 年以前」に発足した団体は、「特に連携していない」が約４割

（43.0％）と多いが、概ね新しい団体ほど連携して活動している。 

 

図表 8-21 被災地で活動を行う団体と協力・連携（複数回答） 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8-22 被災地で活動を行う団体と協力・連携（複数回答／地域別） 

 

 回答数 構成比（％） 

（ｎ） 450  

被災地を拠点とするボランタリー団体 97 21.6 

被災地外で活動するボランタリー団体 95 21.1 

被災地の自治会等地域を基盤とする団体 33 7.3 

その他の団体 35 7.8 

特に協力・連携していない 153 34.0 

無回答 81 18.0 

 

(ｎ) 

被 災 地 を

拠 点 と す

る ボ ラ ン

タ リ ー 団

体 

被災地外で

活動するボ

ランタリー

団体 

被災地の自

治会等地域

を基盤とす

る団体 

そ の 他 の

団体 

特 に 協

力・連携し

ていない 

無回答 

【全体】 450 21.6 21.1 7.3 7.8 34.0 18.0 

神戸                             120 34.2 23.3 12.5 12.5 25.0 11.7 

阪神南                           48 20.8 37.5 12.5 10.4 25.0 14.6 

阪神北                           49 26.5 18.4 6.1 8.2 38.8 10.2 

東播磨                           24 16.7 25.0 - 12.5 45.8 8.3 

北播磨                           51 13.7 5.9 3.9 3.9 45.1 27.5 

中播磨                           32 12.5 21.9 12.5 6.3 31.3 25.0 

西播磨                           53 5.7 22.6 - 7.5 39.6 28.3 

但馬                             34 5.9 11.8 5.9 - 47.1 29.4 

丹波                             8 12.5 12.5 - - 62.5 12.5 

淡路                             31 38.7 22.6 3.2 - 19.4 16.1 

東日本大震災での支援活動で、約半数が他団体と連携 
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図表 8-23 被災地で活動を行う団体と協力・連携（複数回答／法人格別） 

 

 

 

図表 8-24 被災地で活動を行う団体と協力・連携（複数回答／発足年別） 

 

 

(ｎ) 

被 災 地 を

拠 点 と す

る ボ ラ ン

タ リ ー 団

体 

被災地外で

活動するボ

ランタリー

団体 

被災地の自

治会等地域

を基盤とす

る団体 

そ の 他 の

団体 

特 に 協

力・連携し

ていない 

無回答 

【全体】 450 21.6 21.1 7.3 7.8 34.0 18.0 

任意団体                             348 15.8  18.1  5.2  6.9  37.4  21.8  

特定非営利活動法人                         98 40.8  31.6  14.3  11.2  21.4  5.1  

その他の法人                          2 50.0  -  -  -  50.0  -  

無回答 2 50.0  50.0  50.0  -  50.0  -  

 

(ｎ) 

被 災 地 を

拠 点 と す

る ボ ラ ン

タ リ ー 団

体 

被災地外で

活動するボ

ランタリー

団体 

被災地の自

治会等地域

を基盤とす

る団体 

そ の 他 の

団体 

特 に 協

力・連携し

ていない 

無回答 

【全体】 450 21.6 21.1 7.3 7.8 34.0 18.0 

1989年以前 79 16.5 11.4 6.3 7.6 43.0 19.0 

1990年～1994年 31 6.5 12.9 3.2 12.9 38.7 25.8 

1995年～1999年 61 21.3 21.3 3.3 11.5 32.8 21.3 

2000年～2004年 80 22.5 31.3 7.5 5.0 36.3 12.5 

2005年～2009年 113 28.3 20.4 7.1 7.1 32.7 12.4 

2010年以降 61 27.9 24.6 13.1 9.8 27.9 14.8 

無回答 25 8.0 24.0 12.0 - 16.0 48.0 
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（６）今後の東日本大震災被災地支援 

 

 

 

 今後の東日本大震災被災地支援活動については、「これまで通り活動する」（13.0％）と「現

在は活動していないが今後活動する予定」（6.8％）、「規模を拡充する」（0.2％）を合わせると

２割が今後も東日本大震災被災地支援を行うとしている。 

 地域別にみると、「これまで通り活動する」、「現在は活動していないが今後活動する予定」、

「規模を拡充する」の合計で最も多いのは、「淡路」（29.1％）で、その他２割を超える地域は、

「神戸」、「阪神南」、「阪神北」、「東播磨」、「西播磨」となっている。 

法人格別にみると、「これまで通り活動する」、「現在は活動していないが今後活動する予定」、

「規模を拡充する」の合計は、「特定非営利活動法人」（24.3％）が「任意団体」（19.1％）を

上回っている。 

 発足年別にみると、「これまで通り活動する」、「現在は活動していないが今後活動する予定」、

「規模を拡充する」の合計で最も多いのは、「1989 年以前」（22.5％）、次いで「2005 年～2009

年」（21.1％）、「1995 年～1999 年」（21.0％）となっている。 

 

図表 8-25 今後の支援（単一回答） 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8-26 今後の支援（単一回答／地域別） 

 

 回答数 構成比（％） 

（ｎ） 2,515  

これまで通り活動する 328 13.0 

現在活動してないが、今後活動予定 172 6.8 

規模（頻度・参加人数）を拡充する 5 0.2 

今後も活動しない 990 39.4 

活動停止する 72 2.9 

段階的に縮小する 70 2.8 

その他 219 8.7 

無回答 659 26.2 

 

(ｎ) 

これまで

通り活動

する 

現在は活

動してい

ないが、

今後活動

する予定

である 

規模（頻

度・参加

人数等）

を拡充す

る 

今後も活

動しない 

活動を停

止する 

 

段階的に

縮小する 

その他 無回答 

【全体】 2515 13.0 6.8 0.2 39.4 2.9 2.8 8.7 26.2 

神戸                             663 15.1 5.4 0.2 43.6 2.9 3.0 7.4 22.5 

阪神南                           248 15.3 4.8 0.4 37.5 2.0 5.2 10.9 23.8 

阪神北                           209 13.9 8.6 0.5 32.1 4.8 2.9 11.5 25.8 

東播磨                           156 10.9 13.5 - 43.6 1.3 1.9 12.2 16.7 

北播磨                           277 9.7 8.3 - 41.2 3.6 2.2 10.1 24.9 

中播磨                           244 9.0 7.4 0.4 39.3 2.9 3.7 7.0 30.3 

西播磨                           264 14.4 5.7 - 35.6 3.8 2.7 7.6 30.3 

但馬                             223 8.1 5.8 0.4 41.3 2.2 0.4 8.1 33.6 

丹波                             83 10.8 3.6 - 39.8 2.4 1.2 10.8 31.3 

淡路                             148 20.3 8.8 - 29.7 1.4 2.7 5.4 31.8 

東日本大震災の被災地支援活動は、今後も継続 
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図表 8-27 今後の支援（単一回答／法人格別） 

 

 

 

図表 8-28 今後の支援（単一回答／発足年別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

これまで

通り活動

する 

現在は活

動してい

ないが、

今後活動

する予定

である 

規模（頻

度・参加

人数等）

を拡充す

る 

今後も活

動しない 

活動を停

止する 

 

段階的に

縮小する 

その他 無回答 

【全体】 2515 13.0 6.8 0.2 39.4 2.9 2.8 8.7 26.2 

任意団体                             2118 12.2 6.8 0.1 39.9 2.7 2.3 8.7 27.2 

特定非営利活動法人                         374 17.1 6.7 0.5 36.1 4.0 5.9 9.1 20.6 

その他の法人                          14 14.3 14.3 - 42.9 - - - 28.6 

無回答 9 33.3 11.1 - 44.4 - - - 11.1 

 

(ｎ) 

これまで

通り活動

する 

現在は活

動してい

ないが、

今後活動

する予定

である 

規模（頻

度・参加

人数等）

を拡充す

る 

今後も活

動しない 

活動を停

止する 

 

段階的に

縮小する 

その他 無回答 

【全体】 2515 13.0 6.8 0.2 39.4 2.9 2.8 8.7 26.2 

1989年以前 385 14.5 7.5 0.5 37.7 4.4 2.9 8.8 23.6 

1990年～1994年 192 13.0 3.1 - 43.2 4.7 1.6 10.4 24.0 

1995年～1999年 343 15.2 5.5 0.3 41.1 2.3 2.9 7.3 25.4 

2000年～2004年 476 12.2 6.1 0.2 41.2 1.9 2.9 9.7 25.8 

2005年～2009年 525 13.7 7.2 0.2 38.5 3.6 4.4 9.5 22.9 

2010年以降 404 10.4 9.9 - 38.9 1.7 1.7 7.9 29.5 

無回答 190 12.1 5.8 - 34.7 1.6 1.1 6.3 38.4 
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28.3

28.2

24.6

27.3

30.1

27.4

25.0

30.7

29.1

28.9

35.8

7.7

9.4

7.7

5.3

6.4

7.2

10.2

5.7

9.0

7.2

3.4

53.6

53.4

56.0

54.1

57.7

55.2

53.7

54.5

48.4

48.2

50.7

10.5

9.0

11.7

13.4

5.8

10.1

11.1

9.1

13.5

15.7

10.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（地域別）

神戸 (  663)

阪神南 (  248)

阪神北 (  209)

東播磨 (  156)

北播磨 (  277)

中播磨 (  244)

西播磨 (  264)

但馬 (  223)

丹波 (    83)

淡路 (  148)

活動する 活動しない わからない 無回答

（７）今後の災害発生時の支援活動 

 

 

 

 今後の災害発生時に、救済・復興支援活動を行うかどうかについては、「わからない」が半

数以上（53.6％）と多いが、「活動する」も約３割（28.3％）となっている。 

 地域別にみると、「活動する」と答えたのは、「淡路」（35.8％）、次いで「西播磨」（30.7％）、

「東播磨」（30.1％）となっている。 

 法人格別にみると、「活動する」は、「特定非営利活動法人」（36.9％）、「任意団体」（26.5％）

となっている。 

 発足年別にみると、｢1995～1999 年｣では、「活動する」（24.5％）が、他の年代と比べて最も

少なく、「活動しない」（10.5％）は最も多くなっている。 

 

 

図表 8-29 今後の災害発生時の救済・復興支援活動（単一回答） 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8-30 今後の救済・復興支援活動（単一回答／地域別） 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 回答数 構成比（％） 

（ｎ） 2,515  

活動する 712 28.3 

活動しない 193 7.7 

わからない 1347 53.6 

無回答 263 10.5 

今後の災害発生時には、約３割が支援 
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28.3

26.5

36.9

50.0

66.7

7.7

8.5

3.5

11.1

53.6

54.5

50.0

35.7

11.1

10.5

10.6

9.6

14.3

11.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（法人格別）

任意団体 (2118)

特定非営利活動法人 (  374)

その他の法人 (    14)

無回答 (       9)

活動する 活動しない わからない 無回答

28.3

35.1

31.8

24.5

26.3

29.0

26.5

25.3

7.7

6.8

8.9

10.5

8.0

6.9

7.9

4.2

53.6

50.9

50.5

55.4

54.0

54.9

54.0

53.2

10.5

7.3

8.9

9.6

11.8

9.3

11.6

17.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（発足年別）

1989年以前 (  385)

1990年～1994年 (  192)

1995年～1999年 (  343)

2000年～2004年 (  476)

2005年～2009年 (  525)

2010年以降 (  404)

無回答 (  190)

活動する 活動しない わからない 無回答

図表 8-31 今後の災害発生時の救済・復興支援活動（単一回答／法人格別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8-32 今後の災害発生時の救済・復興支援活動（単一回答／発足年別） 
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９．兵庫県のボランタリー活動 

 

（１）２０年の振り返り 

 

 

 

 20 年を振り返り、「ボランタリー活動に対する一般的な認知、理解は高まった」、「ボランタ

リー活動が、社会の中で一定の役割を果たすようになった」について、「そう思う」と「やや

そう思う」の割合は、７割を超えており、「思わない」と「あまり思わない」の割合は、1.9％

～2.6％となっている。 

また、「ボランタリー活動を行う団体同士のネットワークが広がった」、「ボランタリー活動

に対する社会制度や支援制度が充実した」について、「そう思う」と「ややそう思う」の割合

は、約５割、「思わない」と「あまり思わない」の割合は、7.2％～7.7％となっている。 

「ボランタリー活動を通じて、「参画と協働」が進んだ」については、「そう思う」と「やや

そう思う」の割合は、半数を超えており、「思わない」と「あまり思わない」の割合は、6.7％

となっている。 

 

 

 

図表 9-1 20 年の振り返り（単一回答）  

                  

※「参画と協働」とは、地域をよりよくするために、行政だけでなく、県民の皆さん一人ひとりが知恵や力を出し合い、

地域課題に取り組むこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 そう思う 
ややそう思

う 

どちらともい

えない 

あまり思わ

ない 
思わない 無回答 

ボランタリー活動に対する一般的な認

知、理解は高まった 
49.2 25.5 9.9 1.9 0.7 12.8 

ボランタリー活動が、社会の中で、一

定の役割を果たすようになった 
45.1 30.6 9.0 1.5 0.4 13.4 

ボランタリー活動を行う団体同士のネ

ットワークが広がった 
20.2 30.6 27.2 5.5 1.7 14.8 

ボランタリー活動に対する社会制度や

支援制度が充実した 
16.3 33.6 27.4 6.2 1.5 14.9 

ボランタリー活動に対する学校教育で

の取り組みが活発になった 
14.5 31.5 30.5 5.7 1.4 16.4 

ボランタリー活動に対する企業の社会

貢献活動が活発になった 
14.0 30.5 29.8 7.4 1.9 16.4 

ボランタリー活動を通じて、「参画と協

働」が進んだ ※ 
15.7 36.3 26.0 5.2 1.5 15.3 

兵庫県のボランタリー活動について、評価が高い 
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図表 9-2 20 年の振り返り（単一回答／16 年度との比較） 

 

※ 平成 26 年度調査の「そう思う」「ややそう思う」を「思う」、「思わない」「あまり思わない」を「思わない」とした。 

  ※ 平成 16 年度調査の「わからない」を「どちらともいえない」とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
思う 思わない どちらともいえない 無回答 

26 年度 16 年度 26 年度 16 年度 26 年度 16 年度 26 年度 16 年度 

ボランタリー活動に対する一般 

的な認知、理解が高まった 
74.7 80.6 2.6 4.4 9.9 9.2 12.8  5.8 

ボランタリー活動が、社会の中で 

一定の役割を果たすようになった 
75.7 (前回不問) 1.9 (前回不問) 9.0 (前回不問) 13.4 (前回不問) 

ボランタリー活動を行う団体同 

士のネットワークが広がった 
50.8 37.5 7.2 16.6 27.2 38.4 14.8 7.4 

ボランタリー活動に対する社会 

制度や支援制度が充実した 
49.9 33.8 7.7 24.2 27.4 34.6 14.9 7.5 

ボランタリー活動に対する学校 

教育での取り組みが活発になった 
46.0 43.8 7.1 12.2 30.5 36.4 16.4 7.6 

ボランタリー活動に対する企業 

の社会貢献活動が活発になった 
44.5 26.4 9.3 20.4 29.8 45.6 16.4 7.6 

ボランタリー活動を通じて「参画 

と協働」が進んだ 
52.0 (前回不問) 6.7 (前回不問) 26.0 (前回不問) 15.3 (前回不問) 
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（２）２０年間の行政の政策 

 

 

 

 20 年間の行政の政策で活動の助けになったのは「助成金」が半数を超えて（56.8％）最も多

く、次いで、「活動場所の提供」（24.7％）、「情報提供・相談」（19.7％）となっている。 

 法人格別にみると、「任意団体」は、「助成金」（59.9％）、「活動場所の提供」（26.9％）が多

い。「特定非営利活動法人」も「助成金」（39.0％）が多いが、「法律の制定」（ＮＰＯ法（51.9％）、

障害者自立（総合）支援法（18.2％）等）、「事業の委託」（17.9％）が多いのも特徴である。 

 活動分野別にみると、「福祉・保健・医療」では、「介護保険法律制定」（10.3％）や「障害

者自立（総合）支援法の制定と運用」（11.0％）にかかる政策が影響を与えている。また、「ボ

ランティア支援」は、「事業の委託」（21.1％）や「認定ＮＰＯ法人制度の創設」（21.1％）も

多くなっている。 

 

 

図表 9-3 20 年間の行政の政策（複数回答） 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 回答数 構成比（％） 

（ｎ） 2,515  

助成金 1,428 56.8 

活動場所の提供 620 24.7 

情報提供・相談 496 19.7 

ボランタリー活動団体間等の交流会の開催 482 19.2 

NPO 法の制定と運用 291 11.6 

活動している場所の整備・改修 261 10.4 

障害者自立（総合）支援法の制定と運用 214 8.5 

介護保険法の制定と運用 197 7.8 

人材育成 172 6.8 

事業の委託 145 5.8 

認定 NPO 法人制度の創設 103 4.1 

個人情報保護法の制定と運用 73 2.9 

指定管理者制度の創設 53 2.1 

その他 9 0.4 

特にない 195 7.8 

わからない 201 8.0 

無回答 202 8.0 

半数以上の団体が、活動の助けは「助成金」 
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図表 9-4 20 年間の行政の政策（複数回答／法人格別） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

助成金 活 動 場 所 の

提供 

情報提供・相

談 

 

ボランタリ

ー活動団体

間等の交流

会の開催 

ＮＰＯ法の制

定と運用 

 

活動してい

る場所の整

備・改修 

 

【全体】 2515 56.8 24.7 19.7 19.2 11.6 10.4 

任意団体                         2118 59.9 26.9 19.5 20.7 4.5 10.7 

特定非営利活動法人               374 39.0 11.5 20.3 10.4 51.9 8.8 

その他の法人                     14 42.9 35.7 14.3 14.3 14.3 7.1 

無回答 9 77.8 22.2 44.4 33.3 - - 

 

(ｎ) 

障害者自立

（総合）支

援法の制定

と運用 

介護保険法の

制定と運用 

人材育成 

 

事業の委託 

 

認定ＮＰＯ

法人制度の

創設 

 

個人情報保

護法の制定

と運用 

【全体】 2515 8.5 7.8 6.8 5.8 4.1 2.9 

任意団体                         2118 6.8 7.2 7.1 3.7 2.6 2.7 

特定非営利活動法人               374 18.2 11.0 5.1 17.9 12.6 3.5 

その他の法人                     14 14.3 21.4 14.3 - 7.1 21.4 

無回答 9 - 11.1 - - - - 

 
(ｎ) 

指定管理者

制度の創設 

その他 特にない わからない 無回答 

【全体】 2515 2.1 0.4 7.8 8.0 8.0 

任意団体                         2118 1.1 0.3 7.7 8.6 8.4 

特定非営利活動法人               374 7.8 0.5 7.8 4.8 5.6 

その他の法人                     14 - - 14.3 7.1 14.3 

無回答 9 - - - - 11.1 
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図表 9-5 20 年間の行政の政策（複数回答／活動分野別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

助成金 活動場所の

提供 

情報提供・相

談 

 

ボランタリ

ー活動団体

間等の交流

会の開催 

ＮＰＯ法の制

定と運用 

 

活動してい

る場所の整

備・改修 

 

【全体】 2515 56.8 24.7 19.7 19.2 11.6 10.4 

福祉・保健・医療 1541 57.3 23.8 19.1 20.7 9.9 9.7 

社会教育 59 57.6 32.2 23.7 13.6 6.8 10.2 

まちづくり 116 60.3 20.7 17.2 19.8 19.0 14.7 

文化・スポーツ 184 52.7 32.6 14.1 21.7 9.2 11.4 

環境保全 110 59.1 19.1 20.9 15.5 14.5 13.6 

子ども 223 61.9 29.6 26.5 17.0 13.0 12.1 

ボランティア支援 19 68.4 36.8 31.6 26.3 26.3 5.3 

その他 176 49.4 22.7 25.0 10.2 23.3 9.7 

無回答 87 47.1 18.4 11.5 16.1 5.7 9.2 

 

(ｎ) 

障害者自立

（総合）支援

法の制定と

運用 

介護保険法

の制定と運

用 

人材育成 

 

事業の委託 

 

認定ＮＰＯ

法人制度の

創設 

 

個人情報保

護法の制定

と運用 

【全体】 2515 8.5 7.8 6.8 5.8 4.1 2.9 

福祉・保健・医療 1541 11.0 10.3 7.2 4.3 4.0 3.4 

社会教育 59 6.8 1.7 10.2 6.8 - 1.7 

まちづくり 116 4.3 6.9 3.4 11.2 3.4 2.6 

文化・スポーツ 184 4.9 1.6 2.7 4.9 4.9 1.6 

環境保全 110 3.6 3.6 4.5 9.1 4.5 1.8 

子ども 223 2.2 3.6 8.1 9.0 3.1 1.3 

ボランティア支援 19 - - 5.3 21.1 21.1 - 

その他 176 6.8 5.1 9.7 9.1 6.3 4.5 

無回答 87 5.7 6.9 5.7 2.3 2.3 - 

 
(ｎ) 

指定管理者

制度の創設 

その他 特にない わからない 無回答 

【全体】 2515 2.1 0.4 7.8 8.0 8.0 

福祉・保健・医療 1541 1.8 0.3 7.9 8.5 8.0 

社会教育 59 3.4 - 10.2 1.7 3.4 

まちづくり 116 5.2 - 6.9 8.6 6.9 

文化・スポーツ 184 4.3 0.5 6.5 7.1 12.0 

環境保全 110 2.7 0.9 5.5 6.4 9.1 

子ども 223 0.4 0.4 8.1 9.0 4.0 

ボランティア支援 19 10.5 - 10.5 - 15.8 

その他 176 1.7 0.6 9.7 4.5 5.7 

無回答 87 - - 5.7 12.6 17.2 
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（３）ひょうごボランタリープラザの利用 

 

 

 

 「特にない」「わからない」「無回答」を除く 1,251 団体（49.7％）が、ひょうごボランタリ

ープラザを利用している。 

その利用内容は、ひょうごボランタリープラザは、「活動資金支援」の利用が４割（40.3％）、

次いで「活動場所の提供」（9.0％）、「情報提供・相談」（8.3％）となっている。 

 地域別にみると、プラザを利用する割合（「特にない」、「わからない」、「無回答」の割合

を除く）は、「神戸」や「東播磨」では、55.1％～58.5％と高く、割合が低い「但馬」や「西

播磨」でも 35.9％～39.0％となっており、全域で利用されている。 

法人格別にみると、「任意団体」は「活動資金支援」（44.1％）で突出しており､「特定非営

利活動法人」は「情報提供・相談」（31.3％）、「活動資金支援」（17.9％）、「交流会・ネットワ

ークづくり」（12.0％）、「活動場所の提供」（10.4％）となっている。 

発足年別にみると、「2010 年以降」に発足した新しい団体は、「特にない」(48.5％)が多くな

っている。 

 活動分野別にみると、いずれも「活動資金支援」が多いが、「社会教育」、「文化・スポーツ」、

｢ボランティア支援｣では「活動場所の提供」が、「環境保全」、「子ども」、｢ボランティア支援｣

では「情報提供・相談」の利用が１割以上ある。 

 

 

 

 図表 9-6 ひょうごボランタリープラザの利用（複数回答） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 回答数 構成比（％） 

（ｎ） 2,515  

活動資金支援（県民ボランタリー活動助成、中間支援等 NPO 助成等） 1,013 40.3 

活動場所の提供（交流サロン） 227 9.0 

情報提供・相談（コラボネット、NPO 設立運営相談） 208 8.3 

交流会・ネットワークづくりの支援（地域づくりネットワーク会議、NPO と行政の

協働会議、企業と NPO のパートナーシップ） 
141 5.6 

調査研究（ボランタリー活動実態調査等） 47 1.9 

災害救援ボランティア活動支援（ボランティアバスの派遣等） 39 1.6 

人材育成（スーパーNPO 育成事業、NPO 等カフェ運営事業、その他研修等） 38 1.5 

その他 20 0.8 

特にない 924 36.7 

わからない 154 6.1 

無回答 186 7.4 

約半数がボランタリープラザを利用 
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図表 9-7 ひょうごボランタリープラザの利用（複数回答／地域別） 

 

 

   ※対象となる団体から「特にない」及び「わからない」と回答した団体と、「無回答」の団体をのぞいた団体数を、プラザ 

    を利用している団体として、その割合を記載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

活動資金支

援 

 

活動場所の

提供 

 

情報提供・相

談 

交流会・ネッ

トワークづ

くりの支援 

調査研究 

 

災害ボラン

ンティア活

動支援 

【全体】 2515 40.3 9.0 8.3 5.6 1.9 1.6 

神戸                             663 43.9 16.0 12.5 7.4 2.0 1.4 

阪神南                           248 39.5 5.6 10.5 4.0 0.8 1.6 

阪神北                           209 38.3 4.8 10.0 5.7 1.9 1.9 

東播磨                           156 42.9 12.2 10.3 7.7 1.9 3.2 

北播磨                           277 46.2 11.2 8.7 6.5 4.0 0.7 

中播磨                           244 39.3 5.3 7.4 6.6 1.2 0.8 

西播磨                           264 33.3 3.8 2.7 2.7 1.1 3.0 

但馬                             223 33.2 3.1 2.2 2.7 0.9 0.9 

丹波                             83 38.6 3.6 2.4 6.0 1.2 2.4 

淡路                             148 39.9 9.5 4.1 4.1 3.4 0.7 

 
(ｎ) 

人材育成 その他 特にない 

 （Ａ） 

わからない 

 （Ｂ） 

無回答 

 （Ｃ） 

プラザ利用 

（Ａ、Ｂ、Ｃを除く） 

【全体】 2515 1.5 0.8 36.7 6.1 7.4 49.7 

神戸                             663 2.0 0.9 32.9 2.6 6.0 58.5 

阪神南                           248 1.6 1.6 36.3 6.0 7.7 50.0 

阪神北                           209 2.4 1.0 39.2 8.6 6.2 45.9 

東播磨                           156 1.3 - 29.5 10.9 4.5 55.1 

北播磨                           277 1.8 1.4 35.7 4.7 5.1 54.5 

中播磨                           244 1.6 0.8 39.8 4.9 8.2 47.1 

西播磨                           264 0.8 - 40.9 11.0 9.1 39.0 

但馬                             223 - 0.4 42.2 9.9 12.1 35.9 

丹波                             83 1.2 1.2 42.2 1.2 12.0 44.6 

淡路                             148 1.4 - 37.2 6.8 8.1 48.0 
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図表 9-8 ひょうごボランタリープラザの利用（複数回答／法人格別） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 9-9 ひょうごボランタリープラザの利用（複数回答／発足年別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｎ) 

活動資金支

援 

 

活動場所の

提供 

 

情報提供・相

談 

交流会・ネッ

トワークづ

くりの支援 

調査研究 

 

災害ボラン

ンティア活

動支援 

【全体】 2515 40.3 9.0 8.3 5.6 1.9 1.6 

任意団体                         2118 44.1 8.7 4.1 4.4 1.6 1.4 

特定非営利活動法人               374 17.9 10.4 31.3 12.0 2.9 1.9 

その他の法人                     14 35.7 7.1 21.4 14.3 7.1 7.1 

無回答 9 66.7 22.2 11.1 - 22.2 11.1 

 (ｎ) 人材育成 その他 特にない わからない 無回答 

【全体】 2515 1.5 0.8 36.7 6.1 7.4 

任意団体                         2118 1.3 0.8 36.3 6.3 7.7 

特定非営利活動法人               374 2.7 1.1 39.0 5.6 5.6 

その他の法人                     14 7.1 - 64.3 - - 

無回答 9 - - 11.1 - 11.1 

 

(ｎ) 

活動資金支

援 

 

活動場所の

提供 

 

情報提供・相

談 

交流会・ネッ

トワークづ

くりの支援 

調査研究 

 

災害ボラン

ンティア活

動支援 

【全体】 2515 40.3 9.0 8.3 5.6 1.9 1.6 

1989年以前 385 47.3 5.2 2.3 2.6 2.9 1.3 

1990年～1994年 192 45.8 6.3 3.6 4.2 1.6 2.1 

1995年～1999年 343 47.8 12.5 5.8 7.9 2.0 2.0 

2000年～2004年 476 45.8 10.3 9.9 6.1 2.3 1.7 

2005年～2009年 525 41.5 11.2 13.9 5.7 1.3 1.5 

2010年以降 404 24.3 8.2 11.9 6.7 1.0 1.0 

無回答 190 23.7 5.8 2.1 5.3 2.1 1.6 

 (ｎ) 人材育成 その他 特にない わからない 無回答 

【全体】 2515 1.5 0.8 36.7 6.1 7.4 

1989年以前 385 0.5 - 37.1 6.2 6.2 

1990年～1994年 192 2.1 1.0 34.9 6.8 6.8 

1995年～1999年 343 2.3 0.6 32.1 4.7 7.0 

2000年～2004年 476 1.7 0.6 34.2 5.3 6.1 

2005年～2009年 525 1.9 1.5 32.6 6.5 5.7 

2010年以降 404 1.2 0.7 48.5 5.4 7.9 

無回答 190 0.5 1.1 38.9 10.5 17.9 
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図表 9-10 ひょうごボランタリープラザの利用（複数回答／活動分野別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

活動資金支

援 

 

活動場所の

提供 

 

情報提供・相

談 

交流会・ネッ

トワークづ

くりの支援 

調査研究 

 

災害ボラン

ンティア活

動支援 

【全体】 2515 40.3 9.0 8.3 5.6 1.9 1.6 

福祉・保健・医療 1541 41.4 7.3 7.1 5.3 1.9 1.9 

社会教育 59 42.4 11.9 5.1 6.8 5.1 - 

まちづくり 116 41.4 6.0 8.6 7.8 0.9 2.6 

文化・スポーツ 184 33.7 15.8 7.1 3.3 - 1.1 

環境保全 110 43.6 8.2 14.5 6.4 3.6 0.9 

子ども 223 42.2 9.4 11.2 3.6 0.9 0.4 

ボランティア支援 19 68.4 21.1 15.8 21.1 10.5 5.3 

その他 176 32.4 16.5 14.8 6.8 2.8 1.1 

無回答 87 32.2 10.3 3.4 11.5 1.1 - 

 (ｎ) 人材育成 その他 特にない わからない 無回答 

【全体】 2515 1.5 0.8 36.7 6.1 7.4 

福祉・保健・医療 1541 1.3 0.7 36.6 6.9 7.1 

社会教育 59 5.1 - 37.3 5.1 3.4 

まちづくり 116 0.9 - 37.9 3.4 8.6 

文化・スポーツ 184 1.1 0.5 39.7 4.9 11.4 

環境保全 110 3.6 1.8 38.2 0.9 .8.2 

子ども 223 0.4 2.2 35.4 7.2 4.0 

ボランティア支援 19 21.1 5.3 10.5 10.5 5.3 

その他 176 1.1 - 40.9 3.4 4.5 

無回答 87 1.1 - 29.9 8.0 19.5 
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（４）ひょうごボランタリープラザへの支援強化要望 

 

 

 

 ひょうごボランタリープラザの支援で、今後さらに強化してほしいことは「活動資金支援」

が半数を超えて（53.4％）おり、次いで「交流会・ネットワークづくりの支援」（18.4％）、「情

報提供・相談」（15.8％）、「活動場所の提供」（14.3％)となっている。 

 現在の利用状況と比較すると、すべての項目で、要望のポイントが上回っている。特に「活

動資金支援」と「交流会・ネットワークづくり支援」については、10 ポイント以上上回ってい

る。 

地域別にみると、いずれも「活動資金支援」が最も多くなっているが、次いで、「神戸」、「淡

路」では「活動場所の提供」、「北播磨」では、「情報提供・相談」、「西播磨」では「災害ボラ

ンティア活動支援」で、その他の地域では「交流会・ネットワークづくりの支援」となってい

る。 

法人格別にみると、いずれも「活動資金支援」が最も多くなっているが、「交流会・ネット

ワークづくりの支援」、「情報提供・相談」では、「特定非営利活動法人」の方が多く支援を望

んでいる。 

 活動の方向性別にみると、「拡大・充実する」の団体で、割合の多いものから「活動資金支

援」（61.0％）、「交流会・ネットワークづくり支援」（27.7％）、「情報提供・相談」（21.9％）

となっているが、「現状維持、縮小」の団体は、「活動資金支援」（49.8％、37.5％）に次いで

「特にない」（14.8％、17.5％）となっている。 

 

 

図表 9-11 ひょうごボランタリープラザの支援強化要望（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 
今後の要望 

現在の 

利用状況 

回答数 構成比（％） 構成比（％） 

（ｎ） 2,515   

活動資金支援（県民ボランタリー活動助成、中間支援等 NPO 助成等） 1,342 53.4 40.3 

交流会・ネットワークづくりの支援（地域づくりネットワーク会議、NPOと行政の協

働会議、企業と NPO のパートナーシップ） 
464 18.4 5.6 

情報提供・相談（コラボネット、NPO 設立運営相談） 398 15.8 8.3 

活動場所の提供（交流サロン） 360 14.3 9.0 

人材育成（スーパーNPO 育成事業、NPO 等カフェ運営事業、その他研修等） 260 10.3 1.5 

災害救援ボランティア活動支援（ボランティアバスの派遣等） 218 8.7 1.6 

調査研究（ボランタリー活動実態調査等） 67 2.7 1.9 

その他 28 1.1 0.8 

特にない 289 11.5 36.7 

わからない 348 13.8 6.1 

無回答 190 7.6 7.4 

半数以上が活動資金支援の強化を希望 
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図表 9-12 ひょうごボランタリープラザの支援強化要望（複数回答／地域別） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

活動資金支

援 

 

交流会・ネッ

トワークづ

くりの支援 

情報提供・相

談 

活動場所の

提供 

 

人材育成 災害ボラン

ンティア活

動支援 

【全体】 2515 53.4 18.4 15.8 14.3 10.3 8.7 

神戸                             663 62.3 20.1 17.8 23.1 10.0 8.6 

阪神南                           248 51.2 21.0 16.9 9.3 10.1 7.3 

阪神北                           209 56.0 19.6 18.7 12.9 9.1 7.7 

東播磨                           156 54.5 25.6 16.0 12.2 10.9 10.3 

北播磨                           277 50.9 18.1 19.1 13.7 13.4 8.7 

中播磨                           244 50.4 20.9 18.0 10.2 11.9 7.4 

西播磨                           264 42.0 10.2 9.5 9.5 7.6 12.5 

但馬                             223 44.8 15.7 12.1 9.4 10.8 8.1 

丹波                             83 54.2 19.3 13.3 8.4 15.7 8.4 

淡路                             148 54.1 12.8 9.5 14.9 6.8 7.4 

 
(ｎ) 

調査研究 

 

その他 特にない わからない 無回答 

【全体】 2515 2.7 1.1 11.5 13.8 7.6 

神戸                             663 2.4 1.8 10.9 7.4 5.3 

阪神南                           248 2.8 2.4 14.9 8.9 8.9 

阪神北                           209 5.7 1.0 8.1 12.9 5.3 

東播磨                           156 4.5 - 6.4 19.2 3.8 

北播磨                           277 2.9 1.1 9.0 17.7 5.8 

中播磨                           244 3.3 1.2 12.7 16.8 9.4 

西播磨                           264 0.8 0.8 14.8 20.8 10.6 

但馬                             223 0.9 - 11.2 17.9 13.0 

丹波                             83 3.6 - 12.0 10.8 12.0 

淡路                             148 1.4 - 15.5 17.6 6.8 
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図表 9-13 ひょうごボランタリープラザの支援強化要望（複数回答／法人格別） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 9-14 ひょうごボランタリープラザの支援強化要望（複数回答／活動の方向性別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｎ) 

活動資金支

援 

 

交流会・ネ

ットワーク

づくりの支

援 

情報提供・相

談 

活動場所の

提供 

 

人材育成 災害ボラン

ンティア活

動支援 

【全体】 2515 53.4 18.4 15.8 14.3 10.3 8.7 

任意団体                         2118 53.4 15.9 13.1 14.5 9.2 8.4 

特定非営利活動法人               374 52.7 32.4 30.2 13.4 16.8 8.8 

その他の法人                     14 42.9 21.4 35.7 14.3 7.1 35.7 

無回答 9 77.8 33.3 22.2 11.1 11.1 22.2 

 
(ｎ) 

調査研究 

 

その他 特にない わからない 無回答 

【全体】 2515 2.7 1.1 11.5 13.8 7.6 

任意団体                         2118 2.1 1.0 11.6 14.6 7.9 

特定非営利活動法人               374 5.3 1.3 11.0 9.6 5.6 

その他の法人                     14 7.1 7.1 7.1 21.4 7.1 

無回答 9 11.1 - 11.1 - 11.1 

 

(ｎ) 

活動資金支

援 

 

交流会・ネ

ットワーク

づくりの支

援 

情報提供・相

談 

活動場所の

提供 

 

人材育成 災害ボラン

ンティア活

動支援 

【全体】 2515 53.4 18.4 15.8 14.3 10.3 8.7 

拡大、充実する 954 61.0 27.7 21.9 19.2 13.3 10.3 

現状を維持する 1422 49.8 13.2 12.6 11.8 8.4 7.8 

縮小する 40 37.5 12.5 12.5 5.0 10.0 7.5 

やめる 12 16.7 - - - 16.7 - 

無回答 87 40.2 9.2 5.7 8.0 9.2 6.9 

 
(ｎ) 

調査研究 

 

その他 特にない わからない 無回答 

【全体】 2515 2.7 1.1 11.5 13.8 7.6 

拡大、充実する 954 4.4 1.4 6.8 10.2 5.8 

現状を維持する 1422 1.5 1.1 14.8 16.3 6.4 

縮小する 40 2.5 - 17.5 22.5 12.5 

やめる 12 - - 25.0 33.3 8.3 

無回答 87 2.3 - 4.6 6.9 43.7 
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33.3

27.9

63.1

50.0

55.6

66.2

71.6

36.9

50.0

44.4

0.4

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（法人格別）

任意団体 (2118)

特定非営利活動法人 (  374)

その他の法人 (    14)

無回答 (      9)

男性 女性 無回答

１０．団体の代表者 

 

（１）代表者の性別 

 

 

 

 団体の代表者は、「男性」が 33.3％、「女性」が 66.2％となっている。 

法人格別にみると、「任意団体」では「男性」が 27.9％、「女性」が 71.6％だが、「特定非営

利活動法人」では「男性」が 63.1％、「女性」が 36.9％となっており、男女比は逆転している。 

  

  

 

 

図表 10-1 代表者の性別（単一回答／法人格別） 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

          

代表者の３分の２が女性 
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0.1

0.1

0.9

0.8

1.9

6.2

4.6

15.8

29.7

27.9

40.6

21.4

11.1

62.5

66.0

41.7

78.6

88.9

0.6

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（法人格別）

任意団体 (2118)

特定非営利活動法人 (  374)

その他の法人 (    14)

無回答 (      9)

20歳未満 20歳以上、34歳以下 35歳以上、49歳以下

50歳以上、64歳以下 65歳以上 無回答

（２）代表者の年齢 

 

 

 

 代表者の６割以上が「65 歳以上」（62.5％）となっている。次いで「50 歳以上、64 歳以下」

(29.7％)で、49 歳以下は１割に満たず（7.2％）、代表者の高齢化が進んでいる。 

 法人格別にみると、「特定非営利活動法人」では、49 歳以下は 17.7％となっている。 

 

   

 

図表 10-2 代表者の年齢（単一回答／法人格別） 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６割以上の代表者は 65 歳以上 
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15.5

15.8

13.6

21.4

11.1

23.1

23.2

22.7

21.4

11.1

14.3

14.0

15.5

21.4

22.2

22.6

21.4

30.2

14.3

11.1

23.7

24.7

17.9

21.4

44.4

0.8

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（法人格別）

任意団体 (2118)

特定非営利活動法人 (  374)

その他の法人 (    14)

無回答 (       9)

1年未満 1年以上、3年未満 3年以上、5年未満 5年以上、10年未満 10年以上 無回答

（３）代表就任期間 

 

 

 

 代表就任期間は「１年未満」が 15.5％、「１年以上、３年未満」が 23.1％、「３年以上、５

年未満」が 14.3％、「５年以上、10 年未満」が 22.6％、「10 年以上」が 23.7％となっている。 

 法人格別にみると 、「任意団体」は「特定非営利活動法人」と比べて「10 年以上」が 6.8

ポイント高くなっている。 

 

 

図表 10-3 代表就任期間（単一回答／法人格別） 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代表に「10 年以上」就任している代表者が約２割 
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9.7

6.8

26.2

14.3

22.2

8.3

7.7

12.0

7.1

35.5

40.7

6.7

28.6

22.2

31.5

33.1

21.9

35.7

44.4

0.2

0.3

6.0

2.8

24.3

11.1

7.7

7.5

8.6

14.3

1.0

1.2

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n)

【全体】 (2515)

（法人格別）

任意団体 (2118)

特定非営利活動法人 (  374)

その他の法人 (    14)

無回答 (     9 )

会社経営者、自営業 会社、行政機関などに勤務

家事従事者 定年退職者・年金生活者

学生 貴グループ・団体の業務にもっぱら従事

その他 無回答

（４）代表者の職業 

 

 

 

 代表者の職業は、「家事従事者」（35.5％）と「定年退職者・年金生活者」（31.5％）が多く

なっている。 

 法人格別にみると、「任意団体」では「家事従事者」（40.7％）と「定年退職者・年金生活者」

（33.1％）が多い。一方、「特定非営利活動法人」では、「家事従事者」（6.7％）と「定年退職

者・年金生活者」（21.9％）よりも「会社経営者、自営業」（26.2％）と「貴グループ･団体の

業務にもっぱら従事」（24.3％）の方が多くなっている。 

  

 

 

図表 10-4 代表者の職業（単一回答／法人格別） 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

代表者の３分の２以上が家事従事者または定年退職者・年金生活者 
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- 1
 - 

 

日
ご
ろ
は
、
ひ
ょ
う
ご
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
プ
ラ
ザ
の
事
業
に
ご
協
力
を
賜
り
、
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。
 

  
さ
て
、
こ
の
た
び
、
当
プ
ラ
ザ
で
は
、
兵
庫
県
か
ら
の
委
託
で
、
下
記
調
査
委
員
会
(
注
)
の
助
言
を
受
け
、
第
８

回
県
民
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
実
態
調
査
（
昭
和
５
９
年
度
か
ら
実
施
）
を
実
施
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
 

  
 今
回
は
、
「
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
元
年
」
と
言
わ
れ
た
阪
神
・
淡
路
大
震
災
か
ら
２
０
年
を
迎
え
る
こ
と
か
ら
、
前

回
同
様
、
県
民
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
を
行
っ
て
い
る
団
体
や
グ
ル
ー
プ
の
実
態
、
課
題
、
ニ
ー
ズ
等
を
把
握
す
る

と
と
も
に
、
阪
神
・
淡
路
大
震
災
か
ら
２
０
年
の
兵
庫
の
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
等
の
取
組
を
評
価
し
、
今
後
の
支

援
方
策
を
検
討
す
る
た
め
の
基
礎
資
料
と
し
ま
す
。
 

  
 調
査
票
は
、
公
開
さ
れ
て
い
る
県
内
の
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
、
市
区
町
社
会
福
祉
協
議
会
が
把
握
し
て
い
る
団
体
、
平

成
２
５
年
度
県
民
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
助
成
エ
ン
ト
リ
ー
団
体
か
ら
、
無
作
為
に
抽
出
し
た
グ
ル
ー
プ
･
団
体
に

送
付
い
た
し
ま
し
た
。
 

重
複
が
な
い
よ
う
精
査
い
た
し
ま
し
た
が
、
調
査
票
が
重
ね
て
届
き
ま
し
た
ら
、
い
ず
れ
か
一
つ
の
調
査
票
に

ご
回
答
い
た
だ
け
れ
ば
幸
い
で
す
。
 

   
な
お
、
調
査
結
果
は
、
す
べ
て
統
計
的
に
処
理
、
分
析
し
、
ご
記
入
い
た
だ
い
た
方
の
個
人
情
報
や
団
体
ご
と

の
情
報
な
ど
個
別
の
情
報
を
公
開
す
る
こ
と
は
一
切
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
ご
安
心
の
う
え
、
お
答
え
く
だ
さ
い
。
 

  
ご
多
忙
中
の
と
こ
ろ
恐
縮
で
す
が
、
是
非
、
ご
理
解
、
ご
協
力
賜
り
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。
 

    
 
 
  
平
成
２
６
年
７
月
 

    
各
位
 

 

兵
庫
県
社
会
福
祉
協
議
会
 

ひ
ょ
う
ご
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
プ
ラ
ザ
 

所
 
長
 
 
 
室
 
﨑
 
益
 
輝
 

      
 

 

 (
注
)
 
調
査
委
員
会
の
委
員
は
、
下
記
の
方
々
で
す
。
 

 
  
 
 

 
 
 

 
  
 
 

 
 
 

宮
垣
 
元
 
委
員
長
(
慶
應
義
塾
大
学
総
合
政
策
学
部
教
授
)
 

山
口
一
史
 
委
員
 
(
特
定
非
営
利
活
動
法
人
ひ
ょ
う
ご
･
ま
ち
･
く
ら
し
研
究
所
常
務
理
事
)
 

江
見
 
淳
 
委
員
 
(
生
活
協
同
組
合
コ
ー
プ
こ
う
べ
地
域
活
動
推
進
部
統
括
部
長
)
 

松
村
吉
隆
 
委
員
 
(
社
会
福
祉
法
人
神
戸
市
社
会
福
祉
協
議
会
広
報
交
流
部
広
報
交
流
課
長
)
 

【
資
料
編
】
 

Ⅰ
．
調
査
票
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 【
調
査
票
の
記
載
に
つ
い
て
の
お
願
い
】
 

                     
 ＜
調
査
実
施
機
関
･
お
問
い
合
せ
先
＞

 
 
 ひ
ょ
う
ご
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
プ
ラ
ザ
 
交
流
支
援
部

 
 
  
 
〒
６
５
０
－
０
０
４
４
 
神
戸
市
中
央
区
東
川
崎
町
１
－
１
－
３
 
 
神
戸
ク
リ
ス
タ
ル
タ
ワ
ー
６
階

 
 
 
電
話
  
０
７
８
－
３
６
０
－
８
８
４
５
 
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
 
０
７
８
－
３
６
０
－
８
８
４
８

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
 
  
 
 
 
 
転
送
先
指
示
書
 

   
 
ひ
ょ
う
ご
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
プ
ラ
ザ
 
行
 

 

調
査
票
は
、
下
記
に
転
送
し
て
く
だ
さ
い
。
 

   
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  
記

 

 
 

    

     

 

１
．
ご
記
入
方
法

 
 
(1
)
 
特
に
断
り
の
な
い
場
合
は
、
該
当
す
る
番
号
を
一
つ
だ
け
選
ん
で
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。

 
 
  
 
 
設
問
に
よ
っ
て
は
、
あ
て
は
ま
る
項
目
す
べ
て
に
○
印
を
つ
け
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

 
 
(2
)
 
そ
の
他
を
選
ん
だ
場
合
は
、
そ
の
内
容
を
(
 
 
 
  
)
内
に
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 
 
(3
)
  

の
欄
に
は
数
字
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 
 
(4
)
 
特
に
断
り
の
な
い
場
合
は
、
平
成
２
６
年
７
月
１
日
現
在
の
状
況
に
つ
い
て
ご
回
答
く
だ
さ
い
。

 
 ２
．
ご
回
答
の
期
限

 
 
 ご
記
入
い
た
だ
き
ま
し
た
調
査
票
は
、
同
封
の
「
料
金
受
取
人
払
」
の
封
筒
に
入
れ
て
、
 

平
成
２
６
年
７
月
３
１
日
（
木
）
ま
で
に
ご
投
函
く
だ
さ
い
(
切
手
は
不
要
で
す
)
。

 
 ３
．
ご
回
答
い
た
だ
く
方

 
  
で
き
る
だ
け
代
表
者
に
ご
記
入
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
調
査
票
が
現
在
の
代
表
者
で
は
な
い
方
に
届
き
ま
し
た
と

き
は
、
お
手
数
で
す
が
、
下
記
の
転
送
先
指
示
書
に
ご
記
入
、
切
り
離
し
の
う
え
、
同
封
の
「
料
金
受
取
人
払
」
の

封
筒
に
入
れ
て
ご
投
函
く
だ
さ
い
(切
手
は
不
要
で
す
)
。

 
 ４
．
個
人
情
報
の
保
護
に
つ
い
て
の
お
約
束

 
  
い
た
だ
き
ま
し
た
個
人
情
報
に
つ
き
ま
し
て
は
、
兵
庫
県
社
会
福
祉
協
議
会
個
人
情
報
保
護
規
程
に
も
と
づ
き
厳

正
に
取
り
扱
い
ま
す
。
分
析
は
す
べ
て
統
計
的
に
処
理
さ
れ
ま
す
の
で
、
ご
安
心
の
う
え
、
お
答
え
く
だ
さ
い
。
 

 団
体

名
 
 

代
表
者
氏
名
 
  

 団
体
住
所
 

 
〒
 

 
 

  

キ リ ト リ 
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平
成
２
６
年
度
 
県
民
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
実
態
調
査
票
 

  

 (
ふ
り
か
な
)
 

団
体
名

 
 

団
体
連
絡
先
 

 

  
  
  
 
 
  
  
市

 
  
  
  
 
 
  
  
区
 
 
  
  
 
 
  
町
 
  
 
  
 
丁
目
 
  
 
 
 
  
 
番
  
  
 
  
 
  
 
号

 
 
  
  
 
 
  
  
町

 

   

記
入
担
当
者

 

 
団
体
で
の
役
職

 
 

 
氏
名

 
 

 
電
話

 
 

 
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ

 
 

 
電
子
メ
ー
ル

 
 

 

法
人
格

 
 
１
．
任
意
団
体
 
 
 
 
 
 
 

２
．
特
定
非
営
利
活
動
法
人

 
 
３
．
そ
の
他
の
法
人
（
法
人
の
種
類
：
  
  
 
  
  
 
 
 
  
  
 
  
  
 
  
）

 

団
体
の
発
足
 

(法
人
の
場
合
は
設
立
)
西
暦
（
 
 
 
 
 
 
 
）
年
 

 

会
員
の
有
無
 

１
．
貴
グ
ル
ー
プ
・
団
体
の
活
動
者
が
会
員
 

２
．
活
動
者
と
、
活
動
の
対
象
や
サ
ー
ビ
ス
や
支
援
を
受
け
る
方
の
双
方
が
会
員
 

３
．
会
員
制
は
と
っ
て
い
な
い
 

会
費
の
有
無

 
 
１
．
会
費
を
集
め
て
い
る
 
 
 
 
 
 
 
 
２
．
会
費
は
集
め
て
い
な
い

 

              

※
記
入
不
要
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          問
１
．
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
は
、
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
を
行
っ
て
い
る
団
体
で
す
か
。
（
○
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

 
 
 
 
※
 
法
人
の
場
合
は
、
法
人
設
立
以
降
の
こ
と
を
お
答
え
く
だ
さ
い
。
（
以
下
の
問
い
も
同
じ
）
 

１
．
 ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
を
主
た
る
目
的
と
し
た
グ
ル
ー
プ
・
団
体
で
あ
る

 
２
．
 ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
を
主
た
る
目
的
と
し
て
は
い
な
い
が
、
活
動
の
一
環
と
し
て
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
を
 

行
っ
て
い
る
 

３
．
 ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
は
行
っ
て
い
な
い
（
→
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
調
査
は
こ
れ
で
終
わ
り
で
す
。
 
 

こ
の
ま
ま
ご
返
送
く
だ
さ
い
。
）

 
 問
２
．
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
の
活
動
に
つ
い
て
お
た
ず
ね
し
ま
す
。
 

（
１
）
貴
グ
ル
ー
プ
・
団
体
が
行
っ
て
い
る
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
の
分
野
と
し
て
、
１
～
2
1
の
う
ち
該
当
す
る
番
 

号
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。
（
○
は
い
く
つ
で
も
）
 

 

１
．
保
健
・
医
療
の
増
進
 
（
例
：
健
康
づ
く
り
、
難
病
者
の
心
の
ケ
ア
、
医
療
環
境
の
改
善
等
）
 

２
．
福
祉
の
増
進
 
 
 
 
（
例
：
高
齢
者
福
祉
、
児
童
・
母
子
福
祉
、
障
害
者
（
児
）
福
祉
等
）
 

３
．
社
会
教
育
の
推
進
 
 
（
例
：
学
習
機
会
の
提
供
、
社
会
教
育
の
推
進
等
）
 

４
．
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
 
（
例
：
町
並
み
保
存
、
ま
ち
の
活
性
化
等
）
 

５
．
観
光
振
興
 
 
 
（
例
：
観
光
商
品
開
発
、
地
域
ブ
ラ
ン
ド
作
り
、
観
光
に
よ
る
町
お
こ
し
等
）
 

６
．
農
山
漁
村
又
は
中
山
間
地
域
の
振
興
 
(
例
：
過
疎
化
防
止
活
動
、
都
市
と
農
村
の
交
流
等
)
 

７
．
文
化
、
芸
術
、
ス
ポ
ー
ツ
の
振
興
 
（
例
：
文
化
・
芸
術
の
活
動
、
ス
ポ
ー
ツ
活
動
）
 

８
．
環
境
の
保
全
 
（
例
：
自
然
環
境
保
護
、
公
害
問
題
、
リ
サ
イ
ク
ル
等
）
 

９
．
災
害
救
援
 
 
（
例
：
災
害
時
救
援
、
災
害
防
止
等
）
 

1
0
．
地
域
安
全
 
 
（
例
：
交
通
安
全
、
犯
罪
防
止
、
火
災
予
防
等
）
 

1
1
．
人
権
の
擁
護
、
平
和
の
推
進
 
（
例
：
法
律
相
談
、
セ
ク
ハ
ラ
防
止
、
Ｄ
Ｖ
防
止
、
平
和
の
推
進
等
）
 

1
2
．
国
際
協
力
 
 
（
例
：
国
際
協
力
･
交
流
、
多
文
化
共
生
、
難
民
支
援
、
留
学
生
受
入
等
）
 

1
3
．
男
女
共
同
参
画
社
会
の
形
成
の
促
進
 
 
（
例
：
男
性
の
育
児
促
進
、
働
く
女
性
の
環
境
改
善
等
）
 

1
4
．
子
ど
も
の
健
全
育
成
 
（
例
：
不
登
校
児
の
フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル
、
子
ど
も
の
虐
待
防
止
、
 

子
ど
も
の
非
行
防
止
、
地
域
の
子
育
て
支
援
等
）
 

1
5
．
情
報
化
社
会
の
発
展
 
（
例
：
IT
技
術
開
発
、
情
報
化
支
援
、
情
報
技
術
者
の
育
成
等
）
 

1
6
．
科
学
技
術
の
振
興
 
 
（
例
：
科
学
技
術
の
支
援
、
研
究
、
普
及
啓
発
等
）
 

1
7
．
経
済
活
動
の
活
性
化
 
（
例
：
起
業
支
援
、
経
営
相
談
、
経
済
活
性
化
の
取
り
組
み
等
）
 

1
8
．
職
業
能
力
の
開
発
又
は
雇
用
機
会
の
拡
充
 
（
例
：
職
業
訓
練
、
労
働
相
談
、
雇
用
機
会
の
提
供
等
）
 

1
9
．
消
費
者
の
保
護
 
 
 
（
例
：
生
活
情
報
提
供
、
消
費
者
の
苦
情
・
ク
レ
ー
ム
相
談
等
）
 

2
0
．
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
N
PO
へ
の
支
援
 
（
例
：
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
市
民
活
動
セ
ン
タ
ー
、
N
PO
セ
ン
タ
ー
等
）
 

2
1
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 

本
調
査
で
は
、
次
の
い
ず
れ
の
項
目
に
も
該
当
し
、
問
２
に
あ
る
分
野
の
活
動
を
行
っ
て
い
る
団
体
を
対
象
と
し
て
い
ま
す
。

 
「
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
と
は
」
 

①
県
民
が
行
い
、
又
は
県
民
の
た
め
に
行
う
活
動
で
あ
る
こ
と

 
②
自
発
的
で
自
律
的
な
活
動
で
あ
る
こ
と

 
③
不
特
定
か
つ
多
数
の
利
益
の
増
進
に
寄
与
す
る
営
利
を
目
的
と
し
な
い
活
動
で
あ
る
こ
と

 
④
宗
教
活
動
･
政
治
活
動
を
主
た
る
目
的
と
す
る
活
動
等
で
な
い
こ
と
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 （
２
）
（
１
）
で
回
答
し
た
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
分
野
の
う
ち
、
１
番
中
心
と
な
る
分
野
、
ま
た
２
番
目
の
分
野
は
 

ど
れ
で
す
か
。
該
当
す
る
分
野
の
番
号
を
そ
れ
ぞ
れ
１
つ
だ
け
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
（
そ
れ
ぞ
れ
数
字
を
記
入
）
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
具
体
的
な
内
容
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
具
体
的
な
内
容
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   （
３
）
（
２
）
で
回
答
し
た
１
番
中
心
と
な
る
分
野
で
は
、
ど
の
よ
う
に
活
動
し
て
い
ま
す
か
。
 

（
○
は
い
く
つ
で
も
）
 

１
．
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
た
り
、
人
材
を
派
遣
す
る

 
 
 ２
．
情
報
提
供
や
、
相
談
・
ア
ド
バ
イ
ス
に
応
じ
る

 
 
 ３
．
親
睦
・
交
流
な
ど
の
場
を
提
供
す
る

 
 
 ４
．
イ
ベ
ン
ト
や
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
を
企
画
・
開
催
す
る

 
 
 ５
．
人
材
育
成
や
研
修
等
を
行
う

 
 
 ６
．
物
品
等
の
製
造
・
提
供
(
販
売
)
を
行
う

 
 
 ７
．
事
務
所
・
会
議
室
等
の
場
を
提
供
す
る

 
 
 ８
．
機
関
紙
・
広
報
誌
、
本
や
雑
誌
な
ど
を
編
集
・
出
版
す
る

 
 
 ９
．
資
格
等
の
認
定
・
推
奨
・
評
価
を
行
う

 
 
 1
0
．
調
査
研
究
を
す
る

 
 
 1
1
．
施
設
の
設
置
、
運
営
を
す
る

 
 
 1
2
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
  
 
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
  
 
  
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
  
  
  
 
 
  
  
  
 
  
）

 
 問
３
．
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
で
は
、
次
の
時
点
と
比
べ
て
、
活
動
の
種
類
は
増
え
ま
し
た
か
。
（
○
は
ひ
と
つ
ず
つ
）
 

  
  
 
  
  
  
  
 
 
  
 
増
え
て
い
る
 
 
や
や
増
え
て
い
る
 
 
変
わ
ら
な
い
 
 
や
や
減
っ
て
い
る
 
 
減
っ
て
い
る
 
 
団
体
が
発
足
し
て
い
な
い
 

１
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
６

 
 
 ①
１
年
前
と
比
べ
て

  
１
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
６

 
②
３
年
前
と
比
べ
て

 
１
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
６

 
③
５
年
前
と
比
べ
て

 
 問
４
．
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
の
主
な
活
動
地
域
は
ど
れ
に
該
当
し
ま
す
か
。
 

発
足
時
と
現
時
点
に
分
け
て
お
答
え
く
だ
さ
い
。
 
（
い
ず
れ
も
○
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

 

主
な
活
動
地
域
 

発
足
時
 

現
在
 

①
 
小
学
校
区
内
 
 

１
 

１
 

②
 
平
成
11
年
以
降
市
町
合
併
す
る
前
の
市
町
内
 

２
 

２
 

③
 
一
つ
の
市
町
内
(
神
戸
市
で
は
区
内
) 
 
 

３
 

３
 

④
 
複
数
の
市
区
町
内
(
郡
域
な
ど
)
 

４
 

４
 

⑤
 
県
内
全
域

 
５
 

５
 

⑥
 
県
域
を
越
え
た
広
域
(
海
外
を
含
む
) 

６
 

６
 

②
2番
目

 
①

1番
目
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  問
５
．
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
の
活
動
者
数
に
つ
い
て
お
た
ず
ね
し
ま
す
。
 

（
１
）
現
在
の
活
動
者
数
は
、
約
何
人
で
す
か
。
（
数
字
を
記
入
）
 

 

 人
 

 
（
２
）
現
在
の
活
動
者
数
は
、
次
の
時
点
と
比
べ
て
ど
の
よ
う
に
変
化
し
て
い
ま
す
か
。
（
○
は
ひ
と
つ
ず
つ
）
 

  
  
 
  
  
  
  
 
 
  
 
増
え
て
い
る
 
 
や
や
増
え
て
い
る
 
 
変
わ
ら
な
い
 
 
や
や
減
っ
て
い
る
 
 
減
っ
て
い
る
 
 
団
体
が
発
足
し
て
い
な
い
 

１
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
６

 
①
１
年
前
と
比
べ
て

 
１
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
６

 
②
３
年
前
と
比
べ
て

 
１
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
６

 
③
５
年
前
と
比
べ
て

 
  問
６
．
男
女
別
、
年
代
別
に
み
て
、
貴
グ
ル
ー
プ
・
団
体
に
お
い
て
中
心
と
な
っ
て
活
動
し
て
い
る
層
は
次
の
う
 

ち
ど
れ
で
す
か
。
 

（
１
）
性
別
（
○
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

 

１
．
ほ
と
ん
ど
が
男
性
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．
や
や
女
性
が
多
い

 
 
２
．
や
や
男
性
が
多
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
．
男
女
ほ
ぼ
同
じ
く
ら
い

 
３
．
ほ
と
ん
ど
が
女
性

 
 （
２
）
年
代
別
（
○
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

 

１
．

20
歳
未
満

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．

50
歳
以
上
、

64
歳
以
下

 
２
．

20
歳
以
上
、

34
歳
以
下

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
．

65
歳
以
上

 
３
．

35
歳
以
上
、

49
歳
以
下

 
 問
７
．
主
と
し
て
活
動
さ
れ
て
い
る
メ
ン
バ
ー
の
方
々
は
、
ど
の
よ
う
な
き
っ
か
け
で
参
加
さ
れ
ま
し
た
か
。
 

 
  
 
  
  
  
  
  
 
  
 
  
 
  
 
  
  
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
  
 
  
  
  
 
 
 
  
 
 
 
 
 
（
○
は
い
く
つ
で
も
）
 

 
 １
．
前
か
ら
い
る
活
動
者
の
紹
介

 
 
 ２
．
ほ
か
の
グ
ル
ー
プ
、
団
体
か
ら
の
紹
介

 
 
 ３
．
行
政
や
社
会
福
祉
協
議
会
(ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
な
ど
)
か
ら
の
紹
介

 
 
 ４
．
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
な
ど
の
中
間
支
援
組
織
か
ら
の
紹
介

 
 
 ５
．
企
業
や
商
店
な
ど
か
ら
の
紹
介

 
 
 ６
．
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
や
イ
ベ
ン
ト
を
通
じ
て

 
 
 ７
．
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
の
出
す
チ
ラ
シ
、
会
報
な
ど
を
通
じ
て

 
 
 ８
．
市
町
な
ど
の
広
報
誌
や
マ
ス
コ
ミ
な
ど
で
の
紹
介
、
案
内

 
 
 ９
．
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
（
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
、
ツ
イ
ッ
タ
ー
、
ブ
ロ
グ
等
含
む
）
で
の
案
内
や
情
報
を
通
じ
て
 

 
10
. 
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
  
 
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
  
 
  
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
  
  
  
 
 
  
  
  
 
  
)
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 問
８
．
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
の
日
頃
の
活
動
状
況
は
ど
の
程
度
で
す
か
（
事
務
的
な
打
ち
合
わ
せ
は
除
き
ま
す
）
。
 

（
１
）
１
年
間
の
活
動
回
数
（
○
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

   
１
．

5回
程
度
以
下

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．

24
回
以
上
、

36
回
以
下

 
  
２
．

6回
以
上
、

11
回
以
下

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
．

37
回
以
上

 
  
３
．

12
回
以
上
、

23
回
以
下

 
 （
２
）
１
回
あ
た
り
の
活
動
者
数
（
○
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

   
１
．

4人
以
下

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
４
．

20
人
以
上
、

49
人
以
下

 
  
２
．

5人
以
上
、

9人
以
下

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ５
．

50
人
以
上
、

99
人
以
下

 
  
３
．

10
人
以
上
、

19
人
以
下

  
 

  
  

  
  

  
  

  
 
 

 ６
．

10
0人
以
上

 
  問
９
．
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
の
活
動
に
お
い
て
、
直
接
対
象
と
な
る
方
々
(
利
用
者
)
に
つ
い
て
お
た
ず
ね
し
ま
す
。
 

（
１
）
現
在
の
利
用
者
数
は
お
よ
そ
何
人
で
す
か
。
（
数
字
を
記
入
）
 

  
 

人
 
 
※
直
接
対
象
と
な
る
人
が
い
な
い
場
合
は
「
０
」
と
ご
記
入
く
だ
さ
い
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （
２
）
現
在
の
利
用
者
数
は
、
次
の
時
点
と
比
べ
て
ど
の
よ
う
に
変
化
し
て
い
ま
す
か
。
（
○
は
ひ
と
つ
ず
つ
）
 

   
  
  
  
  
  
 
 
  
 
増
え
て
い
る
 
 
や
や
増
え
て
い
る
 
 
変
わ
ら
な
い
 
 
や
や
減
っ
て
い
る
 
 
減
っ
て
い
る
 
 
団
体
が
発
足
し
て
い
な
い
 

１
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
６

 
①
１
年
前
と
比
べ
て

 
１
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
６

 
②
３
年
前
と
比
べ
て

 
１
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
６

 
③
５
年
前
と
比
べ
て

 
  問
10
．
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
の
活
動
の
直
接
対
象
と
な
る
方
々
（
利
用
者
）
は
、
ど
の
よ
う
な
き
っ
か
け
で
 

利
用
が
始
ま
り
ま
し
た
か
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
○
は
い
く
つ
で
も
）
 

 

１
．
前
か
ら
い
る
利
用
者
や
活
動
者
の
紹
介

 
 
 ２
．
ほ
か
の
グ
ル
ー
プ
、
団
体
か
ら
の
紹
介

 
 
 ３
．
行
政
や
社
会
福
祉
協
議
会
(ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
な
ど
)
か
ら
の
紹
介

 
  
４
．
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
な
ど
の
中
間
支
援
組
織
か
ら
の
紹
介

 
 
 ５
．
企
業
や
商
店
な
ど
か
ら
の
紹
介

 
 
 ６
．
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
や
イ
ベ
ン
ト
を
通
じ
て

 
 
 ７
．
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
の
出
す
チ
ラ
シ
、
会
報
な
ど
を
通
じ
て

 
 
 ８
．
市
町
な
ど
の
広
報
誌
や
マ
ス
コ
ミ
な
ど
で
の
紹
介
、
案
内

 
 
 ９
．
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
（
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
、
ツ
イ
ッ
タ
ー
、
ブ
ロ
グ
等
含
む
）
で
の
案
内
や
情
報
を
通
じ
て

 
 
 1
0
. 
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
  
 
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
  
 
  
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
  
  
  
 
  
 
）
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 問
11
．
 貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
の
財
政
状
況
に
つ
い
て
お
た
ず
ね
し
ま
す
。
 

（
１
）
平
成
２
５
年
度
の
支
出
総
額
は
ど
の
く
ら
い
で
す
か
。
（
○
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

   
１
．
10
万
円
未
満
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．
50
0
万
円
以
上
、
1
,
00
0
万
円
未
満
 

 
 ２
．
10
万
円
以
上
、
1
0
0
万
円
未
満
 
 
 
 
 
 
 
５
．
1,
0
00
万
円
以
上
、
2,
00
0
万
円
未
満
 

 
 ３
．
10
0
万
円
以
上
、
5
0
0
万
円
未
満
 
 
 
 
 
 
６
．
2,
0
00
万
円
以
上
 

 
 

 （
２
）
平
成
２
５
年
度
の
支
出
総
額
は
、
次
の
時
点
と
比
べ
て
ど
の
よ
う
に
変
化
し
て
い
ま
す
か
。
 

（
○
は
ひ
と
つ
ず
つ
）
 

 
  
 
  
  
  
  
 
 
  
 
増
え
て
い
る
 
 
や
や
増
え
て
い
る
 
 
変
わ
ら
な
い
 
 
や
や
減
っ
て
い
る
 
 
減
っ
て
い
る
 
 
団
体
が
発
足
し
て
い
な
い
 

１
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
６

 
①
１
年
前
と
比
べ
て

 
１
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
６

 
②
３
年
前
と
比
べ
て

 
１
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
６

 
③
５
年
前
と
比
べ
て

 
 （
３
）
平
成
２
５
年
度
の
収
入
内
訳
に
つ
い
て
、
次
の
収
入
が
あ
り
ま
す
か
。
該
当
す
る
項
目
が
あ
る
場
合
は
、
 

収
入
全
体
を
１
０
割
と
し
て
、
何
割
く
ら
い
を
占
め
て
い
ま
す
か
。
四
捨
五
入
の
上
、
整
数
で
「
約
 
 
割
」
 

と
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
（
①
は
○
は
ひ
と
つ
ず
つ
、
②
は
数
字
を
記
入
）
 

 

内
 
訳
 

①
収
入
 

②
割
合
 

(
な
し
の
場
合
は
空
欄
)
 

 
あ
り

  
な
し

 
(
a)
会
費
･
入
会
金

 
1
 

2 
全
体
の
約
  
  
  
 
割

 

(
b)
事
業
収
入
(
事
業
委
託
費
を
含
む
)
 

1
 

2 
全
体
の
約
  
  
  
 
割

 

(
c)
ひ
ょ
う
ご
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
基
金
か
ら
の
助
成
金
(
注
)
 
1
 

2 
全
体
の
約
  
  
  
 
割

 

(
d)
行
政
、
社
会
福
祉
協
議
会
(前
項
の
（
c）
を
除
く
)か
ら
の
助
成
金

 
1
 

2 
全
体
の
約
  
  
  
 
割

 

(
e)
民
間
団
体
か
ら
の
助
成
金

 
1
 

2 
全
体
の
約
  
  
  
 
割

 

(
f)
寄
附
金

 
1
 

2 
全
体
の
約
  
  
  
 
割

 

(
g)
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
  
 
  
  
 
 
  
  
 
 
 
  
 
  
） 
1
 

2 
全
体
の
約
  
  
  
 
割

 
 
 
 
 
 
(
注
)
 
県
民
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
助
成
等

 
 

 
（
４
）
（
３
）
の
(
b)
事
業
収
入
、
(
f)
寄
附
金
収
入
が
あ
っ
た
方
に
お
た
ず
ね
し
ま
す
。
 

平
成
２
５
年
度
の
そ
れ
ぞ
れ
の
総
額
は
、
５
年
前
と
比
べ
て
ど
の
よ
う
に
変
化
し
て
い
ま
す
か
。
 

収
入
が
あ
っ
た
項
目
に
つ
い
て
、
お
答
え
く
だ
さ
い
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
○
は
ひ
と
つ
ず
つ
）
 

 
 
  
 
  
  
  
 
 
 
 
 
増
え
て
い
る
 
 
や
や
増
え
て
い
る
 
 
変
わ
ら
な
い
 
 
や
や
減
っ
て
い
る
 
 
減
っ
て
い
る
 
 
団
体
が
発
足
し
て
い
な
い
 

１
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
６

 
①
 
事
業
収
入

 
 
  
 
  
  
  
 
 
 
  
 
増
え
て
い
る
 
 
や
や
増
え
て
い
る
 
 
変
わ
ら
な
い
 
 
や
や
減
っ
て
い
る
 
 
減
っ
て
い
る
 
 
団
体
が
発
足
し
て
い
な
い
 

１
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
６

 
 
②
 
寄
附
金
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 問
12
．
活
動
者
に
対
す
る
経
費
･
謝
金
の
支
給
に
つ
い
て
、
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
の
方
針
は
ど
う
な
っ
て
い
ま
す
か
。
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
○
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

 
 １
．
活
動
者
が
原
則
と
し
て
負
担
す
る
 
 
 
 
 

 
 
 ２
．
交
通
費
な
ど
必
要
経
費
は
支
給
す
る
 
 
 
 

 
３
．
適
切
な
金
額
の
謝
金
を
支
給
す
る

 
４
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
  
  
 
  
 
  
 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 
  問
13
．
貴
グ
ル
ー
プ
・
団
体
に
は
以
下
の
よ
う
な
も
の
が
あ
り
ま
す
か
。
（
○
は
い
く
つ
で
も
）
 

 

１
．
活
動
者
や
利
用
者
の
名
簿
 
 
 
 
 
 

２
．
明
文
化
さ
れ
た
規
約
・
会
則
 
 
 
 
 

３
．
決
算
報
告
書
、
収
支
報
告
書
 
 
 
 
 

４
．
事
業
計
画
書
 

５
．
会
報
や
ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー
 

６
．
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
（
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
、
ツ
イ
ッ
タ
ー
、
ブ
ロ
グ
等
含
む
）
 

  
問
14
．
 貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
の
、
他
の
団
体
等
と
の
連
携
、
協
働
に
つ
い
て
お
た
ず
ね
し
ま
す
。
 

（
１
）
貴
グ
ル
ー
プ
・
団
体
は
、
他
の
団
体
等
と
連
携
、
協
働
し
て
、
活
動
し
て
い
ま
す
か
。
 

 

１
．
活
動
し
て
い
る
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
．
活
動
し
て
い
な
い
（
→
 
問
1
5
に
進
ん
で
く
だ
さ
い
）
 

  （
２
）
連
携
、
協
働
し
て
活
動
し
て
い
る
団
体
は
ど
れ
で
す
か
。
 

下
記
の
番
号
に
〇
を
つ
け
、
ま
た
そ
の
連
携
・
協
働
先
の
数
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
（
①
は
○
は
い
く
つ
で
も
）
 

ま
た
、
連
携
、
協
働
先
が
な
い
項
目
に
つ
い
て
は
、
②
に
「
０
」
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 

 
①
連
携
・
協
働
の
相
手
先
 

②
 
数
 

ア
 
地
域
を
基
盤
 

と
す
る
団
体
 

１
．
自
治
会
 
２
．
婦
人
会
 
３
．
老
人
会
 
４
．
青
少
年
団
体
 
５
．
防
犯
グ
ル
ー
プ
 

６
．
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
 
 
７
．
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  

イ
 
ア
以
外
の

ボラ
ン
タ
リ
ー
団体
 

８
．
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
 
９
．
法
人
格
の
な
い
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
団
体
 
 

1
0
．
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 

ウ
 
事
業
所
等
 
1
1
．
企
業
（
工
場
を
含
む
）
 
1
2
．
小
売
店
・
商
店
街
・
大
型
店
舗
 
 

1
3
．
病
院
 
 
 
 
14
.
福
祉
施
設
 
 
 
 
1
5
 
．
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 
 

エ
 
学
校
等
 
1
6
．
保
育
所
・
幼
稚
園
 
 
 
1
7
．
小
学
校
 
 
1
8
．
中
学
校
 
 
1
9
．
高
校
 

2
0
．
大
学
 
 
2
1
．
研
究
機
関
 
 
2
2
．
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  

連
携
・
協
働
先
（
ア
～
エ
）
の
総
数
 

 

 
 
 
 
 
 

 
 

- 1
0 

- 
 （
３
）
（
２
）
で
８
～
1
0
に
○
を
つ
け
た
方
に
お
た
ず
ね
し
ま
す
。
 

他
の
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
団
体
と
、
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
行
っ
て
い
ま
す
か
。
（
○
は
い
く
つ
で
も
）
 

  
 １
．
情
報
交
換
や
交
流
会
を
開
催
 
 
 
 
 
 
 
 
５
．
情
報
誌
や
機
関
紙
を
発
行

 
 
 ２
．
連
絡
会
、
協
議
会
を
設
置
  
 
 
 
 
 
 
 
６
．
事
務
室
の
共
同
使
用

 
 
 ３
．
サ
ー
ビ
ス
を
補
完
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
７
．
お
互
い
の
活
動
の
支
援
や
ス
タ
ッ
フ
の
受
け
入
れ

 
 
 ４
．
イ
ベ
ン
ト
や
行
事
等
の
共
催
  
 
 
 
 
 
 
８
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
  
  
 
  
 
  
 
  
  
 
 
  
 
 
）

 
 （
４
）
（
３
）
で
は
ど
の
よ
う
な
効
果
が
あ
り
ま
し
た
か
。
（
○
は
い
く
つ
で
も
）
 

  
 １
．
行
事
や
事
業
の
内
容
が
充
実
し
た

 
 
 ２
．
一
団
体
あ
た
り
の
負
担
が
減
っ
た

 
 
 ３
．
自
分
た
ち
の
活
動
の
短
所
や
弱
点
が
見
え
て
き
た
(
新
た
な
課
題
が
発
見
で
き
た
) 

 
 ４
．
他
の
グ
ル
ー
プ
・
団
体
と
の
交
流
が
さ
ら
に
広
が
っ
た

 
 
 ５
．
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
の
社
会
的
認
知
が
高
ま
っ
た

 
 
 ６
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 
 
 ７
．
特
に
効
果
は
な
か
っ
た
 

 （
５
）（
２
）
で
1
1
～
15
に
○
を
つ
け
た
方
に
お
た
ず
ね
し
ま
す
。
 

事
業
所
等
と
、
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
行
っ
て
い
ま
す
か
。
（
○
は
い
く
つ
で
も
）
 

 

１
．
情
報
交
換
や
交
流
会
を
開
催
 
 
 
 
 
 
 
５
．
寄
付
・
助
成
金
・
物
品
の
受
領

 
 
２
．
イ
ベ
ン
ト
や
行
事
等
事
業
の
共
催
 
 
 
 
 
６
．
活
動
場
所
の
提
供

 
 
３
．
商
品
開
発
・
販
売
等
の
助
言
、
協
力
 
 
 
 
７
．
お
互
い
の
活
動
の
支
援
や
ス
タ
ッ
フ
の
受
け
入
れ

 
４
．
講
師
・
専
門
家
等
の
派
遣
 
 
 
 
 
 
 
 
８
．
そ
の
他
 
（
具
体
的
に
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 
 （
６
）（
５
）
で
は
ど
の
よ
う
な
効
果
が
あ
り
ま
し
た
か
。
（
○
は
い
く
つ
で
も
）
 

 

１
．
交
流
に
よ
り
、
活
動
の
場
の
広
が
り
を
感
じ
た
 
 

 
２
．
行
事
や
事
業
の
内
容
が
充
実
し
た
 
 
 
 
 
 
 

 
３
．
新
た
な
課
題
が
発
見
で
き
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
４
．
事
業
実
施
の
負
担
が
減
っ
た

 
５
．
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
の
社
会
的
認
知
が
高
ま
っ
た

 
６
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 
７
．
特
に
効
果
は
な
か
っ
た

 
 

問
1
5．
貴
グ
ル
ー
プ
・
団
体
の
、
今
後
の
他
の
団
体
等
と
の
連
携
、
協
働
に
つ
い
て
お
た
ず
ね
し
ま
す
。
 

（
１
）
今
後
、
連
携
、
協
働
を
、
最
も
強
化
し
た
い
団
体
等
は
ど
れ
で
す
か
。
 
（
○
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

 

１
．
自
治
会
、
婦
人
会
等
地
域
を
基
盤
と
す
る
団
体
 
 
 
 
 
４
．
学
校
等
 

２
．
１
以
外
の
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
団
体
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
 
 
 
５
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

３
．
企
業
や
商
店
等
の
事
業
所
等
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６
．
特
に
必
要
と
思
わ
な
い
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

- 145 -



- 1
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- 
 （
２
）
他
の
団
体
等
と
連
携
、
協
働
し
て
事
業
を
進
め
る
た
め
に
一
番
必
要
な
こ
と
は
何
で
す
か
。
 

(
○
は
い
く
つ
で
も
)
 

１
．
他
の
組
織
の
情
報
が
入
手
で
き
る
こ
と

 
 
 ２
．
他
の
組
織
と
出
会
う
機
会
が
あ
る
こ
と

 
 
 ３
．
活
動
を
つ
な
い
だ
り
、
調
整
す
る
中
間
支
援
組
織
等
の
相
談
機
関
が
充
実
し
て
い
る
こ
と

 
 
４
．
活
動
を
つ
な
い
だ
り
、
調
整
す
る
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が
設
置
さ
れ
て
い
る
こ
と

 
 
 ５
．
内
部
で
の
合
意
形
成
や
体
制
が
整
っ
て
い
る
こ
と

 
 
 ６
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
  
 
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
  
 
  
  
  
 
 
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 問
16
．
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
と
、
行
政
、
社
会
福
祉
協
議
会
と
の
つ
な
が
り
に
つ
い
て
お
た
ず
ね
し
ま
す
。
 

（
１
）
現
在
、
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
は
、
行
政
、
社
会
福
祉
協
議
会
と
ど
の
よ
う
な
関
係
に
あ
り
ま
す
か
。
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
○
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 
 
 

１
．
日
常
的
な
つ
な
が
り
が
あ
る

 
 
 ２
．
呼
び
か
け
が
あ
れ
ば
協
力
す
る
程
度
の
関
係
で
あ
る
  

 
 
 ３
．
ほ
と
ん
ど
つ
な
が
り
は
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 （
２
）
現
在
、
行
政
、
社
会
福
祉
協
議
会
と
ど
の
よ
う
な
つ
な
が
り
が
あ
り
ま
す
か
。
（
○
は
い
く
つ
で
も
）
 

  
 １
．
協
働
事
業
を
提
案
し
実
施
し
て
い
る

 
 
 ２
．
政
策
立
案
過
程
に
参
画
し
て
い
る

 
 
 ３
．
職
員
を
対
象
に
し
た
研
修
等
を
開
催
し
て
い
る

 
 
 ４
．
定
期
的
に
情
報
交
換
を
し
て
い
る

 
 
 ５
．
助
成
金
、
補
助
金
を
受
け
て
い
る

 
 
 ６
．
事
業
委
託
を
受
け
て
い
る

 
 
 ７
．
情
報
や
ア
ド
バ
イ
ス
を
受
け
て
い
る

 
 
 ８
．
研
修
機
会
の
提
供
を
受
け
て
い
る

 
 
 ９
．
活
動
の
場
の
提
供
を
受
け
て
い
る

 
 
 1
0
．
他
の
団
体
･
組
織
と
の
交
流
の
場
の
提
供
を
受
け
て
い
る

 
 
 1
1
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
  
 
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
  
 
  
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 
 （
３
）
行
政
、
社
会
福
祉
協
議
会
に
は
ど
の
よ
う
な
こ
と
を
望
み
ま
す
か
。
（
○
は
い
く
つ
で
も
）
 

  
 １
．
各
種
申
請
や
事
業
を
実
施
す
る
ま
で
の
手
続
き
を
簡
素
化
し
て
ほ
し
い

 
 
 ２
．
行
政
、
社
会
福
祉
協
議
会
が
提
案
す
る
計
画
の
立
案
過
程
に
参
画
さ
せ
て
ほ
し
い

 
 
 ３
．
協
働
事
業
に
対
し
て
行
政
、
社
会
福
祉
協
議
会
側
の
関
与
を
多
く
し
て
ほ
し
い

 
 
 ４
．
協
働
事
業
に
対
し
て
行
政
、
社
会
福
祉
協
議
会
側
の
関
与
を
少
な
く
し
て
ほ
し
い

 
 
 ５
．
団
体
側
の
金
銭
的
負
担
を
少
な
く
し
て
ほ
し
い

 
 
 ６
．
書
類
作
成
な
ど
団
体
側
の
事
務
的
負
担
を
少
な
く
し
て
ほ
し
い

 
 
 ７
．
事
業
委
託
や
協
働
事
業
を
増
や
し
て
ほ
し
い

 
 
 ８
．
助
成
金
、
人
材
、
他
団
体
の
事
業
な
ど
の
情
報
を
提
供
し
て
ほ
し
い

 
 
 ９
．
人
材
養
成
の
た
め
の
研
修
事
業
を
提
供
し
て
ほ
し
い

 
 
 1
0
．
他
の
団
体
･
組
織
と
の
交
流
の
場
を
増
や
し
て
ほ
し
い

 
 
 1
1
．
企
業
、
商
店
な
ど
と
の
交
流
の
場
を
増
や
し
て
ほ
し
い

 
 
 1
2
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
  
 
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
  
 
  
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
  
  
 
 
 
 
 
 
）

 
 
 1
3
．
特
に
な
い
 

 

 
問
17
に
進
ん
で
く
だ
さ
い
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 問
17
．
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
の
活
動
に
お
け
る
問
題
点
、
課
題
は
何
で
す
か
。
(
○
は
い
く
つ
で
も
)
 

  
 １
．
活
動
者
の
数
が
足
り
な
い

 
 
 ２
．
活
動
者
の
能
力
向
上
が
必
要
で
あ
る

 
 
 ３
．
リ
ー
ダ
ー
を
支
援
す
る
体
制
が
弱
い

 
 
 ４
．
世
代
交
代
が
遅
れ
て
い
る

 
 
 ５
．
活
動
に
必
要
な
資
金
が
不
足
し
て
い
る

 
 
 ６
．
活
動
場
所
の
確
保
が
難
し
い

 
 
 ７
．
活
動
が
マ
ン
ネ
リ
化
し
て
い
る

 
 
 ８
．
他
団
体
(
行
政
、
企
業
を
含
む
)
の
進
出
で
活
動
の
場
が
狭
く
な
っ
た
 

 
 ９
．
活
動
者
同
士
の
意
思
疎
通
が
十
分
で
な
い

 
 
 1
0
．
組
織
運
営
･
管
理
の
知
識
、
ノ
ウ
ハ
ウ
が
不
足
し
て
い
る

 
 
 1
1
．
社
会
的
信
用
や
社
会
で
の
認
知
度
が
低
い
 

 
12
．
他
の
団
体
等
と
の
連
携
や
協
働
が
弱
い

 
 
 1
3
．
地
域
社
会
と
の
関
わ
り
が
乏
し
い

 
 
 1
4
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
  
  
  
 
  
）

 
 
 1
5
．
特
に
問
題
は
な
い
 

 問
18
．
貴
グ
ル
ー
プ
・
団
体
の
活
動
や
運
営
能
力
の
向
上
の
た
め
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
 

ま
す
か
。
（
○
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

  
 １
．
現
在
取
り
組
ん
で
い
る

 
 
 ２
．
セ
ミ
ナ
ー
、
研
修
会
な
ど
の
機
会
が
あ
れ
ば
是
非
学
び
た
い

 
 
 ３
．
余
裕
が
あ
れ
ば
学
び
た
い

 
 
 ４
．
特
に
検
討
す
る
考
え
は
な
い

 
 
 ５
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
  
 
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
  
 
  
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
  
  
  
 
 
  
  
  
 
 
）

 
 問
19
．
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
の
、
今
後
の
活
動
の
方
向
性
に
つ
い
て
お
た
ず
ね
し
ま
す
。
 

（
１
）
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
は
、
今
後
の
活
動
の
方
向
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
ま
す
か
。
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
○
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

 
 １
．
拡
大
、
充
実
す
る
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 ２
．
現
状
を
維
持
す
る
 
  
 
  
  
 
 
 
 
 
 
 

３
．
縮
小
す
る
 
 
 
 
 
 
問
2
0
に
進
ん
で
く
だ
さ
い
 

４
．
や
め
る
 

 （
２
）
ど
の
よ
う
に
拡
大
、
充
実
を
考
え
て
い
ま
す
か
。
(
○
は
い
く
つ
で
も
)
 

  
 １
．
活
動
回
数
を
増
や
し
た
り
、
活
動
範
囲
を
拡
大
し
た
い

 
 
 ２
．
活
動
内
容
の
質
を
高
め
た
り
、
提
供
方
法
を
改
善
し
た
い

 
 
 ３
．
新
し
い
分
野
に
進
出
し
た
い
 

 
４
．
他
の
団
体
等
と
の
連
携
、
協
働
し
た
い

 
 
５
．
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
格
の
取
得
を
行
い
た
い

 
 
６
．
活
動
者
の
数
を
増
や
し
た
い

 
７
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
  
 
  
 
  
 
  
  
 
 
  
  
  
  
  
 
  
 
  
  
 
 
  
  
 
 
  
  
 
  
 
  
 
 
 
 
）
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 問
2
0．
災
害
時
の
救
援
・
復
興
支
援
活
動
に
つ
い
て
お
た
ず
ね
し
ま
す
。
 

（
１
）
 貴
グ
ル
ー
プ
・
団
体
と
し
て
、
次
の
災
害
時
に
救
援
・
復
興
支
援
を
し
ま
し
た
か
。
（
〇
は
い
く
つ
で
も
）
 

 

１
．
 平
成
23
年
 
東
日
本
大
震
災
 
 
→
（
３
）
に
進
ん
で
く
だ
さ
い
 

２
．
 平
成
19
年
 
新
潟
県
中
越
沖
地
震
 

３
．
 平
成
19
年
 
能
登
半
島
地
震
 

４
．
 平
成
16
年
 
新
潟
県
中
越
地
震
 

５
．
 平
成
23
年
 
台
風
12
号
（
紀
伊
半
島
被
災
）
 

６
．
 平
成
21
年
 
台
風
9
号
（
佐
用
町
等
被
災
）
 

７
．
 平
成
16
年
 
台
風
23
号
（
豊
岡
・
淡
路
等
被
災
）
 

８
．
 そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

９
．
 活
動
し
な
か
っ
た
 
 
 
 
 
 
 
→
（
２
）
に
進
ん
で
く
だ
さ
い
 

 （
２
）
活
動
を
し
な
か
っ
た
主
な
理
由
は
、
次
の
ど
の
理
由
で
す
か
。
（
○
は
い
く
つ
で
も
）
 
 

→
（
６
）
に
進
ん
で
く
だ
さ
い
 

 
１
．
資
金
的
な
余
裕
が
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
．
被
災
地
と
関
わ
り
が
な
い
 

 
２
．
何
を
し
た
ら
よ
い
か
わ
か
ら
な
い
 
 
 
 
 
 
 
６
．
被
災
地
が
遠
い
 

 
３
．
多
忙
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
７
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 
４
．
情
報
が
な
い
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（
３
）
東
日
本
大
震
災
で
は
、
次
の
ど
の
期
間
で
支
援
活
動
を
行
い
ま
し
た
か
。
 

該
当
す
る
期
間
、
す
べ
て
に
〇
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。
 
（
〇
は
い
く
つ
で
も
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１
．
 震
災
直
後
 
～
 
1
週
間
以
内
 

２
．
 震
災
直
後
1
週
間
 
～
 
1
ヶ
月
以
内
 

３
．
 震
災
直
後
1
ヶ
月
 
～
 
3
ヶ
月
以
内
 

４
．
 震
災
直
後
3
ヶ
月
 
～
 
平
成
24
年
3
月
 
 

５
．
 平
成
24
年
4
月
 
～
 
平
成
25
年
3
月
 

６
．
 平
成
25
年
4
月
 
～
 
現
在
 
 

 （
４
）
東
日
本
大
震
災
で
は
、
ど
の
よ
う
な
支
援
活
動
を
行
い
ま
し
た
か
。
 

該
当
す
る
番
号
に
〇
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。
 
（
○
は
い
く
つ
で
も
）
 
 

             
 

被
災
地
で
の
活
動
 

貴
団
体
の
活
動
地
域
な
ど
被
災
地
外
で
の
活
動
 

１
．
炊
き
出
し
 
 

９
．
救
援
物
資
の
提
供
 

２
．
救
援
物
資
の
仕
分
け
 
 

10
．
義
捐
金
の
寄
付
・
募
金
活
動
 

３
．
避
難
所
の
運
営
(避
難
者
の
お
世
話
)
 

11
．
被
災
者
の
受
入
、
招
待
活
動
 

４
．
友
愛
訪
問
 

12
．
避
難
被
災
者
の
支
援
活
動
 

５
．
ふ
れ
あ
い
喫
茶
な
ど
の
交
流
事
業
 

13
．
励
ま
し
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
 

６
．
励
ま
し
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
 

14
．
ま
ち
づ
く
り
活
動
 

７
．
ま
ち
づ
く
り
活
動
 

15
．
物
品
の
制
作
販
売
 

８
．
そ
の
他
 

（
具
体
的
に
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

16
．
そ
の
他
 

（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

→
（
６
）
に
進
ん
で
く
だ
さ
い
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 （
５
）
東
日
本
大
震
災
の
支
援
活
動
で
は
、
被
災
地
で
活
動
を
行
う
団
体
と
協
力
・
連
携
を
行
い
ま
し
た
か
。
 

(
○
は
い
く
つ
で
も
)
 

１
．
被
災
地
を
拠
点
と
す
る
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
団
体

 
２
．
被
災
地
の
自
治
会
等
地
域
を
基
盤
と
す
る
団
体

 
３
．
被
災
地
外
で
活
動
す
る
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
団
体

 
４
．
そ
の
他
の
団
体
（
具
体
的
に
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）

 
５
．
特
に
協
力
・
連
携
し
て
い
な
い

 
 （
６
）
今
後
、
東
日
本
大
震
災
被
災
地
支
援
を
ど
の
よ
う
に
行
い
ま
す
か
。
（
〇
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

 
 
 

１
．
こ
れ
ま
で
通
り
活
動
す
る
 

２
．
規
模
（
頻
度
・
参
加
人
数
等
）
を
拡
充
す
る
 

３
．
段
階
的
に
縮
小
す
る
 

４
．
活
動
を
停
止
す
る
 

５
．
現
在
は
活
動
し
て
い
な
い
が
、
今
後
活
動
す
る
予
定
で
あ
る
 

６
．
今
後
も
活
動
し
な
い
 
 

７
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 （
７
）
今
後
、
災
害
発
生
時
に
は
、
救
済
・
復
興
支
援
活
動
を
行
い
ま
す
か
。
（
〇
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

 
 
 
 

１
．
活
動
す
る
 
 
 
 
 
 
２
．
活
動
し
な
い
 
 
 
 
 
 
３
．
わ
か
ら
な
い
 

  問
2
1．
阪
神
・
淡
路
大
震
災
を
経
験
し
た
「
兵
庫
県
の
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
」
に
つ
い
て
お
た
ず
ね
し
ま
す
 

（
１
）
 兵
庫
県
内
に
お
け
る
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
に
つ
い
て
の
２
０
年
を
ふ
り
か
え
り
、
①
～
⑦
に
つ
い
て
、
 

ど
の
よ
う
な
評
価
を
さ
れ
ま
す
か
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
○
は
そ
れ
ぞ
れ
ひ
と
つ
)
 

 
そ
う
思
う
 

や
や
そ
う
思
う
 

どち
らと

もい
えな
い 

あ
ま
り
思
わ
な
い 

思
わ
な
い
 

①
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
に
対
す
る
一
般
的

な
認
知
、
理
解
は
高
ま
っ
た
 

１
 

２
 

３
 

４
 

５
 

②
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
が
、
社
会
の
中
で
、

一
定
の
役
割
を
果
た
す
よ
う
に
な
っ
た
 

１
 

２
 

３
 

４
 

５
 

③
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
を
行
う
団
体
同
士

の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
広
が
っ
た
 

１
 

２
 

３
 

４
 

５
 

④
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
に
対
す
る
社
会
制

度
や
支
援
制
度
が
充
実
し
た
 

１
 

２
 

３
 

４
 

５
 

⑤
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
に
対
す
る
学
校
教

育
で
の
取
り
組
み
が
活
発
に
な
っ
た
 

１
 

２
 

３
 

４
 

５
 

⑥
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
に
対
す
る
企
業
の

社
会
貢
献
活
動
が
活
発
に
な
っ
た
 

１
 

２
 

３
 

４
 

５
 

⑦
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
を
通
じ
て
「
参
画
と

協
働
」
※
 
が
進
ん
だ
 

１
 

２
 

３
 

４
 

５
 

 ※
「
参
画
と
協
働
」
と
は
、
地
域
を
よ
り
よ
く
す
る
た
め
に
、
行
政
だ
け
で
な
く
、
県
民
の
皆
さ
ん
一
人
ひ
と
り
が
 

知
恵
や
力
を
出
し
合
い
、
地
域
課
題
に
取
り
組
む
こ
と
で
す
。
 

- 147 -



- 1
5 

- 
 （
２
）
 こ
の
２
０
年
間
の
国
・
県
・
市
町
等
、
行
政
の
政
策
で
、
み
な
さ
ん
の
活
動
の
助
け
に
な
っ
た
り
、
よ
い
 

影
響
を
受
け
た
も
の
は
ど
れ
で
す
か
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
○
は
い
く
つ
で
も
)
 

 １
．
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
の
制
定
と
運
用
 
 
 
 
 
 
 
 
 
９
．
活
動
し
て
い
る
場
所
の
整
備
・
改
修
 

２
．
認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
制
度
の
創
設
 
 
 
 
 
 
 
1
0
．
活
動
場
所
の
提
供
 

３
．
介
護
保
険
法
の
制
定
と
運
用
 
 
 
 
 
 
 
 
1
1
．
人
材
育
成
 

４
．
障
害
者
自
立
(
総
合
)
支
援
法
の
制
定
と
運
用
 
 
1
2
．
事
業
の
委
託
 

５
．
指
定
管
理
者
制
度
の
創
設
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
3
．
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
団
体
間
等
の
交
流
会
の
開
催
 

６
．
個
人
情
報
保
護
法
の
制
定
と
運
用
 
 
 
 
 
 
1
4
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

７
．
助
成
金
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
5
．
特
に
な
い
 

 
８
．
情
報
提
供
・
相
談
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
16
．
わ
か
ら
な
い
 

 
 

 （
３
）
「
ひ
ょ
う
ご
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
プ
ラ
ザ
」
は
、
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
を
支
援
し
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
ま
で
に
、
 

プ
ラ
ザ
を
利
用
さ
れ
た
こ
と
は
あ
り
ま
す
か
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
○
は
い
く
つ
で
も
) 

 

 
１
．
活
動
資
金
支
援
（
県
民
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
助
成
、
中
間
支
援
等
Ｎ
Ｐ
Ｏ
助
成
等
）
 

 
２
．
交
流
会
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
の
支
援
 

（
地
域
づ
く
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
会
議
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
の
協
働
会
議
、
企
業
と
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
）
 
 
 

 
３
．
情
報
提
供
・
相
談
（
コ
ラ
ボ
ネ
ッ
ト
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
設
立
運
営
相
談
）
 

 
４
．
人
材
育
成
（
ス
ー
パ
ー
Ｎ
Ｐ
Ｏ
育
成
事
業
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
カ
フ
ェ
運
営
事
業
、
そ
の
他
研
修
等
）
 

５
．
調
査
研
究
（
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
実
態
調
査
等
）
 

６
．
活
動
場
所
の
提
供
（
交
流
サ
ロ
ン
）
 

７
．
災
害
救
援
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
支
援
（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
バ
ス
の
派
遣
等
）
 

８
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 
９
．
特
に
な
い
 

 
10
．
わ
か
ら
な
い
 

 

（
４
）
「
ひ
ょ
う
ご
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
プ
ラ
ザ
」
が
、
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
を
支
援
す
る
中
で
、
今
後
さ
ら
に
強
化
し
て
 

ほ
し
い
こ
と
は
ど
れ
で
す
か
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
○
は
い
く
つ
で
も
) 

 

 
１
．
活
動
資
金
支
援
（
県
民
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
助
成
、
中
間
支
援
等
Ｎ
Ｐ
Ｏ
助
成
等
）
 

 
２
．
交
流
会
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
の
支
援
 

（
地
域
づ
く
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
会
議
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
行
政
の
協
働
会
議
、
企
業
と
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
）
 
 
 

 
３
．
情
報
提
供
・
相
談
（
コ
ラ
ボ
ネ
ッ
ト
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
設
立
運
営
相
談
）
 

 
４
．
人
材
育
成
（
ス
ー
パ
ー
Ｎ
Ｐ
Ｏ
育
成
事
業
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
カ
フ
ェ
運
営
事
業
、
そ
の
他
研
修
等
）
 

５
．
調
査
研
究
（
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
実
態
調
査
等
）
 

６
．
活
動
場
所
の
提
供
（
交
流
サ
ロ
ン
）
 

７
．
災
害
救
援
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
支
援
（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
バ
ス
の
派
遣
等
）
 

８
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 
９
．
特
に
な
い
 

 
10
．
わ
か
ら
な
い
 

 

- 1
6 

- 
  問
22
．
最
後
に
、
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
の
代
表
者
に
つ
い
て
お
た
ず
ね
し
ま
す
。
 

（
１
）
性
別
（
○
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

 
 １
．
男
性
 
 
 
 
 
 
２
．
女
性

 
 （
２
）
年
齢
（
○
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

  
１
．

20
歳
未
満

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．

50
歳
以
上
、

64
歳
以
下

 
  
２
．

20
歳
以
上
、

34
歳
以
下

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
．

65
歳
以
上

 
  
３
．

35
歳
以
上
、

49
歳
以
下

 

 （
３
）
代
表
に
就
任
し
て
い
る
期
間
（
○
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

  
１
．

1年
未
満

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
．

5年
以
上

10
年
未
満

 
  
２
．

1年
以
上
、

3年
未
満
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
．

10
年
以
上

 
  
３
．

3年
以
上
、

5年
未
満

 

 （
４
）
現
在
の
職
業
等
（
○
は
ひ
と
つ
だ
け
）
 

 
 １
．
会
社
経
営
者
、
自
営
業

 
 
 ２
．
会
社
、
行
政
機
関
な
ど
に
勤
務

 
 
３
．
家
事
従
事
者

 
 
 ４
．
定
年
退
職
者
･
年
金
生
活
者

 
 
 ５
．
学
生

 
 
 ６
．
貴
グ
ル
ー
プ
･
団
体
の
業
務
に
も
っ
ぱ
ら
従
事

 
 
 ７
．
そ
の
他
（
具
体
的
に
：
 
  
 
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
  
 
  
  
  
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

      
 

い
た
だ
い
た
ご
回
答
は
、
統
計
的
に
処
理
・
分
析
を
行
い
調
査
結
果
と
し
て
取
り
ま
と
め
ま
す
。

 
調
査
結
果
に
つ
き
ま
し
て
は
、
調
査
報
告
書
及
び
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
て
公
表
い
た
し
ま
す
の
で
ご
覧
く
だ
さ
い
。

 
な
お
、
本
調
査
は
５
年
に
１
度
実
施
し
て
お
り
ま
す
。
次
回
実
施
の
際
も
、
ご
協
力
賜
り
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し

 
上
げ
ま
す
。

 

こ
れ
で
調
査
は
終
わ
り
で
す
。
長
時
間
調
査
に
ご
協
力
い
た
だ
き
、
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
 

同
封
の
「
料
金
受
取
人
払
」
の
封
筒
に
入
れ
て
ご
投
函
く
だ
さ
い
(
切
手
は
不
要
で
す
)
。
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Ⅱ．県民ボランタリー活動実態調査 調査委員会 

 

１．設置要綱 

     

 （設置） 

第１条 ひょうご安全の日推進県民会議の「阪神・淡路大震災 20 年事業補助金(メイン事業)」

を活用し設置された「ひょうご震災 20 年ボランタリー活動調査検証・促進事業実行委員会」

に基づき、「ボランティア元年」と言われた阪神・淡路大震災から 20 年を迎えるにあたり、

県民ボランタリー活動を行っている団体やグループの実態、課題、ニーズ等を把握するとと

もに、これまでの兵庫のボランタリー活動の取り組みを評価し、今後の活動の支援方策を検

討するための基礎資料とすることにより、県民ボランタリー活動を促進することを目的とし

て調査を実施するにあたり、「県民ボランタリー活動実態調査調査委員会」（以下「委員会」

という。）を置く。 

 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 県民ボランタリー活動実態調査内容の検討 

(2) 県民ボランタリー活動実態調査結果の分析及び報告書の作成 

(3) その他調査の実施にあたり必要な事項は別に定める 

 

（組織） 

第３条 委員会は、別表に掲げる委員で組織する。 

 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、平成 27 年３月 31 日までとする。 

 

 （委員長） 

第５条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は、委員のうちからひょうごボランタリープラザ所長が指名する。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する委員

がその職務を代理する。 

 

 （委員会） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、ひょうごボランタリープラザ所長が招集

する。 

２ 委員が出席できない場合は、代理出席を認めるものとする。 
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 （謝金） 

第７条 委員が会議その他の委員会の職務に従事したときは、別に定めるところにより、謝金

を支給する。 

 

 （旅費） 

第８条 委員が委員会の職務を行うために、会議に出席し、又は旅行したときは旅費を支給す

る。 

２ 委員長が必要と認めた委員以外の者が会議その他委員会の職務を行うために、委員会に出

席し、又は旅行をしたときは、旅費を支給する。 

３ 第１項及び第２項の旅費の額は、職員等の旅費に関する条例（昭和 35 年兵庫県条例第 44

号）の規定による。 

 

 （庶務） 

第９条 委員会の庶務は、「社会福祉法人兵庫県社会福祉協議会ひょうごボランタリープラ

ザ」において処理する。 

 

 （補足） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成 26 年５月８日から施行する。 

 （この要綱の失効） 

２ この要綱は、平成 27 年３月 31 日限り、その効力を失う。 

  

 

 

 

 

別表（第３条関係） 

区分 氏名 所属・職名 

学識経験者 宮垣  元 慶應義塾大学総合政策学部 教授 

ＮＰＯ 山口 一史 (特非)ひょうご・まち・くらし研究所 常務理事 

地域活動 江見  淳 生活協同組合コープこうべ 地域活動推進部 統括部長 

社協   松村 吉隆 (福)神戸市社会福祉協議会 広報交流部 広報交流課長 

     ※ 委員長は、宮垣 元 慶應義塾大学総合政策学部教授 

- 150 -



- 151 - 

 

２．委員会開催状況 

  

開催日 内  容 

平成 26 年 5 月 16 日 調査の概要、対象、項目の検討 

平成 26 年 6 月 20 日 調査票の検討、確定 

平成 26 年 11 月 21 日 報告書の検討 

平成 26 年 12 月 12 日 報告書の検討、確定 
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